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1 業務の目的 
経済産業省では、化学物質管理に関連する国連の多国間条約である、「残留性有機汚染物質に関

するストックホルム条約」（以下、「POPs 条約」という。）1、「国際貿易の対象となる特定の有害な

化学物質及び駆除剤についての事前のかつ情報に基づく同意の手続に関するロッテルダム条約」

（以下、「PIC 条約」という。）2に対応すべく、化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律（以

下、「化審法」という。）等の施行を通じて、化学物質の製造・使用・貿易等に係る規制措置を実施

している。各条約に新たな物質が追加された場合には、国内の法制度等に適切に反映する必要が

あるため、これら条約の動向を迅速かつ適切にフォローすることが重要である。

また、国内における化学物質管理が、国際的な議論・動向との整合性を有するものとなるよう、

OECD における化学物質規制動向や、主に経済産業省で担当する化学物質の製造・使用・貿易等

に関する規制の国際動向に注目した情報収集をすることが重要である。

本事業では、POPs 条約及び PIC 条約に関係する国際会議における検討状況を調査するととも

に、これらの条約の着実な国内実施のために必要な基礎情報を収集・整理した。また、POPs 候補

物質に関する国際会議における検討状況の詳細を踏まえつつ、必要に応じて、POPs 及び POPs と

類似の性状を有する高懸念化学物質等に関する国際機関及び諸外国での規制等に関する情報を収

集した。さらに、OECD における化学物質管理についての検討状況を調査するとともに、規制化

学物質に関する海外情報の収集と整理を行った。

2 調査内容及び実施方法 

2.1 POPs 条約及び PIC 条約の規制対象物質及び規制候補物質に関する国際的な動向調査 

2.1.1 POPs 候補物質に関する調査 

(1) POPs 条約の規制候補物質に関する調査

規制候補物質（POPs 候補物質）の検討を行う POPs 条約締約国会議 COP10 及び POPs 条約検

討委員会 POPRC17 に向けて、以下の POPs 候補物質の性状や管理方法等について記載された会

議文書案を準備した。また、会期間作業において、会議文書案の他にも追加情報を提供した。

会議文書案や追加情報、これらで引用されている文献等を調査し、整理、分析を行った。事業

期間中は化学物質管理課の指示に従って進捗状況を適宜報告し、その上で更なる具体的な検討

を要する項目等を定めて調査した。

1 環境中での残留性、生物蓄積性、人や生物への毒性、長距離移動性が懸念される有機化学物質（残留性有機汚

染物質）の製造及び使用の廃絶・制限、排出の削減、これらの物質を含む廃棄物等の適正処理等を規定してい

る。我が国は２００２年に締結。（http://chm.pops.int/） 
2 特定の有害な化学物質の輸出入に関する手続を規定し、その決定を締約国に周知することにより、環境の悪化

と人の健康に悪影響を及ぼすことを防ぐ。我が国は２００４年に締結。（http://www.pic.int/） 
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 ペルフルオロヘキサンスルホン酸（PFHxS）とその塩及び関連物質 
POPRC17 における会議文書案、COP10 に向けた文書案等において、PFHxS とその塩及び関

連物質に関する議題及び文書案の有無を確認し、存在した場合はその内容について確認するこ

ととした。 

 

 デクロランプラス（DP） 
デクロランプラス（DP）について POPRC16 に継続して検討されるリスクプロファイルに関

して新規情報を整理した。また、将来規制されることが決定した場合の社会経済的影響、及び

適用除外の必要性について検討するため、当該物質の国内での使用状況及びその代替可能性等

に関する情報を収集し整理した。 

 

 メトキシクロル 
メトキシクロルについて、将来規制されることが決定した場合の社会経済的影響、及び適用

除外の必要性について検討するため、当該物質の国内での使用状況及びその代替可能性等に関

する情報を収集し整理した。 

 

 UV-328 
UV-328 について作成されるリスクプロファイルに関して発生源情報等に関する情報を調査

するとともに、分解性、生物蓄積性等の情報の懸念点や問題点を抽出した。また、将来規制さ

れることが決定した場合の社会経済的影響、及び適用除外の必要性について検討するため、当

該物質の国内での使用状況及びその代替可能性等に関する情報を収集し整理した。 

 

 新規提案物質 
POPRC17 において、新規に POPs 候補物質が提案されたことから、POPRC17 の会議文書を基

に、当該物質が条約に定められたスクリーニング基準（残留性、生物蓄積性、長距離移動の可

能性、悪影響等）を満たすかどうかについて調査した。また、国内法令での措置状況、有害性

評価・リスク評価等の実施状況と結果、製造、使用、貿易量等の国内での状況について、可能

な限り調査した。 

 

2.1.2 今後提案される可能性のある化学物質に関する調査 
POPRC17 では、新規に POPs 候補物質が提案されたため、2.1.1(1)5)の新規提案物質に特化し

た調査を行った。 

 

2.2 POPs 条約及び PIC 条約の関連会議における対応 
 

2.2.1 第 10 回 POPs 条約締約国会議（COP10） 
第 10 回締約国会議は、新型コロナウイルス感染拡大に伴い、オンライン会合及び対面会合の

２段階で行われることとなった。令和 3 年 7 月 26 日～7 月 30 日にオンライン形式で開催され

た第 10 回 POPs 条約締約国会議（COP10）では、条約の運営に必要な議題のみを取り上げ、技
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術的議題は令和 4 年 6 月の対面会合で審議されることとなったため、国内有識者の参加を見送

った。 

 

2.2.2 第 17 回残留性有機汚染物質検討委員会（POPRC17） 
令和 3 年 12 月 1 日～2 日に WEB 会議にて開催されたプレミーティング及び令和 4 年 1 月 24

日～28 日にジュネーブ（スイス）での対面及び WEB 会議のハイブリッド形式で開催された第

17 回 POPs 検討委員会（以下、「POPRC17」という。）に出席するとともに、静岡大学の金原和

秀教授を専門家として参加させ、会議における検討状況を整理するほか、参加に係る事務的作

業、検討状況等の最新情報の入手、資料作成、派遣専門家の支援等を行った。また、会期間作

業における議論についても状況を把握し、情報収集・分析等の必要な支援を行うとともに、必

要に応じて関連資料の翻訳、概要作成を行った。 

 

2.2.3 第 17 回化学物質検討委員会（CRC17） 
令和 3 年 9 月 20 日～24 日に WEB 会議形式にて開催された第 17 回化学物質検討委員会（以

下、「CRC17」という。）に出席した。また、会議における検討状況を整理したほか、参加に係る

事務的作業、検討状況等の最新情報の入手、資料作成等の必要な支援を行い、必要に応じて関

連資料の翻訳、概要作成を行った。 

 

2.2.4 国内検討会議の開催 
大学教授や研究機関などの専門家ら有識者による非公開の検討会議を POPRC17 の前に２回

開催し、POPRC17 に向けて行われている会期間作業の動向・議論を踏まえ、POPRC17 におけ

る対応について有識者の意見を聴取し、取りまとめた。 

 

2.3 OECD における化学物質規制動向 
 

2.3.1 OECD/the Chemicals and Biotechnology Committee(OECD 化学バイオ委員会）の公式・

非公式会合 
令和 3 年 6 月 8 日～10 日及び令和 4 年 2 月 8 日～10 日にいずれも WEB 会議形式にて開催さ

れた OECD 化学品・バイオ技術委員会（以下、「CBC」という。）に出席した。また、議事録を

作成して会議における検討状況を整理したほか、参加に係る事務的作業、検討状況等の最新情

報の入手、資料作成等の必要な支援を行い、必要に応じて関連資料の翻訳、概要作成を行った。 
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3 業務の結果 
 

3.1 POPs 条約及び PIC 条約の規制対象物質及び規制候補物質に関する国際的な動向調査 
 

3.1.1 POPs 候補物質に関する調査 
 

(1) POPs 条約の規制候補物質に関する調査 

 
 ペルフルオロヘキサンスルホン酸（PFHxS）とその塩及び関連物質 
PFHxS とその塩及び関連物質については、POPRC17 における会議文書案、及び COP10 に向

けた文書案等の提供が無いことを確認した。 

 

 デクロランプラス 
デクロランプラスについて POPRC17 に継続して検討されるリスクプロファイルに関して新

規情報を整理した。また、将来規制されることが決定した場合の社会経済的影響、及び適用除

外の必要性について検討するため、当該物質の国内での使用状況及びその代替可能性等に関す

る情報を収集し整理した。 

 

ア．リスクプロファイルにおける新規情報の整理 
POPRC17 の会議資料として公表されたデクロランプラスのリスクプロファイル案 3の確認

を行い、POPRC16 でのリスクプロファイル案と比較して、新規に追加された発生源、残留性

及び生物蓄積性に関する情報を表 3.1-1 に整理した。 

なお、リスクプロファイル案に記載された発生源、残留性及び生物蓄積性等に関する情報

については、資料 1～資料 3 に取りまとめた。 

 

表 3.1-1 デクロランプラスのリスクプロファイル案で新規に追加された発生源、残留性及び生

物蓄積性に関する主な情報 

  主な新規追加情報等 

発生源等 製造、流通、ス

トックパイル 

●米国の 1986 年以降の年間生産量の推定：450～4500 トン 

⇒450～5,000 トンに修正 

●中国の Anpon Electrochemical Co.の ADAMA による買収により、

世界唯一の製造業者になりうる可能性について追記 

●ハンガリー国内の 2 社で年間 2 トン未満使用していたことを追記 

●世界の年間生産量が 750～6,000 トン(平均 1,980 トン)になること

を追記 

●韓国で 2018 年に 0.63 トン輸入、0.39 トン使用していたことを追

記 

 
3 UNEP/POPS/POPRC.17/3 
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  主な新規追加情報等 

 用途 ●電気・電子機器、光学製品、食品包装、建築・建設材料、テープ・

接着剤、繊維、アパレル、化粧品、爆発物・花火、プラスチック

製品、塗料・グリースとして使用されていることを追記 

●自動車製造において c-decaBDE の代替品として使用していると

いうインド自動車製造業者協会（SIAM）の発表について追記 

●カナダでは配線・ケーブルの被覆、電子機器、屋根材、硬質プラ

スチックのコネクターなどに用いられていることを追記 

●EU では、DP を使用する最も重要な部門は自動車部門と航空部門

で、それぞれ EU での全使用量の 57～75%、10%を占めており、

コンピュータ、電子機器、輸入品などを含むその他の DP の用途

は EU での全使用量の 33～15%を占めていることについて追記 

 環境への放出 ●本物質が工業発生源から主に（地表水や土壌環境を経路して）廃

水に排出されることが予想され、商業製品や消費者製品からは大

気中に排出される可能性があること、本物質が廃水処理場

(WWTP)における汚泥に吸着することによってその多くが除去さ

れる可能性が高いことを追記 

●生産量、使用量、廃棄量のデータに基づき、以下の詳細な地理的

分布を伴った2つの世界的な大気排出シナリオが作成されている

ことについて追記 

• DP の大気中への総排出量は、生産量と排出係数の不確実性を反

映しながら、低排出シナリオでは年間 0.02 トン、高排出シナリ

オでは年間 3.2 トンと推定 

• 水域に年間 0.41～21.8 トン、土壌環境に年間 0～0.004 トンが直

接排出されると予測 

• 先進的な化学・輸送モデルである Danish Eulerian Hemispheric 

Model による推定値と利用可能な査読付きの研究から得られた

すべての北極圏の測定による大気濃度の予測値を評価すること

により、この排出量予測の妥当性が検証されたこと 

• その結果、高排出シナリオでの予測濃度範囲は実測値とほぼ一

致しており、高排出シナリオである可能性が高いことが推測さ

れたこと、低排出シナリオの予測濃度は実測値よりも 100 分の

1 以上低かったこと 

• 報告された推定値は、全世界の年間生産量が 75～6,000 トン（平

均 1,980 トンと仮定）で、製造工場が 2 箇所（米国と中国）の場

合であること 

残留性 光分解 ●ECHA (2017b)に基づき、以下の情報を追記 

• 光は水深の増加や遮光により減衰するため、光分解は自然水で
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  主な新規追加情報等 

は重要な環境動態プロセスではないと考えられること 

• ラジカル反応はフミン物質によって抑制される可能性があるこ

と 

• 水中での光分解は発生する可能性はあるが、本物質を除去する

重要なプロセスではないと結論づけられていること 

• 土壌中の光分解については、REACH の登録者からデータが報告

されておらず、水と同様に、これが重要な除去経路になる可能性

は低いこと 

 土壌での分解 ●カナダや EU のアセスメントに基づき、以下の情報を追記 

• 0.1、1 及び 10 µg/g の DP 濃度の土壌では、DP の不安定画分

（labile fraction） がそれぞれ21.25%から8.2%、23.8%から11.7%、

25.2%から 16.3%に減少し、DP の生物利用性が経年変化を受け

て低下したこと 

• 0.1、1、10 µg/g の土壌中の DP の半減期は、それぞれ 1,325 日、

1,909 日、2,948 日であると外挿されていること 

• 経年過程において初期には結合残留画分（bound-residue）の DP

がほとんど形成されないと考えたため、結合残留画分への DP の

損失は無視し、半減期は単純化して、不安定画分と安定的吸着画

分（stable-adsorbed）の合計濃度が初期値の半分に減少するまで

の時間として計算したこと 

生物蓄積

性 

BCF ●英語版の J-Check で提供された情報に基づき、試験濃度は、DP の

水溶解度を大幅に超えており、記載値は真の BCF 値を過小評価

している可能性があるが、曝露形態が経口と水中の混合であった

可能性があるため、これを確定することができないことを追記 

 BMF／TMF ●中国の内モンゴルにあるシリンゴル大草原で、外温動物と内温動

物の BMF がそれぞれ 0.146～88.0 と 0.866～17.2 の範囲で計算さ

れたことを追記 

●E-waste リサイクルサイトの池に生息する昆虫-ヒキガエル、昆虫

-トカゲ、昆虫-鳥など、昆虫が主役の水生および陸生の食物網で、

TMF が水系食物連鎖網で＜1、陸系食物連鎖網で＞1 であること

を追記 

●韓国でレッドリストに登録されている絶滅危惧種の鳥類の肝臓

に含まれる DP と他の難燃剤のレベルを調査した研究で、居住性

のある肉食性の捕食種 3 種の DP 濃度と栄養学的位置（δ15N）

の間に有意な正の関係（r2=0.22、p=0. 031）を見出し、これらの

鳥類における DP の生物蓄積性を示唆したことを追記 

 生体内蓄積 ●ヒト脂肪組織で検出されていることを追記 
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イ．国内での使用状況 
デクロランプラス（官報公示整理番号 4-296）は、化審法による製造輸入数量の届出対象物

質となっていることから、下表に過去 5 年間における届出数量の状況を整理した。 

 

公表年度 年度計 

製造・輸入数量(t) 

2020 X 

2019 X 

2018 X 

2017 X 

2016 1,000 未満 
X：届出がなされている物質ではあるが、届出事業者数が２社以下の場合 
出典：https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/kasinhou/information/volume_general.html（2022 年 3 月

22 日確認）より 

 

用途については、リスクプロファイル案において、デカブロモジフェニルエーテル

(decaBDE)の代替品／代用品や、難燃剤(FR)として使用されるマイレックスの代用品としての

使用など、プラスチックポリマーで既に規制されている難燃剤の代替品として販売・使用さ

れていることが記載されている。さらに、NITE「化学物質総合情報提供システム(CHRIP)」に

も塩素系難燃剤との情報があることから、国内においても難燃剤として使用されているもの

と考えられる。 

なお、欧州 REACH 規則により、高懸念物質(SVHC)とされていた本物質について、製造や

販売の禁止、並びに本物質が 0.1 重量%を超えて含有される製品（混合物、成形品など）の製

造や販売の禁止という制限のためのレポート 4が公表されており、欧州における用途情報に

関しては以下のように取りまとめられている。 

REACH 登録情報によると、DP は接着剤/シーラントおよびポリマーの難燃剤として使用され

ている。さらに、我々の調査によると、DP はグリースの極圧添加剤として使用されている。

これらの用途では、DP は自動車、航空機、家電を含む電気電子機器に使用されている。また、

マイナーな用途として、花火での使用も確認されている。 

 

ウ．代替可能性等に関する情報 

デクロランプラスの代替物質に関する情報については、提案文書及びリスクプロファイル

案には記載がなかったものの、イ．で述べた欧州 REACH 規則に基づく本物質の制限のため

のレポート 4 においては、難燃剤及び強圧添加剤としての用途の代替可能性について、以下

のように取りまとめられている。 

デクロランプラスの代替 

文献情報に基づいて、難燃剤用途の DP の代替品として、水酸化アルミニウム、ポリリン

 
4 https://echa.europa.eu/documents/10162/7b3a4a7b-80e6-bbbc-dc50-ceea3c40ca81 
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酸アンモニウム、エタン-1,2-ビス（ペンタブロモフェニル）の 3 つが潜在的に適切であると

結論付けた。長鎖塩素化パラフィン（LCCP）とリン酸トリクレジル（TCP）の 2 つの代替品

も、極圧添加剤として使用される DP の代替に適している可能性があることがわかった。 

情報提供照会（CfE）又は利害関係者との協議において、代替品の入手可能性に関する情報

を提供した限られた数の利害関係者は、現在のところ入手可能な適切な代替品がないことを

示唆していた。しかしながら、他の難燃剤又は潤滑油によって満たすことができない特定の

技術的基準を提示した利害関係者はいなかった。こうした情報がないことから、すべての用

途での適切な代替品の利用可能性に関して、確実な結論を出すことは不可能である。 

 

 メトキシクロル 
メトキシクロルは、農薬取締法上での農薬登録が 1960 年 6 月 14 日に失効していることから、

現在は農業用途として使用されていない。従って、本物質が将来 POPs 条約附属書に掲載される

ことが決定されても、社会経済的影響、及び適用除外の検討の必要性はないものと考えられる。 

 

 UV-328 
UV-328 について、将来規制されることが決定した場合の社会経済的影響、及び適用除外の必

要性について検討するため、当該物質の国内での使用状況及びその代替可能性等に関する情報

を収集し整理するとともに、作成された UV-328 のリスクプロファイル案 5に関して発生源情報

等に関する情報を調査するとともに、分解性、生物蓄積性等の情報の懸念点や問題点を抽出し

た。 

 

ア．国内での使用状況 
UV-328（官報公示整理番号 5-3604）は、化審法による製造輸入数量の届出対象物質となっ

ていることから、下表に過去 5 年間における届出数量の状況を整理した。 

 

公表年度 年度計 

製造・輸入数量(t) 

2020 1,000 未満 

2019 1,000 未満 

2018 1,000 未満 

2017 1,000 未満 

2016 1000 
X：届出がなされている物質ではあるが、届出事業者数が２社以下の場合 
1,000 未満：1 以上～1,000 未満 
1000：1,000 以上～2,000 未満 
出典：https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/kasinhou/information/volume_general.html（2022 年 3 月

22 日確認）より 

 

リスクプロファイル案には、UV-328 が、紫外線吸収剤として、塗料、コーティング剤、シ

 
5 UNEP/POPS/POPRC.17/4 
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ーラント、接着剤、印刷インキ、消費者向けの香料、不活性農薬、繊維、ゴム、プラスチック

など、幅広い産業用途や消費者向け製品に使用されているとの記載がある。また、NITE「化

学物質総合情報提供システム(CHRIP)」には、UV-328 の用途としてベンゾトリアゾール系紫

外線吸収剤と記載されていることから、国内でも同様に幅広い用途に使用されているものと

考えられる。 

 

イ．代替可能性等に関する情報 

UV-328 の代替物質に関する情報について、提案文書及びリスクプロファイル案の記載内容

のなかには見つからなかった。 

UV-328 は 1970 年に製造が開始されているが、文献 6によると 1950 年代以前からベンゾフ

ェノン系紫外線吸収剤が使用され、1950 年代以降には、ベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤

が様々なプラスチックの特性に合わせて市場に導入され、1970 年代には新しい作用機構のシ

アノアクリレート系紫外線吸収剤が開発され、1990 年代には高耐候性のトリアジン系紫外線

吸収剤が開発されるなど、市場要求に対応すべく、これまで様々なプラスチック添加剤が開

発されてきたことなどを考慮すると、UV-328 が規制された場合でも、代替物質やその技術転

換が高価でない限りは、他の紫外線吸収剤への代替可能性は低くないものと推察される。 

 

ウ．リスクプロファイル案における UV-328 の発生源等に関する情報 

リスクプロファイル案の記載内容に基づき、発生源等に関する主な情報を整理した（表

3.1-2）。なお、リスクプロファイル案に記載された発生源等に関する情報については、資料 4

に取りまとめた。 

 

表 3.1-2 リスクプロファイル案に記載された発生源等に関する主な情報 

 発生源等に関する主な情報 

製造、流通  UV-328 はフェノール性のベンゾトリアゾールで、紫外線吸収剤として、

塗料、コーティング剤、シーラント、接着剤、印刷インキ、消費者向けの

香料、不活性農薬、繊維、ゴム、プラスチックなど、幅広い産業用途や消

費者向け製品に使用されている。 

 UV-328 の主な用途は、自動車用の塗料やコーティング剤、プラスチック

への添加剤であり、ポリマー、印刷インキ、食品包装に使用される接着剤

などがある。 

 自動車分野では、UV-328 は、塗料、コーティング剤、シーリング剤のほ

か、自動車に搭載される液晶パネルやメーター、自動車の内外装部品の樹

脂などに使用されている。 

用途、規制  UV-328 は世界的に大量に製造されている（年間 1,000 トン以上） 

 どのような用途でどのくらい生産されているのか、公表されたデータはな

 
6 藤木大輔, 新規高耐候紫外線吸収剤の特長と応用展開, MATERIAL STAGE, Vol.19, No.9 (12 月号) 2019, 54-57p. 

https://www.tenkazai.com/img/pdf/tinuvin1600.pdf（2022 年 3 月 22 日確認） 
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 発生源等に関する主な情報 

い。 

 近年、UV-328 は EU で高懸念物質（SVHC）に指定され、ノルウェーでは

優先物質の国家リストに含まれている。UV-328 はバーレーン王国の法律

で制限されている。 

環境への排出  UV-328 は、工場での製造時、製造物の使用時及び UV-328 を含む製造物の

廃棄の結果として環境に排出される。 

 その結果、UV-328 が、世界各地の大気、水、土壌、堆積物、生物相、人体

内などの様々な環境コンパートメントで検出されている。 

 

エ．リスクプロファイル案における UV-328 の分解性等に関する情報の懸念点や問題点 

リスクプロファイル案の記載内容に基づき、分解性等に関する主な情報を整理した（表

3.1-3）。なお、リスクプロファイル案に記載された分解性等に関する情報については、資料 5

に取りまとめた。 

 

表 3.1-3 リスクプロファイル案における UV-328 の分解性等に関する情報の懸念点等 

 分解性等に関する主な情報 懸念点等 

半減期 ・汚泥で改質した農業用土壌から UV-328 が

消失することを確認した研究 

－壌中半減期：179～218 日と推測 

・中国での試験土壌を用いた野外試験 

－土壌中半減期：99～223 日 

・構造的に類似した物質である M1（CAS 

No.84268-36-0）からのリードアクロスによ

る底質中半減期の推定 

－嫌気的条件：238 日 

－好気的条件：248 日 

・好気性環境（開放系）における物質の最終的

な生分解を推定するためのサブモデル

Biowin3 による推定 

－水中半減期：74 日 

附属書 D の残留性のスクリーニ

ング基準の適合性 

・土壌中半減期 6 カ月は適合 

・底質中半減期 6 カ月は類似物

質による推定のため明確な判

断は困難 

・水中半減期 2 カ月はモデル推定

のため明確な判断は困難 

以上より、少なくとも土壌中半減

期のスクリーニング基準には適

合しており、本物質の残留性が示

されていると考えられる。 

モニタリン

グデータ 

・米国ロードアイランド州ナラガンセット湾

（1970～1985 年に近隣の化学製品製造施

設で UV-328 が製造）でモニタリング調査 

－堆積物コアでの最高濃度 74 µg/g dw が製

造されていた 1976 年に相当する濃度 

製造や環境への排出が終了して

から数十年後でも、（嫌気的な）

堆積物に残留していることを示

しており、本物質の残留性が示さ

れていると考えられる。 

 

オ．リスクプロファイル案における UV-328 の生物蓄積性等に関する情報の懸念点や問題点 
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リスクプロファイル案の記載内容に基づき、生物蓄積性等に関する主な情報を整理した（表

3.1-4）。なお、リスクプロファイル案に記載された生物蓄積性等に関する情報については、資

料 6 に取りまとめた。 

 

表 3.1-4 リスクプロファイル案における UV-328 の生物蓄積性等に関する情報の懸念点等 

 生物蓄積性等に関する主な情報 懸念点等 

BCF/BAF 

(logKOW) 

・コイの生物濃縮試験（実測濃度 0.07 μg/L で 56

日以上曝露） 

－BCF：平均 5,500(5,200～6,600)L/kg ww（脂質

含量補正あり） 

・栄養段階中位の魚類での AQUAWEB モデル

(v1.3)による推定 

－BAF：87,000 L/kg ww 

・logKOW：> 6.5 (23 °C、pH 6.4、実験値) 

実測の BCF や推定 BAF が附

属書 D のスクリーニング基

準（5000 L/kg ww）に適合す

るとともに、log KOW が 5 を

超えており、本物質の生物蓄

積性が示されていると考え

られる。 

その他の情

報 

・中国の野生の淡水性魚類 

－BSAF（実測）：1.36 ± 1.96 

－食物連鎖増幅係数(TMF)（推定）：1.2 ± 0.1 

実測 BSAF が 1 を超え、推定

TMF も 1 を超えていること

から、本物質の生物蓄積性が

示されていると考えられる。 

モニタリン

グデータ 

・最上位捕食者のスナメリやその餌生物の小型魚類

での野外データ 

－脂質補正のスナメリ中濃度は小型魚類の 4 倍 

－脂質非補正のスナメリ中濃度は小型魚類の 30倍 

野外でより上位捕食者で高濃

度になる可能性示しており、

本物質の生物蓄積性が示さ

れていると考えられる。 

 

 

 新規提案物質 
POPRC17 において、新規に POPs 候補物質が以下の 3 物質（群）について提案されたことか

ら、それぞれの提案文書及び補足文書に記載された情報、国内の既存点検データに基づき、POPs

条約附属書 D に規定されるスクリーニング基準（表 3.1-5）に基づく項目のうち残留性及び生物

蓄積性情報について、基準を満たすかどうかを検討した。また、国内法令での措置状況、有害

性評価・リスク評価等の実施状況と結果、製造、使用、貿易量等の国内での状況について、可

能な限り調査した。 

 クロルピリホス：EU からの提案 

 塩素化パラフィン（炭素数 14～17 で塩素化率 45 重量%以上のもの）：英国からの提案 

 長鎖 PFCA、その塩及び関連物質：カナダからの提案 

 

表 3.1-5 POPs 条約附属書 D に規定されるスクリーニング基準 

(a) 物質の特定 (i) 物質名 

(ii) 構造 (異性体の特定を含む) 
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(b) 残留性 (i) 水中半減期＞60 日、土壌中半減期＞6 ヶ月、底質中半減期＞6 ヶ月 

又は 

(ii) その他の科学的根拠 

(c) 生物蓄積性 (i) 水生生物における BCF7又は BAF8＞5,000 

(BCF 又は BAF データがない場合、log Kow＞5) 

(ii) 他の生物における高い生物蓄積性や生態毒性を示す根拠、又は 

(iii) 生物蓄積性の可能性を示す生物相におけるモニタリングデータ 

(d)長距離移動

性 

(i) 排出源から離れた地点における測定濃度 

(ii) 長距離にわたる移動が大気、水、渡り鳥などの回遊性の生物種を経由し

て起こることを示すモニタリングデータと、環境への移動可能性 

(iii) 環境中運命又は大気を経由した長距離にわたる移動可能性を示すモデル

計算結果と、排出源から離れた地点における環境への移動可能性。大気

を経由して著しく移動する物質の場合、大気中の半減期＞2 日 

(e) 有害な影響 (i) 人の健康や環境に対する有害な影響 

(ii) 人の健康や環境を損なう可能性を示す毒性データ、又は生態毒性データ 

 

ア．化学物質の特定 
提案文書に基づき、新規に提案された 3 つの物質（群）の特定情報を表 3.1-6～表 3.1-8 に

示す。また、塩素化パラフィンの炭素数 14～17 で塩素化率 45 重量%以上のものがどの範囲

になるかを表 3.1-9 に整理した。 

なお、長鎖 PFCA の関連物質の範囲についての定義は、以下のように提案文書に記載され

ている。 

長鎖 PFCA の関連化合物とは、前駆体であり、長鎖 PFCA に分解又は変化する可能性のあ

る物質であって、パーフルオロアルキル部分に分子式 CnF2n+1（ここで 8≦n≦20）を有し、

その部分とフッ素、塩素、臭素原子以外とが直接結合しているものと広く定義する。 

 

表 3.1-6 クロルピリホスの特定情報 

CAS 番号 2921-88-2 

一般名／略称 chlorpyriphos 

IUPAC 名 O,O-Diethyl O-3,5,6-trichloro-2-pyridinyl phosphorothioate 

分子式 C9H11Cl3NO3PS 

分子量 350.59 g/mol 

構造式 

 

 
7 BCF；Bioconcentration factor (水 (えら) からの取込みに関する濃縮係数) 
8 BAF；Bioaccumulation factor (水 (えら) からと餌の両方の取込みに関する濃縮係数) 
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表 3.1-7 塩素化パラフィン（炭素数 14～17 で塩素化率 45 重量%以上のもの）の特定情報 

CAS 番号 85535-85-9 

一般名／略称 Medium-chain chlorinated paraffins (MCCPs) 

IUPAC 名 Alkanes, C14-17, chloro 

分子式 CxH(2x-y+2)Cly（ただし x = 14～17、y = 5～17） 

分子量 おおよそ 370～826 g/mole 

構造式 構造式の例 

→  

 C14H24Cl6  →  C17H29Cl7 

 

表 3.1-8 長鎖 PFCA、その塩及び関連物質の特定情報 

C9 PFCA 

CAS 番号 375-95-1 

一般名／略称 PFNA 

Perfluorononanoic acid 

IUPAC 名 2,2,3,3,4,4,5,5,6,6,7,7,8,8,9,9,9-heptadecafluorononanoic acid 

分子式 C9HF17O2 

構造式  

 

C10 PFCA 

CAS 番号 335-76-2 

一般名／略称 PFDA;  

Perfluorodecanoic acid 

IUPAC 名 2,2,3,3,4,4,5,5,6,6,7,7,8,8,9,9,10,10,10-nonadecafluorodecanoic acid 

分子式 C10HF19O2 

構造式  

 

C11 PFCA 

CAS 番号 2058-94-8 

一般名／略称 PFUnDA 

Perfluoroundecanoic acid 

(CF 2) 7 CO2HF

F

F

C (CF 2) 7 CO2HF

F

F

C

(CF 2) 8 CO2HF

F

F

C (CF 2) 8 CO2HF

F

F

C

13



 

IUPAC 名 2,2,3,3,4,4,5,5,6,6,7,7,8,8,9,9,10,10,11,11,11-henicosafluoroundecanoic acid 

分子式 C11HF21O2 

構造式  

 

C12 PFCA 

CAS 番号 307-55-1 

一般名／略称 PFDoDA 

Perfluorododecanoic acid 

IUPAC 名 2,2,3,3,4,4,5,5,6,6,7,7,8,8,9,9,10,10,11,11,12,12,12-tricosafluorododecanoic acid 

分子式 C12HF23O2 

構造式  

 

C13 PFCA 

CAS 番号 72629-94-8 

一般名／略称 PFTrDA 

Perfluorotridecanoic acid 

IUPAC 名 2,2,3,3,4,4,5,5,6,6,7,7,8,8,9,9,10,10,11,11,12,12,13,13,13-pentacosafluorotridecanoic 

acid 

分子式 C13HF25O2 

構造式  

 

C14 PFCA 

CAS 番号 376-06-7 

一般名／略称 PFTDA 

Perfluorotetradecanoic acid 

IUPAC 名 2,2,3,3,4,4,5,5,6,6,7,7,8,8,9,9,10,10,11,11,12,12,13,13,14,14,14-

heptacosafluorotetradecanoic acid 

分子式 C14HF27O2 

構造式  

 

C15 PFCA 

CAS 番号 141074-63-7 

(CF 2) 9 CO2HF

F

F

C (CF 2) 9 CO2HF

F

F

C

(CF 2) 10 CO2HF

F

F

C (CF 2) 10 CO2HF

F

F

C

(CF 2) 11 CO2HF

F

F

C (CF 2) 11 CO2HF

F

F

C

(CF 2) 12 CO2HF

F

F

C (CF 2) 12 CO2HF

F

F

C

14



 

一般名／略称 PFPeDA 

Perfluoropentadecanoic acid 

IUPAC 名 2,2,3,3,4,4,5,5,6,6,7,7,8,8,9,9,10,10,11,11,12,12,13,13,14,14,15,15,15-

nonacosafluoropentadecanoic acid 

分子式 C15HF29O2 

構造式  

 

C16 PFCA 

CAS 番号 67905-19-5 

一般名／略称 PFHxDA 

Perfluorohexadecanoic acid 

IUPAC 名 2,2,3,3,4,4,5,5,6,6,7,7,8,8,9,9,10,10,11,11,12,12,13,13,14,14,15,15,16,16,16-

hentriacontafluorohexadecanoic acid 

分子式 C16HF31O2 

構造式  

 

 

C17 PFCA 

CAS 番号 57475-95-3 

一般名／略称 PFHpDA 

Perfluoroheptadecanoic acid 

IUPAC 名 2,2,3,3,4,4,5,5,6,6,7,7,8,8,9,9,10,10,11,11,12,12,13,13,14,14,15,15,16,16,17,17,17-

tritriacontafluoroheptadecanoic acid 

分子式 C17HF33O2 

構造式  

 

 

C18 PFCA 

CAS 番号 16517-11-6 

一般名／略称 PFODA 

Perfluorooctadecanoic acid 

IUPAC 名 2,2,3,3,4,4,5,5,6,6,7,7,8,8,9,9,10,10,11,11,12,12,13,13,14,14,15,15,16,16,17,17,18,18,1

8-pentatriacontafluorooctadecanoic acid 

(CF 2) 13 CO2HF

F

F

C (CF 2) 13 CO2HF

F

F

C

(CF ) 14 F 
F 

F 
C 2 CO H 2 

(CF ) 15 F 
F 

F 
C 2 CO H 2 

15



 

分子式 C18HF35O2 

構造式  

 

 

C19 PFCA 

CAS 番号 133921-38-7 

一般名／略称 PFNDA 

Perfluorononadecanoic acid 

IUPAC 名 2,2,3,3,4,4,5,5,6,6,7,7,8,8,9,9,10,10,11,11,12,12,13,13,14,14,15,15,16,16,17,17,18,18,1

9,19,19-heptatriacontafluorononadecanoic acid 

分子式 C19HF37O2 

構造式  

 

 

C20 PFCA 

CAS 番号 68310-12-3 

一般名／略称 Perfluoroeicosanoic acid 

IUPAC 名 2,2,3,3,4,4,5,5,6,6,7,7,8,8,9,9,10,10,11,11,12,12,13,13,14,14,15,15,16,16,17,17,18,18,1

9,19,20,20,20-nonatriacontafluoroicosanoic acid 

分子式 C20HF39O2 

構造式  

 

 

C21 PFCA 

CAS 番号 – 

一般名／略称 Perfluoroheneicosanoic acid 

IUPAC 名 – 

分子式 Heneicosanoic acid, 

2,2,3,3,4,4,5,5,6,6,7,7,8,8,9,9,10,10,11,11,12,12,13,13,14,14,15,15,16,16,17,17,18,18,1

9,19,20,20,21,21,21-hentetracontafluoro- 

構造式 C21HF41O2 

(CF ) 16 F 
F 

F 
C 2 CO H 2 

(CF ) 17 F 
F 

F 
C 2 CO H 2 

(CF ) 18 F 
F 

F 
C 2 CO H 2 

16



 

CAS 番号  

 

 

 

表 3.1-9 炭素数 14～17 で塩素化率 45 重量%以上に該当する塩素化パラフィンの範囲 

炭素数(x) 
塩素数(y) 

4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 
14 42.2 47.8 52.5 56.5 59.8 62.8 65.3 67.6 69.5 71.3 72.9 74.4 75.7 
15 40.5 46.1 50.8 54.7 58.1 61.1 63.7 66 68 69.8 71.5 72.9 74.3 
16 38.9 44.5 49.1 53.1 56.5 59.5 62.1 64.4 66.5 68.4 70 71.6 73 
17 37.5 43 47.6 51.5 55 58 60.6 63 65.1 67 68.7 70.2 71.7 

 

 21 17 18 19 20 22 23 24 25 26 27 28 29 
14 80.8 76.9 78 79 79.9 81.6 82.3 83 83.7 84.3 84.8 85.4 85.9 
15 79.6 75.5 76.7 77.7 78.7 80.4 81.2 81.9 82.6 83.2 83.8 84.3 84.9 
16 78.4 74.2 75.4 76.5 77.5 79.2 80 80.8 81.5 82.2 82.8 83.4 83.9 
17 77.2 73 74.2 75.3 76.3 78.1 79 79.7 80.5 81.1 81.8 82.4 83 

 

 30 31 32 33 34 35 36 
14 86.3 - - - - - - 
15 85.4 85.8 86.3 - - - - 
16 84.4 84.9 85.4 85.8 86.2 - - 
17 83.5 84 84.5 85 85.4 85.8 86.2 

注：分子量は炭素 12、塩素 35.5、水素 1.01 として算出。網掛け部分は提案された塩素化パラフィンの範囲外を示

す。 

 

イ．物理化学的性状 
提案文書等に基づき、新規に提案された 3 つの物質（群）の物理化学的性状に関する情報

を表 3.1-10 に示す。 

(CF ) 19 F 
F 

F 
C 2 CO H 2 
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ウ．国内法令での措置状況 
新規に提案された 3 つの物質（群）の化審法及びその他の国内法令による措置状況に関す

る情報を表 3.1-11 に示す。 

 

表 3.1-11 新規提案物質に対する国内法令での措置状況 

物質名 官報公示 
整理番号 化審法 その他 

適用法令 

クロルピリホス 5-3724 既存化学物質 
（旧二監、旧三監） 

化管法：第1種指定化学物質 
安衛法：名称公表化学物質、名称等を表示

し、又は通知すべき危険物及び有

害物 
毒劇法：劇物 
水濁法：指定物質 
農取法：登録農薬(1971年~) 

C14-17クロロア

ルカン 
2-68 a) 優先評価化学物質 － 

PFNA (C9HF17O2) 

2-2659 b) 既存化学物質 

－ 

PFDA 
(C10HF19O2) 

－ 

PFUnDA 
(C11HF21O2) 

－ 

PFDoDA 
(C12HF23O2) 2-2659 c) 

2-2658 d) 
監視化学物質 

－ 

PFTrDA 
(C13HF25O2) 

－ 

PFTDA 
(C14HF27O2) 

2-2658 d) 監視化学物質 

－ 

PFPeDA 
(C15HF29O2) 

－ 

PFHxDA 
(C16HF31O2) 

－ 

PFHpDA 
(C17HF33O2) 

－ － － 

PFODA 
(C18HF35O2) 

－ － － 

PFNDA 
(C19HF37O2) 

－ － － 

Perfluoro-
eicosanoic acid 
(C20HF39O2) 

－ － － 

Perfluoro-
heneicosanoic acid 
(C21HF41O2) 

－ － － 

a) 「塩化ノルマルパラフィン（Ｃ８～２２）」 
b) 「モノ（又はポリ）クロロアルカン（Ｃ＝１４～１７、直鎖型）」として 
c) 「パーフルオロアルキルカンボン酸（Ｃ＝７～１３）」 
d) 「フルオロアルキル（Ｃ＝１１～２０）カルボン酸」 
－：化審法上は既存物質でないことから、国内で製造輸入する場合は新規物質として審査対象となる。また、他の

関連する主な国内法令での措置は未適用。 
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エ．有害性評価・リスク評価等の実施状況 
 

(a) 化審法既存化学物質安全性（分解性・濃縮性）点検結果 

化審法データベース（J-CHECK）に掲載された新規提案物質（群）の化審法既存化学物質

安全性（分解性・濃縮性）点検結果を以下に示す。 

 

ⅰ）クロルピリホスの分解性の点検結果 

化審法既存化学物質安全性点検におけるクロルピリホスの分解度試験結果を表 3.1-12 に

示す。難分解性であると判定されているが、詳細な試験条件については確認できなかった。 

 

表 3.1-12 クロルピリホスの分解度試験結果 

被験物質名称 チオりん酸 O,O-ジエチル-O-(3,5,6-トリクロロ-2-ピリジル)（別名クロルピ

リホス） 
CAS 番号 2921-88-2 
官報公示整理番号 5-3724 
判定 難分解性 
分解度（BOD） 0.2% 
分解度（GC） 9.3% 
試験法/試験条件 試験法：告示に基づく※ 

試験条件：未記載 
※告示とは、「微生物等による化学物質の分解度試験」（環保業第 5 号、薬発第 615 号、49 基局第 392 号）を

いう。 

 

ⅱ）クロルピリホスの濃縮性点検結果 

化審法既存化学物質安全性点検におけるクロルピリホスの濃縮度試験結果を表 3.1-13 に

示す。なお、判定は「濃縮性が中程度と判断される物質」である。 

 

表 3.1-13 クロルピリホスの濃縮性試験結果 
設定

濃度 
(μ
g/L) 

実測

濃度 
(μ
g/L) 

分散剤 
(CHO 

40) 
(μg/L) 

濃縮倍率 供試物質重量比(%) 

1 週後 2 週後 4 週後 6 週後 8 週後 外皮 頭部 内臓 可食部 

10 6.55 50 864 
957 

1,700 
2,210 

1,820 
1,780 

1,650 
2,880 

1,490 
853 6.92 60.4 5.98 26.6 

1 0.655 5 177 
49 

313 
493 

120 
285 

94.1 
73.6 

206 
67.1 5.42 65.1 3.09 26.8 

※試験魚種：コイ、試験法：流水式、曝露期間：8 週間、脂質補正：不明 
※10μg/L 区で 25 尾中 5 尾が斃死、残り 20 尾に全て異常あり。背骨湾曲が認められた。⇒2 週間の追加試験の 5
μg/L 区でも全個体に異常あり。 

※BCF が試験濃度依存性の傾向あり。⇒5μg/L と 0.2μg/L で 2 週間の追加試験を実施して確認。 

 

ⅲ）MCCP の分解性の点検結果 

「モノ（又はポリ）クロロアルカン（Ｃ＝１４～１７、直鎖型）」（CAS 番号：85535-85-

9、塩素化率不明）に関する化審法既存化学物質安全性点検の分解度試験結果は、掲載され
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ていない。 

 

ⅳ）MCCP の濃縮性の点検結果 

「モノ（又はポリ）クロロアルカン（Ｃ＝１４～１７、直鎖型）」（CAS 番号：85535-85-

9、塩素化率不明）に関する化審法既存化学物質安全性点検の濃縮性試験結果は、掲載され

ていない。 

 

ⅴ）長鎖 PFCA の分解性の点検結果 

化審法既存化学物質安全性点検における炭素鎖長 9～21 の長鎖 PFCA の分解度試験結果

を表 3.1-14 に整理した。7 つの長鎖 PFCA で難分解性と判定されている。 

 

表 3.1-14 C9-21 長鎖 PFCA の分解度試験結果 

被験物質 
略称 

CAS 番号 
(官報公示整理番

号) 
判定 

分解度（％） 
試験法/試験条件 

BOD LC-MS HPLC 

PFNA 375-95-1 
(2-2659) 

－ － － － － 

PFDA 335-76-2 
(2-2659) 

－ － － － － 

PFUnDA 2058-94-8 
(2-2659) 

難分解性 － － － － 

PFDoDA 307-55-1 
(2-2658、2-2659) 

難分解性 0% － 2% 試験法：OECD 301C 
試験温度等：25±1℃（遮光下） 
試験物質濃度：100 mg/L 
活性汚泥濃度：30 mg/L 
試験期間：28 日間 

PFTrDA 72629-94-8 
(2-2658、2-2659) 

難分解性 － － － － 

PFTDA 376-06-7 
(2-2658) 

難分解性 0% 0% － 試験法：OECD 301C 
試験温度等：25±1℃（遮光下） 
試験物質濃度：100 mg/L 
活性汚泥濃度：30 mg/L 
試験期間：28 日間 

PFPeDA 141074-63-7 
(2-2658) 

難分解性 － － － － 

PFHxDA 67905-19-5 
(2-2658) 

難分解性 － － － － 

PFHpDA 57475-95-3 － － － － － 
PFODA 16517-11-6 難分解性 － － － － 
PFNDA 133921-38-7 － － － － － 
C20 PFCA 68310-12-3 － － － － － 
C21 PFCA － － － － － － 

－：未記載又は未掲載 
 

ⅵ）長鎖 PFCA の濃縮性の点検結果 

化審法既存化学物質安全性点検における炭素鎖長 9～21 の長鎖 PFCA の濃縮性試験結果

を以下に整理した。 
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■PFNA（C9）、PFDA（C10） 

PFNA（C9）及び PFDA（C10）に関する化審法既存化学物質安全性点検の濃縮性試験結

果は、掲載されていない。 

 

■PFUnDA（C11） 

化審法既存化学物質安全性点検における PFUnDA（C11）の濃縮性試験結果を表 3.1-15 に

整理した。なお、判定は「高濃縮性であると判断される物質」である。 

 

■PFDoDA（C12） 

化審法既存化学物質安全性点検における PFDoDA（C12）の濃縮性試験結果を表 3.1-16 に

整理した。なお、判定は「高濃縮性であると判断される物質」である。 

 

■PFTrDA（C13） 

化審法既存化学物質安全性点検による PFTrDA（C13）の濃縮性の判定は「高濃縮性であ

ると判断される物質」とされているが、試験結果等の詳細は未掲載である。 

 

■PFTDA（C14） 

化審法既存化学物質安全性点検における PFTDA（C14）の濃縮性試験結果を表 3.1-17 に

整理した。なお、判定は「高濃縮性であると判断される物質」である。 

 

■PFPeDA（C15） 

化審法既存化学物質安全性点検による PFPeDA（C15）の濃縮性の判定は「高濃縮性であ

ると判断される物質」とされているが、試験結果等の詳細は未掲載である。 

 

■PFHxDA（C16） 

化審法既存化学物質安全性点検における PFHxDA（C16）の濃縮性試験結果を表 3.1-18 に

整理した。なお、判定は「高濃縮性であると判断される物質」である。 

 

■PFODA（C18） 
化審法既存化学物質安全性点検における PFODA（C18）の濃縮性試験結果を表 3.1-19 

表 3.1-19 に整理した。なお、判定は「高濃縮性ではないと判断される物質」である。 

 

■その他の長鎖 PFCA 

PFHpDA（C17）、PFNDA（C19）、C20 PFCA、C21 PFCA については、J-CHECK に情報が

掲載されていない。 
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表 3.1-15 PFUnDA（C11）の濃縮性試験結果 
設定

濃度 
(μ
g/L) 

定常状態

での平均

実測濃度 
(μg/L) 

分散

剤 
(μ
g/L) 

濃縮倍率 

13 日後 27 日後 41 日後 49 日後 60 日後 
定常 
状態 外皮 頭部 内臓 可食部 

1 0.946 不明 2,000 2,200 2,500 2,100 2,300 2,300 2,600 
6,100 

3,200 
4,500 

3,900 
3,700 

860 
1,300 

0.1 0.0894 不明 2,100 2,500 3,500 4,300 3,300 3,700 3,400 
1,700 

4,100 
2,300 

6,000 
3,000 

1,000 
620 

※試験魚種：コイ、試験法：OECD 305（流水式）、曝露期間：60 日間 
※分散剤：HCO-40、2-メトキシエタノール 
 

表 3.1-16 PFDoDA（C12）の濃縮性試験結果 
設定

濃度 
(μ
g/L) 

定常状態

での平均

実測濃度 
(μg/L) 

分散

剤 
(μ
g/L) 

濃縮倍率 

14 日後 28 日後 42 日後 50 日後 60 日後 
定常 
状態 外皮 頭部 内臓 可食部 

1 0.987 不明 4,500 22,000 17,000 18,000 14,000 16,000 42,000 
12,000 

44,000 
12,000 

62,000 
16,000 

13,000 
3,200 

0.1 0.0970 不明 6,500 25,000 9,800 7,800 13,000 10,000 13,000 
10,000 

14,000 
12,000 

17,000 
13,000 

4,300 
3,700 

※試験魚種：コイ、試験法：OECD 305（流水式）、曝露期間：60 日間、脂質補正：1 曝露群のみ 
※分散剤：HCO-40、2-メトキシエタノール 
※0.1μg/L 区の下段は、脂質補正ありの BCF。 
 

表 3.1-17 PFTDA（C14）の濃縮性試験結果 
設定

濃度 
(μ
g/L) 

定常状態

での平均

実測濃度 
(μg/L) 

分散

剤 
(μ
g/L) 

濃縮倍率 

14 日後 28 日後 42 日後 53 日後 60 日後 定常 
状態 外皮 頭部 内臓 可食部 

1 0.947 不明 8,300 14,000 18,000 17,000 15,000 16,000 18,000 
17,000 

31,000 
31,000 

46,000 
41,000 

4,600 
4,700 

0.1 0.0931 不明 9,500 16,000 22,000 17,000 17,000 17,000 21,000 
42,000 

19,000 
33,000 

27,000 
45,000 

5,300 
9,700 

※試験魚種：コイ、試験法：OECD 305（流水式）、曝露期間：60 日間、脂質補正：1 曝露群のみ 
※分散剤：HCO-40、2-メトキシエタノール 
 

表 3.1-18 PFHxDA（C16）の濃縮性試験結果 
設定

濃度 
(μ
g/L) 

定常状態

での平均

実測濃度 
(μg/L) 

分散

剤 
(μ
g/L) 

濃縮倍率 

14 日後 28 日後 42 日後 53 日後 60 日後 
定常 
状態 外皮 頭部 内臓 可食部 

1 0.984 不明 2,100 3,700 4,400 4,400 5,600 4,800 5,000 
6,100 

4,400 
4,700 

5,200 
5,300 

1,600 
1,800 

0.1 0.0985 不明 2,000 3,400 4,300 4,200 5,500 4,700 5,100 
4,300 

4,500 
5,200 

12,000 
8,400 

2,200 
2,500 

※試験魚種：コイ、試験法：OECD 305（流水式）、曝露期間：60 日間 
※分散剤：HCO-40、N,N-ジメチルホルムアミド 
 

表 3.1-19 PFODA（C18）の濃縮性試験結果 
設定濃度 
(μg/L) 

定常状態での

平均実測濃度 
(μg/L) 

分散剤 
(μg/L) 

濃縮倍率 

7 日後 19 日後 33 日後 46 日後 60 日後 定常状態 

1 0.973 不明 390 330 460 380 460 430 

0.1 0.0985 不明 250 310 300 290 360 320 

※試験魚種：コイ、試験法：OECD 305（流水式）、曝露期間：60 日間 
※分散剤：HCO-40、N,N-ジメチルホルムアミド 
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(b) 厚生労働省既存化学物質毒性試験結果 

J-CHECK に掲載された新規提案物質（群）のうち、クロルピリホス、MCCP については、

厚生労働省既存化学物質毒性試験結果が掲載されていなかった。そこで、長鎖 PFCA のうち、

J-Check に厚生労働省既存化学物質毒性試験結果が掲載されたものについて表 3.1-20 に示す。 

 

表 3.1-20 長鎖 PFCA の既存化学物質毒性試験結果 
物質名 試験の種類 厚生労働省既存化学物質毒性試験結果の概要 

PFUnDA 
（C11）a) 

反復投与毒

性・生殖毒

性併合試験 

試験方法 
0（対照群：コーンオイル）、0.1、0.3 及び 1mg/kg を、Sprague-Dawley 系

SPF ラットの雄には交配前 14 日間及び交配期間を通して剖検前日まで（42
日間）、雌には交配前 14 日間及び交配期間並びに妊娠期間を通して授乳 4
日まで（41-46 日間）投与し、反復投与毒性及び生殖発生毒性を検討した。 
試験結果 
〇反復投与毒性 

いずれの群においても死亡動物は認められず、一般状態、詳細な一般

状態の観察、機能検査、自発運動量の測定、握力測定、尿検査及ぴ剖検

所見においても、被験物質投与による影響は認められなかった。 
体重では、投与期間中、1mg/kg 投与群の雌雄で増加抑制、雌で授乳 4

日の摂餌量に低値、回復期間中においても体重減少及び増加抑制が認め

られた。 
血液学検査では、投与期間終了時検査において、1mg/kg 投与群の雌雄

でフィプリノーゲン量の低値、雄では活性化部分トロンボプラスチン時

間の短縮が認められた。 
血液化学検査では、1mg/kg 投与群の雌雄で尿素窒素の高値及び総たん

白質の低値、雄で AIP の高値及びアルブミンの低値が認められた。 
病理学検査では、投与期間終了時検査において、0.3mg/kg 投与群の雄

及び Img/kg 投与群の雌雄で肝臓重量の高値が認められ、肉眼的に大型

化が 1mg/kg 投与群の雄 2 例にみられた。組織学検査では 0.3mg/kg 以上

の投与群の雌雄で小葉中心性肝細胞肥大がみられ、Img/kg 投与群の雌雄

では肝細胞の限局性壊死がみられた。1mg/kg 投与群の雄では肝細胞のぴ

漫性空胞化がみられた。Img/kg 投与群の雄では腺胃の暗赤色巣が 3 例に

みられ、組織学的には腺胃の棄爛であった。また、Img/kg 投与群の雄で

は牌臓重量の低値が認められた。 
〇生殖発生壽性 

性周期、交尾までに要した日数、交尾率、授精率及び受胎率には被験

物質投与の影響は認められなかった。更に、出産率、妊娠期間、黄体数、

着床痕数、着床率、死産児率、出生児数、出生率及び性比並びに授乳期

間中の授乳状態に被験物質投与の影響は認められなかった。 
出生児では、lmg/kg 投与群の雌雄で出生時及び生後 4 日の体重に増加

抑制がみられた。外表観察、生後 4 日剖検所見及び生存率に被験物質投

与による変化は認められなかった。 
結論 

これらの結果から、本物質の反復投与毒性に対する無影響量は雌雄とも

に 0.1 mg/kg/day、生殖発生毒性に対しては雌雄親動物に対する無影響量は

1 mg/kg/day、児動物に対する無影響量は 0.3mg/kg/day と判断した。 
 復帰突然変

異試験 
細菌における遺伝子突然変異誘発性を検討する目的で、Salmonella 

typhimurium TAIOO、TA1535、TA98、TA1537およびEscherichia coli WP2uvrA
を用いる復帰突然変異試験を実施した。試験は代謝活性化系 S9mix の非存

在下（直接法）ならびに存在下（代謝活性化法）において、プレインキュ

ベーション法で実施した。 
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物質名 試験の種類 厚生労働省既存化学物質毒性試験結果の概要 
試験の結果、用量設定試験および本試験ともに、各菌株の直接法および

代謝活性化法のいずれの試験系列においても、被験物質処理群の復帰変異

コロニー数の平均値は陰性対照群の値の 2 倍未満であり、用量の増加にと

もなう復帰変異コロニー数の増加も認められず、当該被験物質の遺伝子突

然変異誘発性は陰性であった。 
 ほ乳類染色

体異常試験 
in vitro における染色体異常誘発性の有無を、チャイニーズハムスター肺

由来細胞(CHL/IU)を用いて検討した。試験は、短時間処理法の代謝活性化

によらない場合および代謝活性化による場合ならびに連続処理法の 24-0h
処理による場合の 3 系列で実施した。 

その結果、陽性対照群における染色体の構造異常の出現率は各試験系列

において明確な陽性値を示し、本試験系が適切な感受性を有していたこと

が確認された。 
以上より、本物質が、本試験条件において、ほ乳類の培養細胞に対し細

胞増殖抑制を示す濃度で染色体異常誘発性（構造異常および数的異常）を

有すると判断した。 
PFDoDA 
（C12）b) 

反復投与毒

性・生殖毒

性併合試験 

試験方法 
0（対照、0.5%カルボキシメチルセルロースナトリウム水溶液）、0.1、

0.5 および 2.5mg/kg を 1 群雌雄各 12 匹の Crl:CD(SD)ラットに、雄に対し

ては交配前、交配期間および交配後を含む計 42 日間、雌に対しては交配

前、交配および妊娠期間、ならびに分娩後 5 日までの期間(42-47 日間）経

口投与し、雌雄動物への反復投与による影響、雌雄動物の生殖および新生

児の発生に及ぼす影響について検討した。 
試験結果 
〇反復投与毒性 

2.5 mg/kg 群では、雄で軟便または肛門局囲被毛汚染がみられた。雌で

は、妊娠期間後期に膣口出血、体温低下、呼吸緩徐等が観察され、4 例

は死亡し、3 例は瀕死のため安楽死させた。さらに、生存児を出産しな

かった雌が 2 例、異常出産（死産）が 2 例にみられた。機能検査では雌

雄とも回復 2 週に前肢の握力に低値がみられ、雌で投与 6 週の自発運動

益の低値がみられた。体重および摂餌量では、雄で投与 21 日以降剖検

日まで体重ならびに投与 28 日以降の摂餌量に低値がみられた。雌では、

交配前の体重増加量、妊娠期間の体重、体重増加量および体重増加率、

ならびに妊娠 3 日以降 20 日までの摂餌量に低値がみられた。血液学的

検査では、投与期間終了時に雌雄で MCV および網赤血球数の低値、

MCHC の高値、加えて雌の生存例ではヘモグロビン濃度、ヘマトクリッ

ト値の低値がみられた。血液化学的検査では、投与期間終了時に雌雄で、

総蛋白、アルブミン量、グルコース、クレアチニン、カルシウムの低値

あるいは尿素窒素、ALP の高値がみられた。投与期間終了時の剖検では

雌雄に肝臓の黄褐色化、胸腺および牌臓の萎縮等が、雄で精巣上体およ

び精嚢の小型等がみられた。雌の死亡／安楽死例では、肝臓の黄褐色化、

胸腺および牌臓の萎縮等がみられた。器官重量の測定では雌雄とも肝臓

の絶対および相対重量に高値がみられた。病理組織学的検査では、雌雄

でびまん性肝細胞肥大、ビリルビン沈着、限局性壊死、肝細胞の単細胞

壊死、膵臓のチモーゲン顆粒の減少、雄で胆管周囲の炎症性細胞浸潤、

肝臓の脂肪化、大腿骨骨髄造血低下、雌で胆管増殖、肝細胞の単細胞壊

死、肝細胞の核分裂像増加、膵臓の間質の水腫、子宮着床部の出血がみ

られた。雌の死亡／安楽死例では、膵臓のチモーゲン顆粒の減少、間質

の水腫、びまん性肝細胞肥大、胆管増殖、肝細胞の単細胞壊死、限局性

壊死、小葉中心性肝細胞壊死、子宮着床部の出血、内膜のうっ血、大腿

骨骨髄造血低下がみられた。 
0.5 mg/kg 群では、雌で哺育 0-4 日の体重増加量および体重増加率に低

値がみられた。血液化学的検査では、投与期間終了時に雄でα2－グロブ
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物質名 試験の種類 厚生労働省既存化学物質毒性試験結果の概要 
リン分画比の低値、ALP の高値、雌で総コレステロールの低値傾向がみ

られた。器官重量の測定では雌雄とも肝臓の絶対および相対重量に高値

がみられ、病理組織学的検査では、雌で肝臓の限局性壊死がみられた。 
0.1 mg/kg 群では、雌雄とも被験物質投与に関連した変化は認められな

かった。 
〇生殖発生毒性 

2.5 mg/kg 群において、体重および摂餌量の減少や一般状態の悪化のた

め妊娠後期の死亡が増加し、出産率、分娩率、出産児数が著しく低下し

た。新生児の一般状態では、2.5mg/kg 群において死亡児数の増加がみら

れた。 
結論 
以上の結果から、本試験条件下において、本物質の反復投与毒性に対す

る無影響量(NOEL)は 0.1 mg/kg/day、本物質の反復投与による親動物の生殖

に対する無影響量(NOEL)および新生児の発生に対する無影響量(NOEL)は
0.5 mg/kg/day と考えられた。 

 復帰突然変

異試験 
細菌における遺伝子突然変異誘発性を検討する目的で、Salmonella 

typhimurium TAlOO、TA1535、TA98、TA1537およびEscherichia coli WP2uvrA
を用いる復帰突然変異試験を実施した。試験は代謝活性化系 S9mix の非存

在下（直接法）ならびに存在下（代謝活性化法）において、プレインキュ

ベーション法で実施した。 
試験の結果、用量設定試験および本試験のいずれにおいても、各試験系

列のいずれの菌株においても、被験物質処理群の復帰変異コロニー数の平

均値は陰性対照群の値の 2 倍未滴であり、用量の増加にともなう復帰変異

コロニー数の増加もみられなかった。 
以上より、本物質は、当該試験条件下において試験菌株に対する遺伝子

突然変異誘発性を有しないと判断した。 
 ほ乳類染色

体異常試験 
in vitro における染色体異常誘発性の有無を、チャイニーズハムスター肺

由来細胞(CHL/IU)を用いて検討した。試験は、短時間処理法の代謝活性化

によらない場合および代謝活性化による場合ならびに連続処理法の 24-0h
処理による場合の 3 系列で実施した。 

その結果、陽性対照群における染色体の構造異常の出現率は各試験系列

において明確な陽性値を示し、本試験系が適切な感受性を有していたこと

が確認された。 
以上より、本物質が、本試験条件において、ほ乳類の培養細胞に対し代

謝活性化系存在下の細胞増殖抑制を示す濃度で染色体異常誘発性（構造異

常および数的異常）を有すると判断した。 
PFTDA 
（C14）c) 

反復投与毒

性・生殖毒

性併合試験 

試験方法 
0（対照、0.5%カルボキシメチルセルロースナトリウム水溶液）、1、3 お

よび 10 mg/kg を 1 群雌雄各 12 匹の Crl:CD(SD)ラットに、雄に対しては交

配前、交配期間および交配後を含む計 42 日間、雌に対しては交配前、交配

および妊娠期間、ならびに分娩後 5 日までの期間（42-56 日間）経口投与

し、雌雄動物への反復投与による影響、雌雄動物の生殖および新生児の発

生に及ぼす影響について検討した。 
試験結果 
〇反復投与毒性 

10 mg/kg 群では、機能検査で、投与 6 週に雄の後肢の握力に低値がみ

られた。雌では、哺育期間の体重、体重増加量および体重増加率ならび

に妊娠 5 日、10 日および哺育 4 日の摂餌量に低値がみられた。血液化学

的検査では、投与期問終了時に雄で総蛋白およびβ－グロブリン分画比

に低値、アルカリホスファターゼおよび尿素窒素に高値、雌でβ－グロ

ブリン分画比に低値、クロールに高値がみられた。投与期間終了時の剖

検では雄で肝臓の淡褐色化がみられ、器官重量では雌雄で肝臓の絶対ま
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物質名 試験の種類 厚生労働省既存化学物質毒性試験結果の概要 
たは相対重量に高値がみられた。肝臓の病理組織学的検査では、小葉中

心性肝細胞肥大が雌雄でみられた。その他に、雄で甲状腺の濾胞細胞の

肥大ならびに雌で牌臓に髄外造血の低下および胸腺に皮質の萎縮がみ

られた。 
3 mg/kg 群では、雌の哺育 4 日の体重に低値がみられた。機能検査で

投与 6 週に雄の後肢の握力に低値がみられた。器官重量では雄で肝臓の

絶対および相対重量に高値がみられた。病理組織学的検査では、雄で肝

臓の小葉中心性肝細胞肥大および甲状腺の濾胞細胞の肥大がみられた。 
1 mg/kg 群では、被験物質投与に関連すると考えられる変化は認めら

れなかった。 
〇生殖発生毒性 

新生児の体重では、10mg/kg 群において、生後 1 および 4 日の体重に

雌雄とも低値がみられた。 
結論 

以上の結果から、本試験条件下における本物質の反復投与毒性に対する

無影響量(NOEL)は 1 mg/kg/day、本物質の反復投与による親動物の生殖に

対する無影響量(NOEL)は 10mg/kg/day、新生児の発生に対する無影響量

(NOEL)は 3 mg/kg/day と考えられた。 
 復帰突然変

異試験 
細菌における遺伝子突然変異誘発性を検討する目的で、Salmonella 
typhimurium TAlOO、TA1535、TA98、TA1537およびEscherichia coli WP2uvrA
を用いる復帰突然変異試験を実施した。試験は代謝活性化系 S9mix の非存

在下（直接法）ならびに存在下（代謝活性化法）において、プレインキュ

ベーション法で実施した。 
試験の結果、用量設定試験および本試験のいずれにおいても、各試験系

列のいずれの菌株においても、被験物質処理群の復帰変異コロニー数の平

均値は陰性対照群の値の 2 倍未満であり、用量の増加にともなう復帰変異

コロニー数の増加もみられなかった。 
以上より、本物質は、当該試験条件下において、試験菌株に対する遺伝

子突然変異誘発性を有しないと判断した。 
 ほ乳類染色

体異常試験 
in vitro における染色体異常誇発性の有無を、チャイニーズハムスター肺

由来細胞(CHL/IU)を用いて検討した。試験は、短時間処理法の代謝活性化

によらない場合および代謝活性化による場合ならびに連続処理法の 24-0h
処理による場合の 3 系列で実施した。 

その結果、陽性対照群における染色体の構造異常の出現率は各試験系列

において明確な陽性値を示し、本試験系が適切な感受性を有していたこと

が確認された。 
以上より、本物質は、本試験条件において、ほ乳類の培養細胞に対し染

色体異常誘発性を有しないと判断した。 
PFHxDA 
（C16）d) 

反復投与毒

性・生殖毒

性併合試験 

試験方法 
0（対照、0.5%カルボキシメチルセルロースナトリウム水溶液）、4、20

および 100 mg/kg を 1 群雌雄各 12 匹の Cr1:CD(SD)ラットに、雄に対して

は交配前、交配期間および交配後を含む計 42 日間、雌に対しては交配前、

交配および妊娠期間、ならびに分娩後 5 日までの期間経口投与し、雌雄動

物への反復投与による影響、雌雄動物の生殖および新生児の発生に及ぼす

影聾について検討した。 
試験結果 
〇反復投与毒性 

機能検査では、回復 2 週に 100 mg/kg 群の雌雄とも後肢の握力に低値

がみられた。 
体重については、100 mg/kg 群の雄で、投与 35 および 42 日の体重、

投与 1-42 日の体重増加量および体重増加率に低値がみられた。 
摂餌量については、100 mg/kg 群の雄で回復 14 日に、雌で妊娠 5、7、
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物質名 試験の種類 厚生労働省既存化学物質毒性試験結果の概要 
10、14 日、哺育 4 日に低値がみられた。 

ホルモン測定では、投与期間終了時に雌のすべての用量群で T3 に低

値がみられた。 
血液化学的検査では、投与期間終了時に雌雄の 100 mg/kg 群および雌

の 20 mg/kg 群でクロールに高値がみられ、雌の 100 mg/kg 群でナトリウ

ムおよび尿素窒素が高値であった。 
器官重量では 100 mg/kg 群で雄の肝臓の絶対および相対重量に高値が

みられ、病理組織学的検査では、小葉中心性肝細胞肥大および小葉中心

性脂肪化が 20 mg/kg 以上の投与群で認められた。雌では、小葉中心性肝

細胞肥大が 100 mg/kg 群でみられた。 
〇生殖発生毒性 

新生児の生後 4 日の体重に 100 mg/kg 群で低値傾向がみられた。 
結論 

以上の結果から、本試験条件下における本物質の反復投与毒性に対する

無影響量(NOEL)は雄で 4 mg/kg/day、雌で 4 mg/kg/day 未満、本物質の反復

投与による親動物の生殖に対する無影響量(NOEL)は 100 mg/kg/day、新生

児の発生に対する無影響量(NOEL)は 20 mg/kg/day と考えられた。 
 復帰突然変

異試験 
細菌における遺伝子突然変異誘発性を検討する目的で、Salmonella 

typhimurium TAIOO、TA1535、TA98、TA1537およびEscherichia coli WP2uvrA
を用いる復帰突然変異試験を実施した。試験は代謝活性化系 S9mix の非存

在下（直接法）ならびに存在下（代謝活性化法）において、プレインキュ

ベーション法で実施した。 
試験の結果、用量設定試験および本試験のいずれにおいても、各試験系

列のいずれの菌株においても、被験物質処理群の復帰変異コロニー数の平

均値は陰性対照群の値の 2 倍未満であり、用量の増加にともなう復帰変異

コロニー数の増加もみられなかった。 
以上より、本物質は、当該試験条件下において試験菌株に対する遣伝子

突然変異誘発性を有しないと判断した。 
 ほ乳類染色

体異常試験 
in vitro における染色体異常誘発性の有無を、チャイニーズハムスター肺

由来細胞(CHL/IU)を用いて検討した。試験は、短時間処理法の代謝活性化

によらない場合および代謝活性化による場合ならびに連続処理法の 24-0h
処理による場合の 3 系列で実施した。 

その結果、陽性対照群における染色体の構造異常の出現率は各試験系列

において明確な陽性値を示し、本試験系が適切な感受性を有していたこと

が確認された。 
以上より、本物質は、本試験条件において、ほ乳類の培養細胞に対し染

色体異常誘発性を有しないと判断した。 
PFODA 
（C18）e) 

反復投与毒

性・生殖毒

性併合試験 

試験方法 
0（対照、0.5%CMC-Na）、40、200 および 1000 mg/kg を 1 群雌各 12 匹

の Crl:CD(SD)ラットに、雄に対しては交配前、交配期間および交配後を含

む計 42 日間、雌に対しては交配前、交配および妊娠期間、ならびに分娩後

5 日までの期間経口投与し、雄雌動物への反復投与による影響、雄雌動物

の生殖および新生児の発生に及ぼす影響について検討した。 
試験結果 
〇反復投与毒性 

一般状態観察では、1000 mg/kg 群において雌の 1 例で妊娠 18 日に一

般状態の悪化がみられ、瀕死のため安楽死させた。その他に異常出産（死

産）が 1 例みられた。 
機能検査では、1000 mg/kg 群の雌の哺育 4 日に前肢の握力に低値がみ

られた。 
体重および摂餌量では、1000 mg/kg 群の雄で投与 28 日以降の体軍、

体重増加量および体重増加率ならびに投与 35 および 42 日の摂餌量に低
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物質名 試験の種類 厚生労働省既存化学物質毒性試験結果の概要 
値がみられた。雌では、200mg/kg 群で妊娠 5 日および哺育 4 日の摂餌量

に低値がみられた。1000mg/kg 群では、投与 14 日以降、妊娠、哺育期間

の体重、体重増加量および体重増加率ならびに投与 7 日以降妊娠、哺育

期間の摂餌量に低値がみられた。 
血液学的検査では、投与期間終了時に、200 および 1000 mg/kg 群の雄

で赤血球数、ヘモグロビン濃度およびヘマトクリット値の低下、1000 
mg/kg 群では網赤血球数の低下がみられた。雌では、200 および 1000 
mg/kg 群でプロトロンビン時間の短縮、1000 mg/kg 群で活性化部分トロ

ンボプラスチン時間の延長がみられた。血液化学的検査では、投与期間

終了時に、雄の 200 および 1000 mg/kg 群で A/G 比およびアルブミン分

画比率の高値、1000 mg/kg 群で総蛋白およびα1－グロブリン分画比率

の低値、ALT、ALP、総ビリルビン、尿素窒素およびγ－グロブリン分

画比率の高値がみられた。雌では、200 および 1000 mg/kg 群でα1－グロ

ブリン分画比率の低値とクロールの高値、1000 mg/kg 群で ALP、尿素窒

素、γ－グロブリン分画比率の高値と総コレステロールの低値がみられ

た。 
剖検では、1000 mg/kg 群において、投与期間終了時に雌雄とも肝臓の

肥大がみられた。器官重量では、投与期間終了時に 200 および 1000 mg/kg
群で雌雄とも肝臓の絶対および相対重量に高値がみられた。 
病理組織学的検査では、投与期間終了時に肝臓の小葉中心性肝細胞肥

大が、雄では 200 および 1000 mg/kg 群で、雌では 1000 mg/kg 群でみら

れた。さらに、1000 mg/kg 群では、雄で小葉中心性の肝細胞の変性／壊

死、雌で限局性壊死、小肉芽腫、塊状壊死、単細胞壊死がみられた。膵

臓では、投与期間終了時に 1000mg/kg 群の雌雄でチモーゲン顆粒の減少

がみられた。また、投与期間終了時に 1000 mg/kg 群の雌雄の胸腺で皮質

の萎縮がみられた。 
〇生殖発生毒性 

妊娠、分娩、哺育状態の成績では、黄体数、着床数、出産児数、出産

時の生存児数、生後 4 日の生存児数に、1000 mg/kg 群において低値がみ

られた。 
新生児の体重では、1000 mg/kg 群において生後 0、1 および 4 日に雌

雄とも低値がみられた。 
結論 

以上の結果から、本試験条件下における本物質の反復投与毒性に対する

無影響量(NOEL)は雄雌ともに 40mg/kg/day、本物質の反復投与による親動

物の生殖および新生児の発生に対する無影響量(NOEL)は 200 mg/kg/day と

考えられた。 
 復帰突然変

異試験 
細菌における遺伝子突然変異誘発性を検討する目的で、Salmonella 

typhimurium TAlOO、TA1535、TA98、TA1537およびEscherichia coli WP2uvrA
を用いる復帰突然変異試験を実施した。試験は代謝活性化系 S9mix の非存

在下（直接法）ならびに存在下（代謝活性化法）において、プレインキュ

ベーション法で実施した。 
試験の結果、用量設定試験および本試験のいずれにおいても、各試験系

列のいずれの菌株においても、被験物質処理群の復帰変異コロニー数の平

均値は陰性対照群の値の 2 倍未満であり、用量の増加にともなう復帰変異

コロニー数の増加もみられなかった。 
以上より、本物質は、当該試験条件下において試験菌株に対する遺伝子

突然変異誘発性を有しないと判断した。 
 ほ乳類染色

体異常試験 
in vitro における染色体異常誘発性の有無を、チャイニーズハムスター肺

由来細胞(CHL/IU)を用いて検討した。試験は、短時間処理法の代謝活性化

によらない場合および代謝活性化による場合ならびに連続処理法の 24-0h
処理による場合の 3 系列で実施した。 
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物質名 試験の種類 厚生労働省既存化学物質毒性試験結果の概要 
その結果、陽性対照群における染色体の構造異常の出現率は各試験系列

において明確な陽性値を示し、本試験系が適切な感受性を有していたこと

が確認された。 
以上より、本物質は、本試験条件において、ほ乳類の培養細胞に対し軽

度ながらも代謝活性化系なしの条件で数的異常誘発性を有するものと判

断した。 
出典：a) https://www.nite.go.jp/chem/jcheck/detail.action?cno=2058-94-8&mno=2-2659&request_locale=ja 

b) https://www.nite.go.jp/chem/jcheck/detail.action?cno=307-55-1&mno=2-2658&request_locale=ja 
c) https://www.nite.go.jp/chem/jcheck/detail.action?cno=376-06-7&mno=2-2658&request_locale=ja 
d) https://www.nite.go.jp/chem/jcheck/detail.action?cno=67905-19-5&mno=2-2658&request_locale=ja 
e) https://www.nite.go.jp/chem/jcheck/detail.action?cno=16517-11-6&mno=X-0000&request_locale=ja 

 

(c) 政府による GHS 分類結果 

新規提案物質（群）のうち、クロルピリホス、MCCP（C14～17 のみ）、長鎖 PFCA（PFNA

（C9）のみ）について政府による GHS 分類結果が公表されていることから、表 3.1-21 にそ

れぞれの分類結果を整理した。 

 

表 3.1-21 新規提案物質における GHS 分類結果 
物質名 危険有害性項目 分類結果 

クロルピリホス a) 急性毒性（経口） 区分 3 
眼に対する重篤な損傷性／眼刺激性 区分 2B 
特定標的臓器毒性（単回暴露） 区分 1（神経系） 
特定標的臓器毒性（反復暴露） 区分 1（神経系、副腎） 

区分 2（眼、血液系、肝臓） 
水生環境有害性 短期（急性） 区分 1 
水生環境有害性 長期（慢性） 区分 1 

塩化直鎖パラフィン

（炭素数が１４から

１７）b) 

生殖毒性 区分 1B 
授乳に対するまたは授乳を介した

影響に関する追加区分 
特定標的臓器毒性（反復暴露） 区分 1（腎臓、甲状腺） 
水生環境有害性 短期（急性） 区分 1 
水生環境有害性 長期（慢性） 区分 1 

C9 PFCA c) 生殖毒性 区分 1B 
授乳に対するまたは授乳を介した

影響に関する追加区分 
特定標的臓器毒性（反復暴露） 区分 1（生殖器（女性）） 

出典：a) https://www.nite.go.jp/chem/ghs/m-nite-2921-88-2.html 
b) https://www.nite.go.jp/chem/ghs/m-nite-85535-85-9.html 
c) https://www.nite.go.jp/chem/ghs/m-nite-375-95-1.html 

 

 

オ．製造、使用、貿易量等の国内での状況 
新規提案物質（群）における国内の製造、使用、貿易量等について、表 3.1-22 に取りまと

めた。 
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表 3.1-22 新規提案物質における国内の製造、仕様、貿易量等 
物質名 国内の用途 国内の製造・輸入数量等（t） 

クロルピリホス 農薬（殺虫剤） 生産量 1) （農薬年度※1） 
2019 年度(t 又は kL) 
クロルピリホス乳剤：32.2 
クロルピリホス粒剤：702.1 
クロルピリホス水和剤 DF：16.5 
輸入量 1) （農薬年度※1） 
クロルピリホス原体(t 又は kL) 

2019 年度：60.6 
2018 年度：49.3 
2017 年度：62.4 

C14-17 クロロアルカ

ン 
難燃性樹脂原

料 
(モノ(又はポリ)クロロアルカン(C=14～17、直鎖型)と
して) 2) 
2019年度：2,855 
2018年度：2,907 
2017年度：306 

PFNA (C9HF17O2) 界面活性剤 － 
PFDoDA (C12HF23O2) フッ素系界面

活性剤 
－ 

PFTrDA (C13HF25O2) － 
PFTDA (C14HF27O2) － 

PFPeDA (C15HF29O2) － 
PFHxDA (C16HF31O2) － 

注：情報の得られなかった新規提案物質については、本表への掲載を割愛した。 
－：情報なし。 
出典：無印 NITE「化学物質総合情報提供システム(CHRIP)」、 1) 一般社団法人日本植物防疫協会「農薬要覧 2020
年」、 2) NITE「化審法データベース」 

 

カ．POPs 条約附属書 D に規定されるスクリーニング基準への適合性の検討 
提案文書に記載された情報に基づいて、クロルピリホスは資料 7、塩素化パラフィン（炭素

数 14～17 で塩素化率 45 重量%以上のもの）は資料 8、長鎖 PFCA、その塩及び関連物質は資

料 9 にそれぞれ残留性、生物蓄積性等に関する情報を取りまとめた。 

 

(a) クロルピリホスのスクリーニング基準への適合性 

クロルピリホスの提案文書等に基づく資料 7 の取りまとめ結果から得られた残留性、生物

蓄積性に関する情報に基づき、POPs 条約附属書 D に規定されるスクリーニング基準（表

3.1-5）のうち残留性及び生物蓄積性について、基準を満たすかどうか検討を行った。検討結

果は表 3.1-23 に示す。 

 

表 3.1-23 クロルピリホスのスクリーニング基準への適合性の検討結果 

項目 残留性、生物蓄積性に関する情報 スクリーニング
基準への適合性 

残留性 (i) 半減期に関する根拠 

・水中半減期：80 年（推定値、北緯 60 度、真冬） 

残留性の基準を

満たす 
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項目 残留性、生物蓄積性に関する情報 スクリーニング
基準への適合性 

75 日（英国の 8 km 以上沖合海水、8℃） 

・土壌中半減期：297.7 日（12℃で標準化、マレーシアの粘土質赤

黄色ポドゾル化土壌） 

175 日（推定値、15℃） 

350 日（推定値、北極） 

63～124 日（含水土） 

・底質中半減期：223 日（米国の都市部の入江の底質、嫌気性） 

144 日（米国の水路、嫌気性） 

150～200 日（湖の底質） 

(ii) その他の根拠 

・加水分解での半減期：最大 142 日（pH5-9、水道水と自然水中） 

最大 210 日（pH<5） 

・光分解での半減期：980 日（推定値、夏季、米国南東部の河川

水 10 地点より算出） 

生物蓄積性 (i) BCF/BAF の根拠 

・BCF の範囲は広いが、多くの調査が十分に妥当とは考えられない 

・log Kow：4.7～5.2 

・log Koa：8.3～8.9 による空気呼吸生物での生物蓄積性の可能性 

(ii) 他の根拠 

・高い生物相－底質蓄積係数（BSAF） 

－貧毛類 6.2～99（非定常状態） 

・魚類での中程度の生物蓄積性で生態毒性を示す根拠 

－ファットヘッドミノーの BCF は 1,673 ± 423 で、全濃度区で

毒性影響（2.68 μg/L で死亡、1.21 μg/L で成長低下、0.12 μ

g/L で繁殖低下） 

－グルニオンの発生初期と稚魚期の BCF は最大 1000 で、0.63～

2.8 μg/L で大きな死亡率や体重減少 

・高い生態毒性を示す根拠 

－SSD による魚類 HC5-LC50：0.812 μg/L 

－オオミジンコ EC50：0.1 µg/L 

(iii) 生物蓄積性を示すモニタリングデータ 

・極域を含む世界中の様々な生物試料から検出 

－地衣類、植物（モミ、マツ）、動物プランクトン、水生哺乳類

（ラッコ、カワウソ）、鳥類（アホウドリ、カモメ）など 

・母乳から検出 

生物蓄積性の基

準を満たす 
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(c) 塩素化パラフィン（炭素数 14～17 で塩素化率 45 重量%以上のもの）のスクリーニング

基準への適合性 

塩素化パラフィン（炭素数 14～17 で塩素化率 45 重量%以上のもの）の提案文書等に基づ

く資料 8 の取りまとめ結果から得られた残留性、生物蓄積性に関する情報に基づき、POPs

条約附属書 D に規定されるスクリーニング基準（表 3.1-5）のうち残留性及び生物蓄積性に

ついて、基準を満たすかどうか検討を行った。検討結果は表 3.1-24 に示す。 

 

表 3.1-24 塩素化パラフィン（炭素数 14～17 で塩素化率 45 重量%以上のもの）のスクリーニン

グ基準への適合性の検討結果 

項目 残留性、生物蓄積性に関する情報 スクリーニング
基準への適合性 

残留性 (i) 半減期に関する根拠 

・底質中半減期： 

－C14、50 重量%塩素化 n-アルカン：120 日以上（好気性、遮

光、12℃） 

・OECD TG 301D による分解性試験結果 

－C14-17、平均 45.6 重量%塩素化 n-アルカンは 28 日間で 51%

しか分解されない 

－C14-17、平均 51.7 重量%塩素化 n-アルカンは 28 日間で 27%

しか分解されず、60 日間経過しても 57%しか分解されない 

－C14-17、平均 63.2 重量%塩素化 n-アルカンは 28 日間で 5%、

60 日間で 10%しか分解されない 

(ii) その他の根拠 

・8 年以上前の堆積物コアのモニタリングで検出 

残留性の基準を

満たす 

生物蓄積性 (i) BCF/BAF の根拠 

・少なくとも C14、塩素化率 45-50%では BCF が 5000 超 

－ニジマス、C14、45 重量%塩素化 n-アルカン 

BCF：～10 600（脂質含量標準化、成長希釈補正） 

BCFk：～14 600（脂質含量標準化、成長希釈補正） 

－ニジマス、C14、50 重量%塩素化 n-アルカン 

BCF：5000 を大幅に超過 

・頼性の低いデータで、C15-17 成分も BCF の基準に合致する可能

性を示唆 

－C14, 40-55%：BCF＞5000（経口曝露試験からの推定） 

－C14, 55-65%：BCF＞5000（経口曝露試験からの推定） 

－C15, 51%：BCF=2072（実測、脂質含量で未標準化） 

－C16, >65%：BCF＞5000（経口曝露試験からの推定） 

－C18, 45-50%：BCF＞5000（経口曝露試験からの推定） 

(ii) 他の根拠 

生物蓄積性の基

準を満たす 
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項目 残留性、生物蓄積性に関する情報 スクリーニング
基準への適合性 

・食物連鎖増幅係数（TMF）、経口生物濃縮係数（BMF） 

－利用可能な（限られた）野外での生物蓄積性研究は疑わしい： 

TMF：MCCP で 1 前後 

BMF：ほとんど 1 以下、いくつかの特定の食性関係で 1 超 

(iii) 生物蓄積性を示すモニタリングデータ 

・排出源近傍域（即ち工業地域や都市部）で生息又は摂餌する広範

な生物で検出 

・北極圏を含む遠隔地の試料や最上位捕食者から検出 

・ヒトの母乳や血液などから検出 

 

(d) 長鎖 PFCA、その塩及び関連物質のスクリーニング基準への適合性 

長鎖 PFCA、その塩及び関連物質の提案文書等に基づく資料 9 の取りまとめ結果から得ら

れた残留性、生物蓄積性に関する情報に基づき、POPs 条約附属書 D に規定されるスクリー

ニング基準（表 3.1-5）のうち残留性及び生物蓄積性について、基準を満たすかどうか検討を

行った。検討結果は表 3.1-25 に示す。 

 

表 3.1-25 長鎖 PFCA、その塩及び関連物質のスクリーニング基準への適合性の検討結果 

項目 残留性、生物蓄積性に関する情報 スクリーニング
基準への適合性 

残留性 (i) 半減期に関する根拠 

・水中半減期 

－PFNA(C9)：2,477 日（推定値） 

－PFDA(C10)：4,722 日（推定値） 

・土壌中半減期 

－PFNA(C9)：4,954 日（推定値） 

－PFDA(C10)：9,444 日（推定値） 

・生分解性 

－PFNA(C9)：28 日で分解せず（OECD 301F） 

－PFDoDA(C12)：28 日で分解せず（OECD 301C） 

－PFTDA(C14)：28 日で分解せず（OECD 301C） 

・光分解性 

－PFDA(C10)を高地で 106 日、太陽照射：30～35%の光分解 

(ii) その他の根拠 

・物理化学的特性 

－炭素-フッ素間の結合は非常に安定しており、酸、塩基、酸化

剤、還元剤、光分解プロセス、微生物、代謝プロセスによる

分解に対して一般的に耐性がある 

残留性の基準を

満たす 
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項目 残留性、生物蓄積性に関する情報 スクリーニング
基準への適合性 

－フッ素は元素の中で最も高い電気陰性度を持つため、炭素鎖

へのフッ素の結合及びフッ素原子の高い電子密度により、炭

素骨格が保護され、熱と化学物質の両方に対して不活性 

－ 炭素-フッ素間の結合は、イオン化ポテンシャルの高さ、

分極性の低さ、分子間及び分子内相互作用の低さ、そして表

面張力の小ささに寄与 

生物蓄積性 (i) BCF/BAF の根拠 

・C9-14 の PFCA、淡水及び海水性の水生生物の BCF、BAF：5000

超 

(ii) その他の根拠 

・C9-16 の PFCA、魚類、最上位捕食種（鳥類や陸生／海生の哺乳

類）の BMF／TMF：1 超 

(iii) 生物蓄積性を示すモニタリングデータ 

・C18 の PFCA が環境中、最上位捕食種から検出 

・C9-14 の PFCA がヒトの様々な組織や分泌液から検出 

生物蓄積性の基

準を満たす 

 

 

3.1.2 今後提案される可能性のある化学物質に関する調査 
POPRC17 で新規に POPs 候補物質が提案されたため、今後提案される可能性のある他の化学

物質に関する調査は実施しなかった。 
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3.2 POPs 条約及び PIC 条約の関連会議における対応 
 

3.2.1 第 10 回 POPs 条約締約国会議（COP10） 
第 10 回 POPs 条約締約国会議（COP10）は、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、オン

ライン（令和 3 年 7 月開催）及び対面セグメント（令和 4 年 6 月開催予定）の 2 段階で行われ

ることとなり、令和 3 年 7 月 26 日～7 月 30 日にオンラインにて開催された同会議の議題には、

技術的議題が取り上げられなかったことから、国内有識者の参加を見送った。 

 

3.2.2 第 17 回残留性有機汚染物質検討委員会（POPRC17） 
POPs 条約対象物質への追加を提案された候補物質を検討するために設置された第 17 回残留

性有機汚染物質検討委員会(POPRC17)が、令和 4 年 1 月 24～28 日に対面及び WEB のハイブリ

ッド形式で開催された。（なお、POPRC17 がハイブリッド形式での開催となり対面での議論が

できない参加者がいることから POPRC17 の開催に先立ち、事前に意見を聴取して POPRC17 の

議論を促進させるために令和 3 年 12 月 1～2 日にプレミーティングがオンラインで開催され

た。）以下に POPRC17 の結果概要を報告する。 

 

(1) 議事次第 
POPRC16 の議事次第及び検討内容を表 3.2-1 に示す。 

 

表 3.2-1 POPRC17 の議事次第及び検討内容 

議題 検討内容の概要 会議資料* 

1 開会 2022 年 1 月 14 日（月）開会。 － 
2 組織事項 
 (a) 議題の採択 事務局より提示された議題案が採択された。 1 
 (b) 作業の構成 会合の暫定スケジュール等について確認。必要に

応じて Contact Group、Drafting Group 及び Friends 
of the Chair Group を設置し、検討を進めることが

確認された。 

1/Add.1 
INF/1 
INF/2/Rev.1 

3 メンバー交代 メンバーの交代に関する説明。 INF/3 
4 技術的課題 

(a)メトキシクロルのリ

スク管理評価書案の

検討 

会期間作業グループが作成したメトキシクロル

のリスク管理評価書案について検討した。 
2 
INF/7 
INF/8 

(b) リスクプロファイル案の検討 
(i) デクロランプラス 会期間作業グループにおいて作成されたデクロ

ランプラスのリスクプロファイル案について検

討された。 

3 
INF/9 
INF/10 

(ii) UV-328 会期間作業グループにおいて作成された UV-328
のリスクプロファイル案について検討された。 

4 
INF/11 
INF/17 

(c) 化学物質の附属書 A、B 及び/または C への掲載勧告の検討 
(i) クロルピリホス クロルピリホスの提案文書について検討された。 5 
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議題 検討内容の概要 会議資料* 

INF/4 
INF/6 

(ii) 塩素化パラフィン

（炭素数 14～17 で塩

素化率 45 重量%以

上のもの） 

塩素化パラフィン（炭素数 14～17 で塩素化率 45
重量%以上のもの）の提案文書について検討さ

た。 

6 
INF/5 
INF/6 

(iii) 長鎖ペルフルオロ

カルボン酸(PFCA)、
その塩及び関連物質 

長鎖ペルフルオロカルボン酸（PFCA）、その塩及

び関連物質の提案文書について検討された。 
7 
INF/6 

(d) DecaBDE 及び

SCCPs の個別の適用

除外に関連する情報

の検討 

附属書A に掲載されているDecaBDE及び SCCPs
の個別の適用除外に関する報告書の更新に係る

作業計画案について検討された。 

8 
INF/12 

(e) 附属書 B 第 III 部第

5 項及び第 6 項に準じ

た PFOS、その塩及び

PFOSF の評価プロセ

ス 

附属書 B 第 III 部第 5 項及び第 6 項に準じた

PFOS、その塩及び PFOSF の評価に係る作業計画

等について検討された。 

9 
INF/13 

(f) ペルフルオロオクタ

ン酸（PFOA）とその

塩及び PFOA 関連物

質に該当する物質の

例示リスト 

ペルフルオロオクタン酸（PFOA）とその塩及び

PFOA 関連物質に該当する物質の例示リストに

ついて検討された。 

10 
INF/14 

(g) 長距離移動性 長距離移動性に関するガイダンス案及び完成に

向けた作業確認について検討された。 
11 
INF/15 
INF/16 
INF/19 

5 会期間（POPRC17～
POPRC18）の作業計画 

POPRC17 と POPRC18 の間に行われる会期間の

作業計画案を検討し、採択された。 
12 

6 POPRC18 の開催日程及

び開催場所 
POPRC18 の開催日程及び開催場所について検討

及び決定した。 
- 

7 その他の事項 POPRC メンバーによる提案はなかった。 - 
8 報告書の採択 POPRC17 の報告書案について検討及び採択され

た。 
- 

9 閉会 2022 年 1 月 28 日（金）に閉会した。 - 
* 会議資料は UNEP/POPS/POPRC.17/の後の番号を記載 

 

(2) 主な議題の検討結果の概要 

以下に、POPRC17 の主な議題の検討結果を示す。 

 

 議題 4(a) メトキシクロルのリスク管理評価書案の検討 
会期間作業グループが作成したメトキシクロルのリスク管理評価書案について、その内容を

検討し、適用除外なしで附属書 A に掲載することを締約国会議に勧告することの是非が議論さ
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れた。リスク管理評価書案の修正に関する発言はあったが、締約国会議への勧告に反対する意

見はなかったことから、リスク管理評価書案を修正した上で、適用除外なしで附属書 A に掲載

すること締約国会議に勧告することが採択された。 

 

 議題 4(b)(i) デクロランプラス 
会期間作業グループが作成したデクロランプラスのリスクプロファイル案について、その内

容を検討し、長距離にわたる自然の作用による移動の結果として、世界的規模の行動を正当化

するような人の健康又は環境に対する重大な悪影響をもたらすかどうか議論された。 

POPRC16 で結論が出なかったデクロランプラスの有害性について、前回に引き続きリスクプ

ロファイル案に示されたデータからは悪影響があると判断できないという意見があったことか

ら、有害性及びリスクプロファイル案の結論は合意に至らなかったとして、一時は結論を出す

ことを延期し、情報収集を行った上で POPRC18 にて再度議論することとなった。しかし、締約

国会議における議論が 2 年延期されることに繋がるとの指摘があったことから、新たな有害性

に関する情報に基づいてリスクプロファイル案を修正することを前提に附属書 F に進むことを

支持する意見が多数を占め、最終的にリスクプロファイル案を修正した上で、附属書 F の段階

に進むことが採択された。 

 

 議題 4(b)(ii) UV-328 
会期間作業グループが作成した UV-328 のリスクプロファイル案について、その内容を検討

し、長距離にわたる自然の作用による移動の結果として、世界的規模の行動を正当化するよう

な人の健康又は環境に対する重大な悪影響をもたらすかどうか議論された。 

POPRC16 において議論となったプラスチックを介した移動を UV-328 の長距離移動と見なす

かどうかは賛否が分かれたが、長距離移動の経路として結論に記載することは合意に至らなか

ったことから、リスクプロファイル案の本文にあわせて「大気、水、移動性の種」のみを記載

することとなった。附属書 E を満たすことについては最後まで反対意見があったが、予防原則

に基づいて最終的な判断を行ったこと等をリスクプロファイル案に記載することを条件に、修

正版のリスクプロファイル案及び附属書 F の段階に進むこと等を示した決議案が採択された。 

 

 議題 4(c)(i) クロルピリホス 
EU が提案したクロルピリホスについて、附属書 D のスクリーニング基準（残留性、生物蓄

積性、長距離移動性、有害性）を満たすかどうか議論された。附属書 D のスクリーニング基準

を満たさないとの意見があったが、残留性については試験温度の条件指定はなく、低い温度で

は残留性を示すこと、農業等が行われていない地域でも検出されることから長距離移動性の根

拠が示されていること等から、スクリーニング基準を満たすとして、附属書 E の段階に進むこ

とが採択された。 

 

 議題 4(c)(ii) 塩素化パラフィン（炭素数 14～17 で塩素化率 45 重量%以上のもの） 
英国が提案した塩素化パラフィン（炭素数 14～17 で塩素化率 45 重量%以上のもの）につい

て、附属書 D のスクリーニング基準（残留性、生物蓄積性、長距離移動性、有害性）を満たす
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かどうか議論された。特に炭素数 15～17 の塩素化パラフィンの生物蓄積性に不確実性があると

の指摘があったことから、炭素数 14 の塩素化パラフィンのみがスクリーニング基準を満たし、

それ以外の物質については情報収集を行った上で改めて検討することとして、附属書 E の段階

に進むことが採択された。 

 

 議題 4(c)(iii) 長鎖ペルフルオロカルボン酸(PFCA)、その塩及び関連物質 
カナダが提案した長鎖ペルフルオロカルボン酸(PFCA)、その塩及び関連物質について、附属

書 D のスクリーニング基準（残留性、生物蓄積性、長距離移動性、有害性）を満たすかどうか

議論された。特に C19～C21 のデータが示されていないことについて多くの参加者から懸念が

示されたものの、附属書 E の段階で情報収集を行った上で改めて検討することに賛同が得られ

たことから、附属書 E の段階に進むことが採択された。 

 

 議題 4(f) ペルフルオロオクタン酸（PFOA）とその塩及び PFOA 関連物質に該当する物質

の例示リスト 
PFOA とその塩及び PFOA 関連物質の例示リストについて、会期間等に提供されたコメント

を踏まえて条約事務局が作成した修正リスト案について検討された。リストの修正に関する意

見等が示されたことから、例示リストを修正し、今後条約 HP に公開されることが決定した。 

 

 議題 4(g) 長距離移動性 
会期間作業グループが作成した長距離移動性のガイダンス案について、その内容を検討した。

多くの参加者が会期間作業グループの作業に謝意を示すとともに、当該文書の重要性について

発言があった。ガイダンス案を一部修正した上で、検討を継続することが採択された。 

 

3.2.3 第 17 回化学物質検討委員会（CRC17） 
PIC 条約対象物質への追加を提案された候補物質を検討するために設置された第 17 回化学物質

検討委員会(CRC17)が、2021 年 9 月 20 日～24 日にオンライン形式で開催された。（なお、CRC17

の開催に先立ち、pre-meeting が 2021 年 9 月 14 日～15 日にオンラインにて開催された。）以下に

CRC17 の概要を報告する。 

 

(1) 議事次第 
CRC17 の議事次第及び検討内容を表 3.2-2 に示す。 

 
表 3.2-2 CRC17 の議事次第及び検討内容の概要 

議題 検討内容の概要 会議資料* 
1 開会 2021 年 9 月 20 日（月）開会。 － 
2 組織事項 
 (a) 議題の採択 事務局より提示された議題案を採択。 1 

1/Add.1 
 (b) 作業の構成 会合のシナリオメモ、暫定スケジュールについて確 INF/1 
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議題 検討内容の概要 会議資料* 
認。必要に応じて、Contact Group 及び Drafting Group
を設置し検討を進めることを確認。 

INF/2 

3 メンバー交代 メンバーの交代に関する説明。 INF/4 
4 技術的課題 

(a) 最終規制措置通報の事前審査に関する事務局からの報告 2 
INF/5 
INF/6 

(b) 最終規制措置の評価  
(i) カルバリル 時間の制約から次回 PICCRC18 で検討することにな

った。 
3 
INF/7 
INF/8 

(ii) クロルフェンビ

ンホス 
時間の制約から次回 PICCRC18 で検討することにな

った。 
4 
INF/9 
INF/10 

(iii) イプロジオン モザンビーク及び EU からの通報について検討。 5 
INF/11 
INF/12 

(iv) メチダチオン モザンビーク及びウルグアイからの通報について検

討。 
6 
INF/13 
INF/14 

(v) メチルパラチオ

ン 
時間の制約から次回 PICCRC18 で検討することにな

った。 
7 
INF/15 
INF/16 

(vi) テルブホス モザンビーク及びカナダからの通報について検討。 8/Rev.1 
INF/18 
INF/19/Rev.1 

(vii) チオジカルブ モザンビーク及び EU からの通報について検討。 9 
INF/20 
INF/21 

5 PICCRC18 の開催日

程及び開催場所 
PICCRC18 の開催日程及び開催場所について検討。 － 

6 その他の議題 委員会作業への効果的な参加を促進するための活動

及び新たな通報に関する会期間作業について検討。 
INF/32 

7 報告書の採択 PICCRC17 の報告書案の確認及び採択。  
8 閉会 9 月 24 日（金）閉会。  

* 会議資料は UNEP/FAO/RC/CRC.17/の後の番号を記載 
 

(2) 主な議題の検討結果の概要 

ロッテルダム条約附属書 III 追加候補物質の検討に関して、以下に主な議題の検討結果の概要

を示した。 

 

 議題 4(b)(iii) イプロジオン 
モザンビーク及び EU の通報について検討を行い、いずれも附属書 II のクライテリアを満

42



 

たすことが合意された。次回 CRC18 までに決定指針文書案（DGD）を作成することとなり、

DGD に関する会期間 DG が設置されることが決定した。会期間 DG の座長はタンザニア、ド

ラフターはフィンランドが務める。 

 

 議題 4(b)(iv) メチダチオン 
モザンビーク及びウルグアイの通報について検討を行い、いずれも附属書 II のクライテリ

アを満たすとの合意に至らなかった。この結果を踏まえて、次回 CRC18 にてモザンビーク及

びウルグアイの通報について引き続き検討を行うこととなった。 

 

 議題 4(b)(vi) テルブホス 
モザンビーク及びカナダの通報について検討を行い、附属書 II のクライテリアを満たすこ

とが合意された。次回 CRC18 までに決定指針文書案（DGD）を作成することとなり、DGD

に関する会期間 DG が設置されることが決定した。会期間 DG の座長はアンティグア・バー

ブーダ、ドラフターはカナダが務める。 

 

 議題 4(b)(vii) チオジカルブ 
モザンビーク及び EU の通報について検討を行い、EU については附属書 II のクライテリア

を満たすことが合意された一方で、モザンビークの通報については附属書 II のクライテリア

を満たすとの合意に至らなかった。この結果を踏まえて、次回 CRC18 にてモザンビークの通

報について引き続き検討を行うこととなった。 

 

3.2.4 国内検討会議の開催 
有識者による非公開の検討会議を令和 3 年 10 月 18 日及び同年 11 月 22 日の 2 回開催し、

POPRC17 に向けて行われている会期間作業の動向・議論を踏まえ、POPRC17 における対応に

ついて有識者の意見を聴取し、取りまとめた。また、POPRC17 の結果の報告はメール会議形式

で行った。 

 

(1) 第 1 回検討会議 
令和 3 年 10 月 18 日に開催した第 1 回検討会議においては、新規に提案された３つの物質

（群）が POPs条約附属書Dのスクリーニング基準に合致するかどうかの議論が主に行われた。 

クロルピリホスの提案文書のうち、残留性、生物蓄積性について説明した。有識者による議

論の結果、分解性のデータの温度条件が通常とは異なる点に注意が必要との御意見もあったが、

本物質の残留性と生物蓄積性については附属書 D のスクリーニング基準を満たすことが合意さ

れた。 

塩素化パラフィン（炭素数 14～17 で塩素化率 45 重量%以上のもの）の提案文書のうち、残

留性、生物蓄積性について説明した。有識者による議論の結果、本物質の残留性と生物蓄積性

については附属書 D のスクリーニング基準を満たすことが合意された。ただし、全ての炭素鎖

長について残留性と生物蓄積性のデータが揃っているわけではないことから、附属書 E の段階

で作成するリスクプロファイルにおいて、十分な情報を記載するよう要請することとなった。 
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長鎖 PFCA、その塩及び関連物質の提案文書のうち、残留性、生物蓄積性について説明した。

有識者による議論の結果、本物質の残留性と生物蓄積性については附属書 D のスクリーニング

基準を満たすことが合意された。ただし、炭素鎖長によっては、残留性、生物蓄積性に関する

データがないものがあることから、附属書 E の段階で作成するリスクプロファイルにおいて、

十分な情報を記載するよう要請することとなった。 

 
(2) 第 2 回検討会議 
令和 3 年 11 月 22 日に開催した第 2 回検討会議においては、リスクプロファイル案の段階に

あるデクロランプラス及び UV-328 が「長距離にわたる自然の作用による移動の結果として、世

界的規模の行動を正当化するような人の健康又は環境に対する重大な悪影響をもたらすかどう

か」の議論とともに、UV-328 の長距離移動の経路として提案されているプラスチック経由での

移動を含めた長距離移動性に関する考察案に関する議論が主に行われた。 

デクロランプラスのリスクプロファイル案のうち、発生源等の概要、残留性及び生物蓄積性

について説明した。前回の POPRC でのリスクプロファイル案に情報が追加されたものの、「世

界的規模の行動を正当化するような人の健康又は環境に対する重大な悪影響をもたらす」こと

を示すような有害性の情報が不十分であることから、日本としてデータ収集の継続する方向で

提案するとの結論になった。 

UV-328 のリスクプロファイル案のうち、発生源等の概要、残留性及び生物蓄積性について説

明した。遠隔地での検出事例などから本物質が長距離移動性を有することについては合意が得

られた。ただし、出典に unpublished とされている文献が多くあることから、可能な限り入手す

るよう努めるとともに、プラスチックを介した長距離移動性に関する記載内容について、プラ

スチックのすべての添加剤に適用可能となる懸念が示されたことから、日本として該当箇所を

修正する方向で提案するとの結論になった。 

メトキシクロルのリスク管理評価書案のうち、製造、使用、代替に関する内容の概要を説明

した。次の段階に進むことに同意して差し支えないとの結論になった。 
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3.3 OECD における化学物質規制動向 
 

3.3.1 OECD/the Chemicals and Biotechnology Committee(OECD 化学バイオ委員会）の公式・

非公式会合 
OECD における「化学物質管理に関する特別プログラム」等を監督し、ナノ材料、農薬、バ

イオサイドを含む様々な化学物質管理の改善・調和に向けた課題に取組むために設置された

OECD 化学品・バイオ技術委員会（CBC）の第 1 回委員会が令和 3 年 6 月 8～10 日に、第 2 回

委員会が令和 4 年 2 月 8～10 日にオンライン形式で開催された。 
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デクロランプラス並びにその syn-異性体及び anti-異性体の発生源等の概要 

 
1 製造、流通、ストックパイル 

(1) 米国 

• デクロランプラス (DP) は、1960 年代から、Hooker Chemicals and Plastics Corporation 

(現在の Occidental Chemical Company (OxyChem)) によって製造されている (Shen et 

al. 2011)。 

• DP は、米国では高生産量化学物質 (> 500 トン) に分類されており (Sverko et al. 2011)、

1986 年以降の年間生産量は 450～45005,000 トンと推定されたが、製造に関するデータ

はビジネス上の機密情報として非公開になっている時期もあった  (Qiu Hoh et al. 

20072006)。 

• 利用可能な情報から Oxychem の施設での生産は 2016 年半ばに停止された (ECHA 

2020a2021a, Annex E info IPEN 2021) が、この事実は米国により正式には確定されて

はいない。 

 

(2) 中国 

• 中国淮安の Anpon Electrochemical Co.による中国での製造量は、2003 年以降年間 300

～1,000 トンと報告されている (Wang et al. 2010a)。Anpon Electrochemical Co.は近年

ADAMA に買収されたことから、世界唯一の製造業者になりうる可能性がある (ADAMA 

2019)。 

 

(3) EU 

• DP は、年間 100～1000 トンの製造及び/又は輸入量のトン数帯で、2 件 (製造業者毎に

1 件) の REACH 登録がされている (ECHA 2021a)。 

• 2013 年以降の主要な登録者である Occidental Chemical Belgium BVBA は、製造業者

OxyChem US を代表して 2017 年 12 月に REACH に基づく「製造又は輸入の停止」を

通知し、現在は EU での DP の製造又は輸入は行っていない (ECHA 2020b)。 

• 2016 年以降、オランダの企業 ADAMA Agriculture BV は、唯一の輸入業者/販売業者であ

る Velsicol のために Anpon Electrochemical Co.が指名した登録者である。EU での最大

輸入量は 300～400 トン/年であった。2019 年、EU への輸入量は 100 トン未満で (オラ

ンダからの情報)、スウェーデンは、2006 年に 5 トン、2005 年に 11 トンの DP の使用

を登録した (Kaj et al. 2010)。ハンガリーは、自国の 2 社が年間 2 トン未満を使用してい

ることを報告した (Annex E 2021)。 

 

(4) その他 
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• 世界の年間生産量の報告値は 750～6,000 トン (平均 1,980 トン) であり (Hansen et al. 

2020)、推測値は約 5,000 トンである (Ren et al. 2008)。 

• カナダでは、2011 年及び 2016 年に CEPA のセクション 71 の下で実施された調査に基

づくと、1,000～10,000 kg の DP (一部は製品に含まれた DP) が、いくつかの企業によ

って輸入された (Canada 2019a,b)。 

• 韓国では、政府の調査 (2010 年、2014 年、2016 年) Chemical Control Act における化学

物質の統計調査から収集された情報に基づくと、DP は 2010 年以降韓国では製造されて

いない。2010 年には DP は輸入されなかったが、使用量は約 40 トンであった。2016 年

には 11 トンが輸入され、17kg が使用された。DP は、2010 年に 0.9 トンが輸出されて

以降は、輸出されていない。DP は、2018 年には 0.63 トンが輸入され、0.39 トン使用さ

れた (Annex E information, Republic of Korea)。 

 

2 用途 

(1) DP は、市販のデカブロモジフェニルエーテル (c-decaBDE) の代替品/代用品として、また難

燃剤 (FR) として使用されるマイレックスの代用品として販売されている (Hoh et al. 2006)。 

(2) 電気・電子機器、光学製品、食品包装、建築・建設材料、テープ・接着剤、繊維、アパレル、

化粧品、爆発物・花火、プラスチック製品、塗料・グリースとして使用されている (ECHA 2021a, 

see Table 4-6 in UNEP/POPS/POPRC.17/INF/9)。 

(3) 電子配線及びケーブル、自動車、プラスチック屋根材、テレビやコンピューターモニタの硬

質プラスチックコネクタ、ワイヤーコーティング及び家具の難燃剤として使用されている 

(Zhang et al. 2015; Annex E 2019¸2020)。 

(4) また、難燃剤としては航空宇宙産業及びその他のアプリケーションでも広く使用されている 

(AIAC, 2020)。 

(5) DP は、様々な配合の添加剤としてよく使用され、キャビン内部パネル、ダクト、エンジン及

びその他の部品など、多くの航空機部品に用いられている。 

(6) 中国の最近の研究では、DP は様々な建築材料で検出された (Hou et al. 2018)。壁紙 (不織布、

PVC、紙)、ラテックス塗料、ボード (ラミネートフロア、ファイバーボード、無垢材など)、

接着剤、シーラント、PVC ラインパイプ及びフォーム (吸音フォーム及び発泡スチロールパ

ネルなど) のサンプルに不検出～5.1 ng/g の範囲の DP が含まれている (Hou et al. 2018)。 

(7) インド自動車製造業者協会（SIAM）は、自動車製造において c-decaBDE の代替品としてデ

クロランプラスを使用していると発表している（SIAM 2020）。カナダでは、DP は自動車製

造におけるいて難燃剤として使用されているおり、配線・ケーブルの被覆、電子機器、屋根

材、硬質プラスチックのコネクターなどに用いられている (Canada 2019b)。オランダからの

情報では、自動車における、パワートレイン、冷却装置、シャシー (車の足回り機構) 及び車

体整備・修理部品での使用が確認されている (Annex E 2019)。EU におけるデータから、DP

を使用する最も重要な部門は自動車部門と航空部門で、それぞれ EU での全使用量の 57～
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75%、10%を占めており、コンピュータ、電子機器、輸入品などを含むその他の DP の用途

は EU での全使用量の 33 ～ 15% を占めている  (ECHA 2021a, see Table 7-8 in 

UNEP/POPS/POPRC.17/INF/9)。 

(8) DP は、難燃剤として多くの高分子システム (通常、熱可塑性プラスチック又は熱硬化性樹脂

のいずれか) で使用されている。 

• DP を含む可能性のある熱可塑性プラスチックの例としては、ナイロン (Weil & Levchik 

2009; KEMI 2019)、ポリエステル (KEMI 2019)、アクリロニトリルブタジエンスチレン

(ABS)、天然ゴム、ポリブチレンテレフタレート(PBT)、ポリプロピレン及びスチレンブ

タジエンゴム (SBR) ブロック共重合体 (OxyChem 2007) がある。 

• DP は、エポキシ及びポリエステル樹脂、ポリウレタンフォーム、ポリエチレン、エチレ

ンプロピレンジエンモノマーゴム、ポリウレタンゴム、シリコーンゴム、ネオプレンな

どの熱硬化性樹脂に使用される (OxyChem 2007)。 

• これらの材料中の DP の量は、PBT の 8％からシリコーンゴムの最大 40％の範囲である 

(OxyChem 2007)。 

(9) あるメーカーによると、DP は産業顧客のみが使用するために製造されている (OxyChem 

2007)。ただし、EU のデータによると、DP は一般的に工業用製品と消費者用製品の両方の

製造に使用されている。より具体的には、REACH 登録データによると、EU/EEA 地域での

DP の使用には、産業現場や専門家による配合又は再梱包での使用、成形品に含まれる場合の

消費者による使用が含まれる (ECHA 2017a; 2019b2021a)。 

• REACH では、DP はポリマー製剤及び配合物、半導体、接着剤及びシーラントといった

製品カテゴリーで産業用途に登録されている。 

• 配合及び梱包において登録された最終用途には、1）接着剤、シーラント、2）ポリマー

製剤及び配合物、及び 3）半導体が含まれる。 

• 産業現場及び専門家ユーザーによって登録された最終用途には、1）調剤の製剤化 (混合) 

及び/又は再包装 (合金を除く)、2）配合及び変換を含むプラスチック製品の製造、3）コ

ンピューター、電子・光学製品、電気機器の製造が含まれる。 

• 消費者使用段階での成形品の耐用年数において、次の成形品カテゴリーでの使用が登録

文書に記載されている：1）車両、2）機械、機械器具、3）電気/電子製品、4）織物、繊

維、衣服、5）プラスチック製品。 

• さらに、航空機部品の接着剤での使用が示されている (ECHA, 2020)。 

• DP のマイナーな使用として花火の開発があるが (ECHA, 2019)、これは EU/EEA で登録

された用途ではない。 

 

(10) 2011 年に、220 トンの電子廃棄物のサンプルがスイスのリサイクル施設で処理され、さまざ

まな出力ストリームが分析された。DP 質量流量が最も多かったのは、細粒プラスチックと、

モニターやラップトップ筐体などの消費者製品のプラスチックであった (Taverna et al. 
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2017)。 

(11) DP は、2 台のテレビ及び 1 台のコンピューターのプラスチック筐体から検出されたが、中国

のリサイクル施設から収集された同様の機器の回路基板からは検出されなかった (Li et al. 

2019c)。さらに、中国広東省のリサイクル ABS からも DP が検出された (Cao et al. 2020)。 

(12) PyroVex® SG は添加難燃剤で、サプライヤーによると DP を 99％以上含有している (Velsicol 

Chemicals LLC 2020)。PyroVex® SG は通常、プラスチックやその他の材料に混合され、単独

で使用することも、性能要件を満たすために補完的な化学物質と配合することもできる。難

燃性の電線やケーブル、コンピューターなどの電子機器に使用される電気コネクタの難燃剤

として販売されている。PyroVex® SG グレード 515、25、35 は平均粒子径が異なるだけで、

同じ化学混合物である。 

(13) 2018 年 9 月から 12 月 5 日まで開催された REACH の付属書 XIV に DP を含めるための第 9

次勧告案に関する EU の公開協議の中で、多くの企業が DP を添加難燃剤として使用してい

る用途を特定した。識別された用途は、航空及び自動車産業、ケーブル絶縁用の高分子化合

物、及び花火の開発におけるマイナーな使用であった (ECHA 2017e2021a)。 

 

3  環境への放出 

(1) DP 及びその異性体の非意図的な生成は知られておらず、環境中での DP 及びその異性体の発

生は、人間の活動の結果である。 

(2) 生産、使用、リサイクル、廃棄物処理、埋立地浸出液、流出及び廃水処理などの多くの活動

は、環境への DP の放出につながる可能性がある (Wang et al. 2016; Wang & Kelly 2017)。

DP は工業発生源から主に（地表水や土壌環境を経路して）廃水に排出されることが予想さ

れ、商業製品や消費者製品からは大気中に排出される可能性がある。DP は廃水処理場 

(WWTP) における汚泥に吸着することによってその多くが除去される可能性が高い 

(CECBP 2008 as cited in Canada 2019a)。 

(3) DP は、WWTP からの汚泥 (例：de la Torre et al. 2011; Barón et al. 2014a; Norwegian 

Environment Agency 2018b; 2019a; Ji et al. 2018) 及びバイオソリッド (Davis et al. 2012) 

から検出されている。さらに、DP で汚染された WWTP からの汚泥は、土壌濃縮 (Wu et al. 

2017) 又は肥料 (Dai 2011 reviewed in Ji et al. 2018) として使用することができる。さらに、

ノルウェーのオスロでは、雨水の粒子画分中に syn-及び anti-DP が検出された (Norwegian 

Environment Agency 2018b; 2019a)。 

(4) カナダの WWTP からのサンプルで塩素化難燃剤について調査した。DP の検出頻度は、廃水

サンプルとバイオソリッドサンプルの両方で 90％以上であったが、除去効率の中央値は全

DP で 51％から 66％の間であった (Shanmuganathan et al. 2018)。 

(5) 上海の従来の WWTP では、廃水から平均濃度 0.46 ng/L (範囲：0.05～1.40 ng/L) の DP が検

出された。汚泥には 1.1～2.0 ng/g の範囲で DP が含まれていた。anti-DP の割合 (fanti) は、

syn-DP の割合 (fsyn) の割合よりも一貫して高かった。fsyn の平均値は 0.16 から 0.33 の範囲
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であり、2 種の市販の DP 混合物の範囲内であった。上海のすべての WWTP からの下水汚泥

を介した DP の年間放出量は 164.8 g と推定された (Xiang et al. 2014)。 

(6) DP は電気・電子機器の難燃剤として使用されており、電子廃棄物のリサイクルが環境への

DP 放出源であると報告されている (Wang et al. 2016)。 

• 中国のリサイクルサイトでは、土壌中で非常に高レベルの DP (3327 ng/g) が検出されて

おり、電子廃棄物のリサイクル活動が中国における DP 排出の重要な発生源となってい

ることを示唆している (Yu et al. 2010)。 

• スイスの研究では、電子廃棄物中の DP 濃度は全体で 33±11 mg/kg であった。これは、

2011 年に生成されたスイスの全ての電子廃棄物において、年間 2.3±0.9 トン/年の年間

DP マスフローに相当する (Taverna et al. 2017)。 

(7) 室内の粉塵は、消費者製品から放出される DP を含む多くの汚染物質の吸収源であり担体 (キ

ャリア) でもある。室内の粉塵も、生活排水のみを受け入れている WWTP の主な汚染源であ

ると考えられている (Katsoyiannis & Samara 2004; Xiang et al. 2013)。DP は、0.08～124 

000 ng/g の範囲で室内粉塵中から検出されている (Newton et al. 2015; Wong et al. 2017, Cao 

et al. 2014, Lee et al. 2020, Corsolini et al. 2021)。 

(8) 生産量、使用量、廃棄量のデータに基づいて、詳細な地理的分布を伴った 2 つの世界的な大

気排出シナリオが作成されている (Hansen et al. 2020)。 

• DP の大気中への総排出量は、生産量と排出係数の不確実性を反映しながら、低排出シナ

リオでは年間 0.02 トン、高排出シナリオでは年間 3.2 トンと推定 

• 水域に年間 0.41～21.8 トン、土壌環境に年間 0～0.004 トンが直接排出されると予測 

• 先進的な化学・輸送モデルである Danish Eulerian Hemispheric Model による推定値と利

用可能な査読付きの研究から得られたすべての北極圏の測定による大気濃度の予測値を

評価することにより、この排出量予測の妥当性が検証された。 

• その結果、高排出シナリオでの予測濃度範囲は実測値とほぼ一致しており、高排出シナ

リオである可能性が高いことが推測された。一方、低排出シナリオの予測濃度は実測値

よりも 100 分の 1 以上低かった。 

• 本研究で報告された推定値は、全世界の年間生産量が 75～6,000 トン（平均 1,980 トン

と仮定）で、製造工場が 2 箇所（米国と中国）の場合としている。 

 

4 情報の統合 (発生源等に関連する部分のみ抜粋) 

• DP は、市販されている添加剤塩素化難燃剤で、プラスチックポリマーで既に規制されている

難燃剤の代替品として販売・使用されている。既知の用途には、航空産業及び自動車産業、

電線及びケーブルのコーティング、プラスチック屋根材、テレビ及びコンピューターモニタ

のコネクタなどがある。 

• DP は、生産拠点から離れた場所及び電子廃棄物のリサイクルサイトの WWTP からの粉塵、

汚泥及び廃水からも検出されており、消費者製品からの排出と曝露を示している。 
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デクロランプラス並びにその syn-異性体及び anti-異性体の残留性等の概要 

 

1  エグゼクティブ・サマリー（残留性に関連する部分のみ抜粋） 

• デクロランプラス (DP) は水、土壌、堆積物に残留し、大気でも大気中の粒子と結合し、

限定的な光分解しかしないため、自然条件下では残留性があると考えられる。 

• 水溶解度が非常に低く、オクタノール-水分配係数が大きい。 

• また、土壌や堆積物中の有機物と結合するため、微生物が容易に利用できない可能性が

ある。 

• DP は加水分解を受けやすい官能基を持たず、加水分解しないことが予想される。 

• モデルから、DP の好気性生分解は非常に遅く、ストックホルム条約に既に掲載されてい

る類似化学物質（マイレックス、クロルデン、ヘプタクロル、ディルドリン／エンドリ

ン、アルドリン、エンドスルファン）と同様であると予測される。 

• DP は、深層土壌や堆積物のコアから検出され、その残留性を示している。 

• モニタリングデータによると、土壌や堆積物の経時的な分解は限定的で、DP は残留性が

あるという結論を支持している。 

• このことは、土壌中の DP の半減期が 180 日以上であることを示す近年の実験室での研

究でも確認されている。 

 

2  残留性 

• デクロランプラス (DP) は、様々な環境コンパートメントで化学的に安定であり、非生

物的分解は最小限又は全くない (reviewed in Wang et al. 2016, ECHA 2017b, Canada 

2019a)。 

• 水溶解度が非常に低く、log Kow が高いため、DP は土壌及び底質中の有機炭素に結合す

ると予想されるため (Wang et al. 2016)、微生物が生物学的に利用できる可能性は低いく、

生分解性も低い。 

• 地表水、底質または土壌中での DP の分解に関する測定された半減期データはない 

(ECHA 2017b)。 

• しかし、DP の物理化学的特性は 3 つの異なるモデル (EPISuite、SPARC 及び Absolv) を

用いて予測され、水、土壌及び底質の推定半減期はそれぞれ 180 日、3650 日及び 1621

日と予測された (Zhang et al. 2016)。 

 

• DP は加水分解を受けやすい官能基を含まず、加水分解は関連する分解プロセスであると

は予想されない (Canada 2019a; ECHA 2017b)。 

• 空気中での DP の光分解に関するデータ研究 (Sverko et al. 2008; Wang et al. 2011; Li et 

al. 2013b; Wang et al. 2013b; Tao et al. 2015) 及び水中でのDPの光分解に関するデータ
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研究 (Chou et al. 1979b) 並びに土壌中での DP の光分解に関するデータ (モデルによる

データのみ) は、ECHA (2017d2017b) 及び Canada (2019a) でレビューされている。 

• ほとんどの実験データは、溶媒の使用や光強度の違いなどにより自然条件に直接関連付

けることができない制御された実験室での研究から得られたものである。 

 

(1) 光分解 

• 空気中での光分解に関する研究から、anti-DP が syn-DP よりも空気中での光分解性が高

い可能性が示唆されている。さらに、DP はいくつかの研究では光分解及び低塩素化デク

ロラン及びその他の分解物の生成が報告されているが、自然条件下の空気中では比較的

光安定性があると考えられている。 

• 第一に、自然条件下では、空気中の粒子への DP の収着が予想され、これにより光分解

速度が低下し、空気中での半減期が長くなる (Canada, 2019a)。 

• 第二さらに、Wang et al. (2013b) の研究は、DP が環境中で光安定性をもち、地表での

自然光条件下で限定的な分解しか進行しないことを示唆している。 

 本研究では、キセノンランプを用いた光照射による n-ノナン中の DP (anti-DP、

syn-DP、及び商用 DP) の光分解が調査され、200～750 nm の光照射下で脱塩素に

よる急速な光分解が見られた観測された。 

 最初の 5 分間で 50％以上が分解し、30 分後には 99％が分解した。 

 280～750 nm の光では分解がはるかに遅く、4 時間後にわずか 20％の分解が観察さ

れた。 

 200～280 nm (UV-C) での脱塩素化副生成物の量子収率は、280～320 nm よりも約

2～3 桁高く、320～750 nm の範囲では収率は検出されなかった。 

 したがって、可視光 (> 400 nm) と UV-A 光 (320～400 nm) の両方で、DP は n-ノ

ナン中で無視できるほどの分解を示したが、UV-C (200～280 nm) は DP の光分解

に重要な役割を果たしており、DP を除去するための潜在的に効果的なアプローチを

提供する可能性がある。 

 環境中での UV ばく露の大部分は波長 315～400 nm の UV-A 光であるため、これら

の調査結果から、DP が環境中では光安定性が高く、地表の自然光条件下では限られ

た分解しかしないことが示唆された。 

 さらに、DP から 1～4 個の塩素が除去され、水素と交換される連続分解プロセスが

観察され、主要な全体的反応は光還元であり、DP の光脱塩素化につながることが示

唆された。 

• 脱塩素化は Li et al. (2013b) によっても観察された。 

 本研究では、anti-DP、syn-DP 及び市販の DP の溶液を UV 光にばく露することによ

り、3 つの光分解実験を実施した。 

 anti-DP-Cl11 及び syn-DP-Cl11 に加えて、UV 光への曝露後のすべてのサンプル及び
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被験物質で少なくとも 2 つの未知の生成物が同定された。 

• ECHA (2017b) によると、光は水深の増加や遮光により減衰するため、光分解は自然水

では重要な環境動態プロセスではないと考えられる。また、ラジカル反応はフミン物質

によって抑制される可能性がある。利用可能な情報から、DP の水中での光分解は発生す

る可能性はあるが、DP を除去する重要なプロセスではないと結論づけられている。 

 水中での光分解に関する唯一の管理された実験室研究は、水銀ランプを用いて＞290 

nm の波長を 168 時間発光させ、5％アセトニトリルを含む水溶液中での DP の光変

換を測定した Chou et al. (1979b) によるものである。 

 Canada (2019a) では、この研究での DP の半減期は＞24 年と報告されているが、

ECHA (2017d2017b) では、水中での光変換の速度定数が＜6×10-4/h と計算され、

半減期＞48 日に相当すると報告されている (Chou et al., 1979b)。 

 ECHA (2017d2017b) によると、試験溶液には溶媒が含まれており、DP の初期濃度

は 1 ppm (1 mg/L) で、報告されている純水中の DP の溶解度よりも有意に大きいた

め、この研究結果は自然条件を直接表すものではない。 

• 土壌中の光分解については、ECHA (2017b) によると、REACH の登録者からデータが

報告されておらず、水と同様に、これが重要な除去経路になる可能性は低いと報告され

ている。 

 

(2) 生分解 

＜生分解性試験＞ 

• これらのモデリング結果と一致して、Canada (2019a) で議論された実験室試験は、DP

が好気性条件下で生分解する可能性が低いことを示している；活性汚泥生分解試験 (修

正 MITI OECD 301C) では 2 週間で生分解度は 0.6％ (US EPA, 2011; see also Japan 

J-CHECK 2020a)、廃水バイオソリッドを用いた 21 日間の試験では生分解度は 0％と報

告されている (US EPA 2009)。 

 

＜モデル予測＞ 

• 概して、モデル予測は、DP の好気性及び嫌気性生分解が非常に限られており、DP が水、

土壌、底質に残留すると予想されるという実験結果を裏付けている (Canada 2019a)。 

• BIOWIN v4.10 モデル (US EPA 2012)、Catalogic (2012) 及び TOPKAT (2004) を用いた

予測はすべて、DP の生分解が非常に遅いことを示した  (Canada 2019a; ECHA 

2017d2017b)。 

• ECHA (2017d2017b) は、BIOWIN v4.10 モデルの推定データと関連する不確実性に基づ

いて、「DP が生分解する可能性は低い」と結論付けている。 

• DP について得られた BIOWIN の結果は、多くのヘキサクロロ-ノルボルネンを含む類似

化学物質と同じであり、DP はストックホルム条約の下で既に POPs としてリストされ
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ているマイレックス、クロルデン、ヘプタクロル、ディルドリン/エンドリン、アルドリ

ン、エンドスルファンなどの類似化学物質と同程度の残留性があることを示している。 

• さらに、DP について予測される 2 つの可能性のある微生物分解経路は、POPs 類似体の

場合と同じである。 

 ECHA (2017d2017b) によると、既にリストされている POPs よりも水溶性が著し

く低い DP の方が、これらの経路の代謝速度がより速くなる可能性は低い。 

 BIOWIN v4.10 モデルの妥当性については、ECHA (2017d2017b) で詳しく議論され

ている。 

 いくつかの不確実性があるにもかかわらず、BIOWIN v4.10 は一般的に DP の有効な

モデルと見なされている。 

＜モニタリング研究＞ 

• モニタリング研究では、DP が難分解性であり、底質中での生分解が限定的であることが

追加の証拠によって示されている。 

• DPは、半減期が約 17年で、浮遊底質中に残留することが示された (Sverko et al. 2008)。 

• Qiu et al. (2007) の研究では、DP が最初の沈着後 30 年以上も存在する可能性があるこ

とが示唆されている。 

 この研究では、DP はカナダのオンタリオ湖中央部の底質コアで測定され、1980 年

頃に対応する層で検出された。 

 fanti 値が、表層（最近の）堆積物での平均 0.76 から 1980 年頃に対応するより深い層

の＞0.90 まで、経時的に増加する線形傾向 (r2 = 0.739) がみられ、anti-DP は底質

中の syn-異性体よりも残留性が高い可能性が示唆された。 

 しかし、この期間における商用バッチの fanti の変動は不明であり、調査結果は、

syn-DP から anti-DP への異性化も反映している可能性がある。 

• Qiu et al. (2007) の調査結果と同様に、淡水中 (Wang et al., 2010) 及び海底底質中 

(Fang et al., 2014) の DP 及び fanti 値に関する他の研究は、それぞれ淡水底質中の syn-DP

の立体選択的の減少及び anti-DP の濃縮の可能性が報告されている。 

 anti-DP の濃縮は、底質中での syn-異性体の優先的な生分解による可能性が高いと

説明されている。 

＜土壌での分解＞ 

• 土壌中の DP の分解に関するいくつかのデータも入手可能である。 

• カナダやEUのアセスメント (Canada 2019a; ECHA 2017b) において考慮された条件下

での制御された実験室研究ではないが、pH 7.1 で、シルト 64.2％、砂 25.6％、粘土 10.2％

及び有機物 3.12％からなる最上層の農業用土壌における DP の分解を、0.1、1、及び 10 

mg/kg の初期 DP 濃度になるように、アセトン中に DP を添加して土壌をスパイクする

ことによって、制御された実験室条件下で調査した。25℃で 260 日間培養した後、初期

DP の 4.2～8.2％が分解した (Cheng et al. 2019)。 
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 同時に、0.1、1 及び 10 µg/g の DP 濃度の土壌では、DP の不安定画分（labile fraction）
1がそれぞれ 21.25%から 8.2%、23.8%から 11.7%、25.2%から 16.3%に減少し、DP

の生物利用性が経年変化を受けて低下した。 

 変換を調査するために開発されたモデルシミュレーションは、変換速度が一定では

なく、時間経過とともに統計的に異なることを示した。DP の半減期は、1325 日か

ら 2948 日の範囲と推定され、土壌中での環境残留性をさらに示した DP 濃度 0.1、

1、10 µg/g の土壌中の DP の半減期は、それぞれ 1,325 日、1,909 日、2,948 日であ

ると外挿された。 

 著者らは、経年過程において初期には結合残留画分（bound-residue）の DP がほと

んど形成されないと考えたため、結合残留画分への DP の損失は無視し、半減期は

単純化して、不安定画分と安定的吸着画分（stable-adsorbed）の合計濃度が初期値

の半分に減少するまでの時間として計算した。 

• また、syn-DP は、中国の製造施設の近くでサンプリングされた土壌で 100 cm までの深

さでほとんど変化しないことが報告されており (Wang et al., 2010a)、異性体特異的な分

解又は優先的な吸着が土壌中で重要な役割を果たしていないことを示唆している可能性

がある。 

 DP 濃度は表層土壌 (0～5cm; 837 µg/kg 乾燥重量 (dw)) で最も高く、深さ 60～70 

cm で 9.16 µg/kg dw、深さ 90～100 cm で 3.84 µg/kg dw に減少した。 

 fanti値は土壌の深さによってほとんど変化しなかったが、表層の0.75から最深層 (90

～100 cm) の 0.67 までの範囲であった。 

 研究の著者らは、彼らの発見について相反する意見を述べている。 

 一方では、中国の市販製品の測定された fanti 値である 0.60 と比較して、土壌中

の syn-異性体の立体選択的な減少を示唆していると述べている。他方、異性体

特異的な微生物分解又は優先的な吸着は土壌において重要な役割を果たしてい

ないと述べている。 

(3) 分解性のまとめ 

• DP は、水、土壌及び底質中で残留すると予想される。 

• 空気中の粒子への結合と利用可能な実験室研究及びモデリングデータに基づいて、DP は

自然条件下の空気中でも残留すると考えられている。 

• 分解能及び微生物の代謝経路のモデリング研究は、DP の生分解が非常に遅い可能性があ

り、ストックホルム条約に記載されている類似物質よりも DP が速く分解する可能性が

低いことを示唆している。 

• モニタリングデータは、土壌と底質の経時的な分解が限られていることを示しており、

DP が残留性であるという結論を裏付けている。 

 
1 著者により土壌中の DP を抽出画分ごとに 3 種に分類したうちの 1 種で、生物利用可能性のあ

る DP として抽出されている画分。 
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• 土壌中の DP の残留性は、最近、制御された実験室研究でも確認された (Cheng et al. 

2019)。 

 

3  情報の統合 (残留性に関連する部分のみ抜粋) 

基準 基準への適否

（Yes/No） 

備考 

残留性 Yes • 分解能及び微生物の代謝経路のモデリングは、生分解が非常に

遅く、ストックホルム条約に記載されている構造類似体よりも

速く分解する可能性が低いことを示唆している  (ECHA, 

2017b; Zhang et al., 2016) 

• 土壌中での DP の長期的な分解は限定的であり、260 日後で

4.2～8.2％しか分解しない (Cheng et al., 2019) 

• 土壌中での経時的な分解は限定的 (Wang et al., 2010a) 
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デクロランプラス並びにその syn-異性体及び anti-異性体の生物蓄積性等の概要 
 

1 エグゼクティブ・サマリー（生物蓄積性に関連する部分のみ抜粋） 

• 近年、魚類を対象とした研究で、5,000 を超える生物濃縮係数が DP 異性体について報告

されている。 

• 5,000 L/kg を超える生物濃縮係数に対応する半減期も DP で報告されており、南極を含

む様々な食物連鎖や地域で 1 を超える生物濃縮係数や食物連鎖による生物蓄積係数も報

告されている。 

• DP は欧州連合において、非常に残留性が高く、非常に生物蓄積性の高い物質（vPvB）

に指定されている。 

 

2 生物蓄積性及びトキシコキネティクス 

• DP の log Kow は 9.3 (計算値) と報告されている (OxyChem 2004b)。 

• 高い log Kow と非常に低い水溶解度は、DP が非常に疎水性であり、有機物に分配され

ることを示している。 

• これは、6.65 という比較的高い log Kp（底質-水分配係数）によってさらに指示される。 

 

• これらの特性により、安定した水への曝露レベルを維持することが困難であるため、実

験室での水性試験を実施することが困難になる。 

• したがって、水への曝露は、生物蓄積性の観点からは重要性が限られていると予測され

る。 

• しかし、多くの野外研究で魚に有意な取り込みが起こることが示されている (Guo et al., 

2017; Malak et al. 2018; Kurt-Karakus et al. 2019)。 

 

(1) BCF 

• DP のような物理化学的特性を持つ物質では、食事による曝露がより重要であると予想さ

れるが、水経由の曝露による魚類の生体内蓄積試験では、ストックホルム条約で定めら

れた生物濃縮基準 (BCF> 5,000 L/kg) を超える生物濃縮係数 (BCF) 値が報告された 

(Wang et al. 2019)。 

 本研究では、コイを水経由で DP (0.14～0.24 ng/L の範囲) に 32 日間連続曝露させ

た後、32 日間の排泄期間を置いた。投与は、4 つのパッケージを使用して実行され

た。各パッケージには、フィルタースクリーンに封入した濾紙内に 1g の市販の DP

粉末 (純度 99％以上) が含まれ、水槽の底にある中空の鋼球に入れられた。著者ら

は、3 日以内に定常状態の水中濃度に到達し、その後平衡が維持されると推定した。 

 Syn-異性体及び anti-異性体の筋肉中の最大濃度は 32 日目に観察され、それぞれ 440
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±28 ng/g 湿重量 (ww) 及び 830±44 ng/g ww であった。 

 平衡に達し、筋肉中の湿重量濃度と取り込み及び排泄定数の比に基づいて BCF が計

算された。 

 報告されたBCF値はsyn-及びanti-DPでそれぞれ5,700及び9,300 L/kgであり、

排泄半減期は syn-及び anti-DP でそれぞれ 6.3 日及び 7.2 日であった。 

【参考】文献中で引用されている DP の水溶解度：0.0169、0.654、0.0175 ng/L（平

均 0.334 ng/L） 

• 英語版の J-Check で提供された情報では、1974 年に 2.7 及び 0.27 µg/L の DP 濃度の水

にコイを 8 週間曝露させた生体内蓄積試験では、BCF = 87～121 L/kg を示した (Japan 

J-Check 2020b)。 

 この試験濃度は、DP の水溶解度を大幅に超えており、記載値は真の BCF 値を過小

評価している可能性がある。 

 実測濃度（日本語版 J-Check）： 

 2 週：2.71、0.41 µg/L 

 3 週：2.54、0.37 µg/L 

 4 週：2.21、0.34 µg/L 

 6 週：2.04、0.35 µg/L 

 8 週：1.87、0.31 µg/L 

 しかし、曝露形態が経口と水中の混合であった可能性があるため、これを確定する

ことができない。 

 魚で観察された濃度レベルに関する情報は提供されていない。 

 

(2) 排泄半減期 

• 排泄半減期は、生体内蓄積の重要な尺度である。 

• 英国環境庁 (UK EA 2012) の分析によると、約 8～10 日の排泄半減期は、脂質が正常化

され、成長補正された BCF が 5000 L/kg を超えていることを示している。 

 ニジマスの幼魚を用いた餌料投与による生物蓄積性試験では、DP の排泄半減期 

(全身から肝臓を差し引いたもの) は、anti-異性体で 30～40 日、syn-異性体で 50

～70 日と報告されており、非常に生物蓄積性の高い物質であることを示している 

(Tomy et al. 2008)。 

 どちらの異性体も、49 日間の曝露後には定常状態に達しなかった。 

• 南極大陸からの水生食物網研究 (Na et al., 2017) の結果では、Tomy et al. (2008) と同様

に、Wang et al. (2016)でレビューされているように、いくつかの水生食物網や生物にお

いて、anti-DP 異性体のより高い生物蓄積が観察された。 

 しかし、コイを用いた実験室での研究では、組織特異的な変動が認められた (Tang 
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et al., 2018)。 

• さらに、モデル化された研究（Larisch and Goss, 2018）と魚類の測定された経口摂取

（Tomy et al. 2008）の比較は良好な一致を示し、食物を介した魚類中の DP のような超

疎水性化学物質の生物蓄積を確実に予測できることを示している。 

 DP の取り込みは遅いが、物質が魚類で代謝されないため、最終的には実質的な生

物濃縮をもたらす（Larisch and Goss, 2018）。 

• Wang et al. (2019) で観察されたコイの筋肉での排泄半減期は、Tomy et al. (2008) でマ

スの全身から肝臓を除いて観察されたものよりもわずかに短く、魚種や実験条件の違い

が原因である可能性がある。 

• 10-8 mol DP/L（～6.53 µg/L に等しい）へ 21 日間曝露し、21 日間の排泄期間をおいた海

洋緑巨藻 U. pertusa の幼生で anri-DP の生物蓄積が観察された（Gong et al. 2018）。 

 累積 DP レベルは 7 日目及び 21 日目にそれぞれ 127 及び 206 ng/g ww であり、半

減期は syn-DP 及び anti-DP でそれぞれ 1.4658 日及び 14.531 日であった。 

• ラットに市販の DP25 を異なる用量（0、1、10、及び 100 mg/kg/d）で 90 日間強制経口

投与した試験では、DP は筋肉よりも肝臓に優先的に蓄積した（Li et al. 2013b）。 

 高用量（10 及び 100 mg/kg/d）では、syn-DP が組織で優勢な異性体であった。 

 syn-DP の排泄半減期は肝臓で約 179 日、筋肉で 44 日、血清で 24 日、anti-DP の

場合は筋肉で 54 日、血清で 25 日であった。 

 肝臓の anti-DP の浄化時間は、浄化後の肝臓の有意でない増加のために計算されな

かった。 

 

(3) BMF／TMF 

• いくつかのフィールド研究では、様々な食物網における DP の生物蓄積係数（BMF）及

び食物連鎖による生物蓄積（TMF）が報告されている。温度、サンプリング時間、繁殖

状況、回遊、年齢及び組織と全身の計算などの要因が、TMF の計算に影響を与える可能

性がある（Borgå et al. 2012; Franklin 2016）。 

• DP は、淡水及び海水の両方から、BMF（Tomy et al. 2007; Wu et al. 2018; Sun et al. 2015, 

2017, Chen et al. 2021）及び TMF（Sun et al. 2015; Kurt-Karakus et al. 2019; Na et al. 

2017）が 1 より大きいと複数の研究から報告されており、南極での 2 つの研究の内の 1

つの研究（Na et al. 2017）を含めさまざまな食物網で生物濃縮する。 

• 中国の内モンゴルにあるシリンゴル大草原では、外温動物と内温動物の BMF がそれぞれ

0.146～88.0 と 0.866～17.2 の範囲で計算された (Chen et al., 2021)。 

 外温動物は syn-DP を選択的に濃縮し、食物連鎖網の上部では立体選択的な濃縮が

増加することがわかった。 

 DP の BMF が最も高かったのは、昆虫を食べるトカゲ（88.0）であった。 
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 この研究ではサンプル数が少なかったため、導出値には不確実性がある。 

 しかし、他の研究では、陸生の食物網で DP の生物濃縮が行われていることが示さ

れている。 

• E-waste リサイクルサイトの池に生息する昆虫-ヒキガエル、昆虫-トカゲ、昆虫-鳥など、

昆虫が主役の水生および陸生の食物網では、DP の TMF は水系食物連鎖網では＜1、陸

系食物連鎖網では＞1 であった (Liu et al. 2020)。 

 4 種類の食虫の鳥における DP の BMF は 9.5～23 であった。 

• 中国南部の高度に汚染された場所から採取された両生類では、生物蓄積と母体への移行

が観察されている（Wu et al. 2018）。 

 両生類は、水生生物と陸生生物相の間の食物網で重要な階層的位置を占めている。 

 カエルと昆虫の間の既知の捕食者と被食者の関係に基づいて、DPの1を超えるBMF

（1.8～2.7）がこの研究で報告されている。 

• 中国南部の電子リサイクル施設の近くにある淡水貯水池における DP の生物濃縮の研究

では、DP 異性体の TMF は PBDE 同族体の TMF の 2～3 倍であり、同じ食物網に含まれ

る PCB 同族体の TMF と同等かそれよりも低いことが分かった（Wu et al. 2010）。 

• 中国の水生食物網研究では、TMF は 1.9～3.1 の範囲で報告された（Wang et al. 2015）。 

 この研究では、DPMA、anti-Cl11-DP、及び syn-Cl10-DP についても生物濃縮の可

能性（TMF> 1）が報告されている。 

 これも DP の生物蓄積を評価する際に考慮に入れる必要がある。 

• 1を超えるBMF を示す 3つの陸生研究が利用可能である（Yu et al. 2013; She et al. 2013; 

Wu et al. 2018）。 

• 韓国でレッドリストに登録されている絶滅危惧種の鳥類の肝臓に含まれる DP と他の難

燃剤のレベルを調査した研究で、Jin et al. (2016) は、居住性のある肉食性の捕食種 3 種

（ユーラシアワシミミズク（B. bubo）、チョウゲンボウ（F. tinnunculus）、カラードスコ

ップミミズク（O. lempiji））の DP 濃度と栄養学的位置（δ15N）の間に有意な正の関係

（r2=0.22、p=0. 031）を見出し、これらの鳥類における DP の生物蓄積性を示唆した。 

• 生物蓄積研究の詳細については、UNEP/POPS/POPRC.17/INF/9 の Table9 (事務局注：

本資料最終ページ参照) を参照。 

 

(4) 異性体による生物蓄積性の違い 

• 環境サンプル中の DP の異性体組成は、生物相異性体選択的な取り込みまたは排泄、生

物蓄積、及び立体特異的な光分解のために、技術製品とは異なる可能性がある（Wang et 

al. 2015; and reviewed in Wang et al. 2016）。 

• 栄養レベル（Peng et al. 2014; Tomy et al. 2007; Wang et al. 2015）、曝露濃度（Li et al. 

2013a, b; Mo et al. 2013; Peng et al., 2015）、ライフサイクリックステージ（Klosterhaus 



 
 

無印：リスクプロファイル案（UNEP/POPS/POPRC.16/2）にも記載されていた情報。 
赤字、二重取り消し線：リスクプロファイル案（UNEP/POPS/POPRC.17/3）で追記又は削除された情報。 
取消線、赤字の取消線：いずれかのリスクプロファイル案に記載があるが、記載ミスと考えられる情報。 
下線、赤字の下線：事務局による修正又は追加情報。破線の下線の文献：入手済み文献。無印の文献：未入手の文献。 

資料 3-5 

et al. 2012; Sühring et al. 2014）、野生生物と組織のタイプ（Peng et al. 2014; Zhang et al. 

2011; Zheng et al. 2014a）及び立体選択的排泄（Li et al., 2019）は、生物における DP

の立体選択的生物蓄積の主な要因である。 

 

• 鳥類での研究は、DP とその異性体の取り込み、分布、排泄の動態が複雑であることを示

している。 

• 砂や食物から環境を介して DP に曝露された電子廃棄物リサイクル施設の近くで飼育さ

れたニワトリは、anti-DP 異性体の優先的な蓄積を示した（Zheng et al., 2014a）。 

 血液灌流の程度と組織機能も重要な要因であったが、組織の脂質含有量が組織分布

の主な要因であった。 

 さらに、この研究は、他の組織の ƒanti（0.54-0.59）と比較して、脳、脂肪、肝臓の

ƒanti レベル（0.65-0.64）が高く、anti-DP の組織特異的蓄積を明らかにした。 

 この研究はまた、土壌及びニワトリにおける anti-Cl11-DP と anti-DP の同様の比率

に基づいて、anti-Cl11-DP が in vivo で DP から代謝されるのではなく、食餌から吸

収されたことを示している。 

• この情報は、syn-Cl11-DP 及び anti-Cl11-DP が市販の DP-25 で検出されたという事実に

よって裏付けられており、したがって、これらの化学物質は市販の製品に由来すると推

測できる（Li et al., 2013b）。 

 

(5) 生体内変化 

• DP の生体内変化に関するいくつかの研究がある（Tomy et al. 2007; 2008; Ren et al. 

2009; Sverko et al. 2010）。 

 DP は、生体内では容易に代謝されないことが示され（Tomy et al. 2008; Xian et al. 

2011）、Tomy et al. の結果は、魚類での DP の酵素誘発代謝は、もし起こったとし

ても低い可能性があることを示唆している。 

 魚類の肝臓抽出物又はヒト血清では、DP のヒドロキシル化またはスルホン化代謝物

は観察されなかった（Tomy et al. 2007; Ren et al., 2009）。 

 

• デカクロロペンタシクロオクタジエン（DP-Cl10）やウンデカクロロペンタシクロオク

タジエン（DP-Cl11）などの DP の分解生成物が鳥の卵（Guerra et al. 2011; Muñoz-Arnanz 

et al. 2011, 2012; Zheng et al. 2014a）及びラット（Li et al. 2013）で検出されているが、

一部の研究では、摂取前の生物的又は生物的プロセスを通じて、あるいは市販製品の不

純物によってさえも形成されることが示唆されている（Sverko et al. 2008, 2010; Tomy 

et al. 2008; Zheng et al. 2010, 2014b; Li et al. 2013）。 

• ウズラと被験物質の両方で、2 つの追加の脱塩素類似体も検出された（Li et al. 2013a,b）。 
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• 日本ウズラの卵の卵黄嚢に DP を注入した研究では、DP の生体内変化は示されなかった

（Briels et al. 2018）。 

• これは、18 日目の鶏卵でも観察されたが、新生ニワトリ（残りの卵黄を含む）の syn-

および anti-DP は、それぞれ 5.9％および 15％の有意な減少を示し、後期発達段階での

何らかの代謝活性を示している（Li et al. 2019）。 

 

(6) 生体内蓄積データ 

• DP は、1980 年から 2000 年にサンプリングされたエリー湖のアーカイブされた魚（ウ

ォールアイ）で最初に検出された。これは、DP が魚に取り込まれたことを示唆している

（Hoh et al. 2006）。 

• 利用可能なモニタリング研究は、DP が環境中に広く分散していることを示している

（reviewed in Canada, 2019a; ECHA 2017b）。 

• 世界的な証拠は、DP の取り込みが、人間の体内だけでなく、水生及び陸生の食物網や人

体などのさまざまな生物相サンプルで発生する可能性があることを明らかにしている

（reviewed in Wang et al. 2016）。 

• フィールドモニタリングデータは、DP が生物学的に利用可能であり、ベースライン麻酔

に関連する重大な身体負荷の考慮事項に基づいて懸念される生物相のレベルを超える可

能性があることを示唆している（ECHA 2017b）。 

 

• DP は、カナダの 2 つの都市で収集された母乳サンプル（Siddique et al. 2012）、ヒト血

清（Brasseur et al. 2014; Yan et al. 2012: Ren et al. 2009; Chen et al., 2015）、臍帯血清

（Ben et al., 2014）及び脂肪組織 (Pan et al. 2020; Yin et al. 2020)、ならびにヒトの毛

髪（Chen et al., 2015）で検出された。 

• さらに、製造施設の労働者からの血中および毛髪中で非常に高い DP 濃度が報告されて

いる（Zhang et al., 2013）。 

 

(7) 生物蓄積性のまとめ 

• 要約すると、BCF が 5000 L / kg を超えることを示す長い排泄半減期が、DP について報

告されている。 

• 魚類の研究では、DP の log Kow が 5 を超えている。 

• DP の生物蓄積性の観点からは、水中での曝露はあまり重要ではないと考えられるが、魚

類の試験で DP 異性体の BCF が 5,000 L / kg を超えることが報告されている。 

• さらに、BMF 及び TMF＞1 は、いくつかの生物及び食物網について報告されている。 

• 多くの研究により、野生生物と人間における DP の存在が明らかになっている。 

• フィールドモニタリングデータは、DP が生物学的に利用可能であり、高い身体負荷を達
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成できることを示唆している（ECHA、2017b）。 

• これらの一連の証拠は、DP が生物蓄積性であるという結論を裏付けている。 

• さらに、DP は最近、EU で非常に生物蓄積性の高い（vB）物質として特定された（ECHA, 

2017a）。 

 

2  情報の統合 (生物蓄積性に関連する部分のみ抜粋) 

基準 基準への適否

（Yes/No） 

備考 

生物蓄積性 Yes • Log Kow=9.3（OxyChem、2007）は、生物蓄積の可能性が高

いことを示している 

• BCF> 5000（Wang et al., 2019）及び BCF>5000 に相当する

排泄半減期（Tomy et al., 2008; Tang et al., 2018; Li et al., 

2013b） 

• BMF/TMF>1 は、いくつかの種と食物網について報告されて

いる（Tomy et al., 2007; Wu et al., 2018; Sun et al., 2015, Sun 

et al., 2017; Kurt-Karakus et al., 2019; Na et al., 2017） 
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UV-328 の発生源等の概要 
 

1. エグゼクティブ・サマリー（発生源に係る部分の抜粋） 
• UV-328 の製造は 1970 年に開始され、2021 年の時点で、UV-328 は OECD 既存化学物質デ

ータベースによると高生産量化学物質（年間 1,000 トン以上）に指定されている。 
• UV-328 は紫外線吸収剤として使用され、紫外線又は太陽光による変色や劣化から表面を保護

する。UV-328 の用途は多岐にわたるが、主な用途は塗料やコーティング剤、食品包装の食品

非接触層をはじめとする様々なプラスチックへの添加剤である。自動車業界では、塗料、コ

ーティング、シーリング剤の他、車両に搭載される液晶パネルやメーター、自動車内外装の

樹脂などに使用される。また、食品包装分野では、プラスチック、印刷インキ、接着剤など

の添加剤として使用されている。 
• UV-328 の環境への排出は定量化されていない。モニタリングデータから、UV-328 は物質の

製造時、製造物の使用時、UV-328 を含む製造物の廃棄時や使用後の処理時に環境に排出され

ると予想される。環境中 UV-328 の汚染源としては、その物質を製造または使用している工

業施設、廃水処理施設、豪雨等による越流水、埋立地、プラスチックのごみ・破片などが考

えられる。 
 

2. 発生源に関する情報 
2.1. 製造、流通 
• UV-328 の製造は 1970 年に開始された（Lopez-Avila & Hites 1980）。製造開始以降の UV-328

の世界の製造量に関する時間的な傾向は公表されていない。OECD の既存化学物質データベ

ースによると、UV-328 は製造量が年間 1,000 トンを超える高生産量化学物質（HPVC）に指

定されている（OECD accessed 2021）。 
• EU では、UV-328 は年間 100～1,000 トンで登録されている（ECHA 2020a）。 
• ノルウェー、スウェーデン、デンマーク、フィンランドの北欧諸国では、SPIN（Substances 

in Preparations in Nordic Countries）データベースから、2018 年の UV-328 の総使用量は 10
トン未満であった（SPIN 2021）。 
 ノルウェーでは、UV-328 の製造はなく、その使用量は 2009 年の 1.9 トンから 2019 年

の 0.17 トンに減少している（Annex E 2021）。 
 スウェーデンでは、UV-328 の使用量は 2015 年に 244 トンに急増し、その後 2016 年に

1 トンに減少したことを除いて、2005 年の 9 トンから 2019 年の 0.7 トンに減少した

（SPIN、2021）。また、2016 年から 2019 年までの UV-328 の輸入量は年間 1.3 トンで

あった（Annex E 2021）。 
 デンマークとフィンランドでは、UV-328 の使用量は 2019 年にそれぞれ 0.1 トンと 4.5

トンであった（SPIN 2021）。 
• ハンガリーでは、21 社が UV-328 を 1 社あたり年間 1 トン未満で製造している（Annex E 

2021）。 
• ロシアでは、中国から UV-328 を輸入しているが、輸入量や企業情報は報告されていない
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（Annex E 2021）。 
• カナダでは、2000 年に 100～1,000 トンの UV-328 が輸入され、2010 年と 2013 年には 10～

100 トンが輸入されている（ECCC & Health Canada 2016）。UV-328 はカナダでは製造され

ていない。 
• 米国では、国内総製造量は、2011 年に約 1,000 トン、2012 年から 2015 年に年間 450～4,500

トンと報告されている（US EPA 2021）。 
• メキシコでは、2015 年と 2017 年の UV-328 の総輸入量はそれぞれ 90 トンと 51 トン、総輸

出量はそれぞれ 2 トンと 0.9 トン（Annex E 2021）。 
• 日本では、UV-328 の製造量又は使用量は、2012 年から 2014 年に年間 1～1,000 トン、2015

年に 1,000～2,000 トン、2016 年から 2018 年に 1～1,000 トン（NITE 2018）。 
• 韓国では、2018 年に 0.25 トンが生産され、58 トンが輸入され、113 トンが使用された（Annex 

E 2021）。 
• オマーンは、2016 年から 2019 年にかけて UV-328 を成分の一つとして含むが、原材料とし

ては含まない化学物質を輸入した。2020年以降、オマーンはUV-328を輸入していない（Oman 
2021）。 

• コスタリカ、モナコ、オーストラリア、コロンビア、エジプト、ペルーにおいて、UV-328 の

製造の報告はない（Annex E 2021）。 
• バーレーンでは UV-328 は輸入及び使用されていない（Bahrain 2021）。 
• POPRC-16 において、UV-328 の大規模な製造会社が、UV-328 の製造について意図的な撤退

を開始したと宣言した。 
 

2.2. 用途 
• UV-328 は、完全に可逆的かつ非破壊的なプロセスで、紫外線のフルスペクトルを吸収する

（ECHA 2014）。そのため、紫外線又は太陽光の下での変色や劣化から表面を保護するための

紫外線吸収剤として使用されている。その用途のほとんどは、表面コーティングや塗料（自

動車のクリアコート仕上げなど）、プラスチック（透明プラスチック、食品包装など）の添加

剤として使用されている。また、印刷用インクや食品接触材料に使用される接着剤にも使用

されている（EuPIA 2013）。 
• UV-328 は、プラスチックシュリンクフィルム（plastic shrink films）、屋外家具、自動車のク

リアコート仕上げの紫外線安定剤として、また、コーティング剤、アクリロニトリル・ブタ

ジエン・スチレン（ABS）樹脂、エポキシ樹脂、繊維樹脂、ポリプロピレン（PP）、硬質及び

軟質ポリ塩化ビニル（PVC）、ポリスチレン（PS）の光安定剤として使用される（Causin 2016; 
ECHA 2020b）。また、不飽和ポリエステル、ポリアクリレート、ポリカーボネート（PC）の

光安定剤としても有用である（ECHA 2020b）。 
• 建築材料、充填剤、表面処理、接着剤、塗料/ラッカー/ワニス、シンナー、塗料除去剤、印刷

インク、消費者向け香料、布/繊維/皮革製品、殺虫剤（活性成分以外）にも使用されている

（Danish EPA 2015; ECHA 2020b）。紫外線吸収剤としての推奨用途は、ポリオレフィン、ポ

リウレタン、PVC、ポリアクリレート、エポキシ、エラストマーとなっている（ECHA 2020b）。 
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• オーストラリアでは、UV-328 は補修部品市場の自動車製品の工業用シーリング剤に使用され

ている（NICNAS 2017）。 
• カナダでは、1986 年に UV-328 の 63%がプラスチック分野、37%が塗料・コーティング剤に

使用され、現在 UV-328 は、自動車用の塗料やコーティング剤に使用され、自動車の製造で

はシーリング剤としてわずかに使用されており、プラスチック製の食品包装では食品非接触

層の添加剤として使用されている（ECCC & Health Canada 2016）。 
• ノルウェーでは、UV-328 は主に塗料やワニスに使用されているが、ゴムや透明プラスチック

にも使用されている（Annex E 2021）。 
• スウェーデンでは、UV-328 は主にプラスチック、塗料、シーラントの添加剤として使用され

ている（Annex E 2021）。 
• ロシアでは、UV-328 は、主に腐食防止剤（防錆剤）として、金属表面の研磨剤や、銅、銀、

亜鉛などの金属の重量測定に使用されている（Annex E 2021）。 
• UV-328 は食品接触用品の食品非接触層の添加剤として使用されている。欧州委員会共同研究

センター（JRC）の FACET ツール 1によると、UV-328 は食品接触用品に使用されるものと

して当該ツールに含まれている（JRC 2017）。 
• UV-328 は、食品接触用品の食品非接触面に使用される印刷インキの添加剤として、欧州印刷

インキ協会（EuPIA）の 2013 年インベントリーリストにも含まれている（EuPIA 2013）。 
• スイスでは、UV-328 は、食品と接触する材料および物品に関する条例の「包装用インクの製

造のための許容物質および関連要件のリスト」に含まれている（Swiss FDHA 2020）。 
• 米国では、UV-328 は、米国食品医薬品局（FDA）の「食品接触物質に用いられる間接的な添

加物インベントリー」に掲載されている（US FDA 2021）。 
• 日本では、UV-328 は、食品接触プラスチック添加物の 2020 年ポジティブリストに入ってい

る（MHLW 2020）。 
＜参考＞合成樹脂区分 3（器具・容器包装の特定の種類の材質に接触する食事量の割合を推定して得た係数が 0.1

未満で、塩化ビニル又は塩化ビニリデンに由来する部分の割合の合計が 50 wt%未満で、耐熱性が低く、

吸水率が 0.1%以上のポリマー（例：ポリエステル、ポリアミド等））では 10 重量%まで使用可能で、そ

れ以外の合成樹脂区分では 5 重量%まで使用可能。（「食品、添加物等の規格基準の一部を改正する件（令

和２年厚生労働省告示第 196 号）」より） 

• 中国では、UV-328 は、食品接触プラスチックおよび食品接触接着剤のリストに含まれている

（NHFPC 2016）。 
• UV-328 は、自動車分野において 3 つの用途が報告されている（JAPIA 2021）。 

 車両に搭載される液晶パネル（スーパーツイストネマティックタイプ）やメーターの光

学用偏光板・偏光フィルム 
 塗料 
 内外装部品（ドアハンドルやレバーなど）に使用される樹脂 

• コーティング剤では、UV-328 の典型的な推奨濃度は 1～3％（固形分を基準とした重量）で

ある（Hangzhou Sunny Chemical Corp Ltd. 2003）。自動車のクリアコート仕上げやボートの

 
1 香料・添加物・食品接触材料曝露ツール（Food flavorings, Additives, and food Contact materials Exposure 

Tool）の略称。食品の香料、食品添加物、食品接触材料から食品に移行する可能性のある物質の消費者への曝

露を推定するためのソフトウェア。 
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トップコートグレージングなどの消費者向けの用途では、UV-328 が最大 10％の濃度で米国

の製品安全データシートにおいて確認された（ECCC & Health Canada 2016）。 
• プラスチック中では、製造時の添加剤としての UV-328 の推奨含有量は、通常 0.1～1 質量％

である（Hunan Chemical BV 2016）。 
• ポリマー固有の推奨値は、PC では 0.15～0.3％、ポリエチレン（PE）では 0.2～0.4％、PS

およびPVCでは 0.2～0.5％、ポリエステルでは 0.3～0.5％である（Disheng Technology 2017）。
しかし、近年製造されたプラスチックや包装材に含まれる UV-328 の濃度が低くなっている

ことが最近の研究から分かっている（Chang et al. 2013; Rani et al. 2017; Zhang et al. 2016）。 
 Zhang et al. (2016)は、他の紫外線吸収剤と一緒にミルク包装やスナック包装に 25～76 

µg/g（質量比で 0.0025～0.0076%）の範囲で UV-328 を検出 
 Chang et al. (2013)は、市販のポリエチレンテレフタレート（PET）飲料包装で 2.01 µg/g、

低密度ポリエチレン（LDPE）包装で 13.88 µg/g の UV-328 の濃度を報告 
 Rani et al. (2017)は、新たに生産されたプラスチックでは、0.0027～0.4 µg/g の範囲でさ

らに低い濃度を報告 
• さらに、UV-328 の濃度は報告されていませんが、食品接触材料の後続生産を目的としたリサ

イクルされた消費者後の PET から UV-328 が検出されている（Dutra et al. 2014）。 
• 織物における UV-328 の使用については、UV-328 の典型的な負荷がどの程度あるか知られて

いない。Avagyan et al. (2015)は、様々な衣類品で UV-328 を測定し、異なる素材から作られ

た 26 の衣料品から、主に綿で構成された 2 つのサンプルにおいて、UV-328 を 8.05 及び 108 
ng/g の濃度で検出した（Avagyan et al. 2015）。 
 

2.3. 環境への排出 
• UV-328 は、その物質の工業製造時、製造物の使用時、製造物の廃棄や使用後の処理時に環境

に排出されることが予想される。様々な発生源から環境への UV-328 の排出を定量化した経

験的なデータはない。 
• カナダの評価では、カナダのプラスチック製造部門及び塗料・コーティング部門での UV-328

の工業的使用による地表水への排出についての推定値と、様々な排出シナリオでの地表水、

堆積物、バイオソリッド及び土壌での予測環境濃度（PEC）が示されており、下記の表 4 及

び表 5 に示す。カナダでの評価における PEC の算出方法の詳細は、 INF 文書

（UNEP/POPS/POPRC.17/INF/17）に記載されている。地表水に排出された後、UV-328 は

粒子や有機物に吸着し、最終的には堆積物に吸着する可能性が高い（ECCC & Health Canada 
2016）。 

 
表 4 プラスチック分野での工業用途による UV-328 の排出結果からの予測環境濃度。1 施設あた

り年間 25 トンの使用を想定（ECCC & Health Canada 2016） 

 特定の場所 全体 

排出源付近の表流水（短期濃度）(mg/L) 2.52×10−4 1.28×10−4 – 8.81×10−3 
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受け皿となる水源での表流水（長期濃度）(mg/L) 6.90×10−6 3.52×10−6 – 2.41×10−4 

堆積物 (mg/kg dw) 0.19 6.80 

活性汚泥 (mg/kg dw) 18.62 2446.23 

土壌 (mg/kg dw) 0.64 84.60 

 
表 5 塗料・コーティング部門での工業用途による UV-328 の排出結果からの予測環境濃度。1 施

設あたり年間 12 トンの使用を想定（ECCC & Health Canada 2016） 

 特定の場所 全体(溶剤系コ

ーティング) 
全体(水性コ

ーティング) 

排出源付近の表流水（短期濃度）(mg/L) 4.92×10−5 2.67×10−6 – 7.78×10−4 

受け皿となる水源での表流水（長期濃度）(mg/L) 1.35×10−6 7.31×10−8 – 2.13×10−5 

堆積物 (mg/kg dw) 0.038 0.14 0.60 

活性汚泥 (mg/kg dw) 92.42 1016.62 84.72 

土壌 (mg/kg dw) 3.20 35.16 2.93 

 
• 米国ロードアイランド州のナラガンセット湾で実施されたモニタリング調査の結果から、環

境中の UV-328 の発生源として工業の排出が関与していることが明らかになった。堆積物コ

アでは、近くの製造施設で UV-328 が製造されていた時期（1970～1985 年）に対応する高濃

度の UV-328 が検出されている（Cantwell et al. 2015; Hartmann et al. 2005; Jungclaus et al. 
1978; Lopez-Avila & Hites 1980）。 

• UV-328 を含む製造物を下水に排出することは、海、川、海岸、堆積物、土壌などの異なる環

境コンパートメントで UV-328 が検出されることに関連する。これは、UV-328 が物質に化学

的に結合していないため、摩耗、浸出、揮発などのプロセスにより、製造物から環境中に UV-
328 が排出される可能性があることを意味している。したがって、廃水処理場、埋立地、豪

雨等による越流水は、環境中 UV-328 の汚染源と考えられる(Brorström-Lundén et al. 2011; 
Montesdeoca-Esponda et al. 2021)。 

• ノルウェーによると、屋内外の環境へ UV-328 が排出されていることが観察されている。UV-
328 は、室内空気や粉塵、廃水、廃水汚泥、河川水、発生源地域の生物相、遠隔地の生物相で

検出されている（Annex E 2021）。 
• UV-328 は、下水汚泥の活用（Lai et al. 2014b）や UV-328 を含む廃棄物の分解の結果、土壌

に流入すると予想される。 
• UV-328 の主な用途は、プラスチックの添加剤としての使用である。プラスチックは、プラス

チックごみの形態で毎年多くの量（18.6～26.1 M トン）が海に排出されている（Borrelle et 
al. 2020）。その結果、世界の海にはプラスチックごみの巨大な渦があり（Eriksen et al. 2014）、
これが UV-328 の発生源となる可能性がある。UV-328 は、海洋プラスチックごみ（最大濃度

の範囲 0.2～1.6 µg/g）（Rani et al. 2015, 2017; Tanaka et al. 2020a）、キタカワセミやクロア

シアホウドリなどの海鳥が摂取したプラスチック（Tanaka et al. 2019a）、外洋で餌を食べ、
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海洋プラスチックごみの破片を頻繁に摂取することが知られているその他の海鳥（Tanaka et 
al. 2019b; Yamashita et al. 2021）から検出されている。したがって、UV-328 を含むプラス

チックごみは、海洋環境やプラスチックを摂取する生物相にとって、UV-328 の主な供給源と

なっている可能性がある。 
• 繊維製品への UV-328 の使用は、繊維製品が洗濯される際に、環境や廃水処理施設への UV-

328 の排出源となる可能性もある。10 回の洗濯サイクルの後、ポリエステルから作られた繊

維製品から 80％もの UV-328 が除去されたことが示されている（Luongo et al. 2016）。 
 

3. 情報の統合（発生源に係る部分の抜粋） 
• UV-328 はフェノール性のベンゾトリアゾールで、紫外線吸収剤として、塗料、コーティング

剤、シーラント、接着剤、印刷インキ、消費者向けの香料、不活性農薬、繊維、ゴム、プラス

チックなど、幅広い産業用途や消費者向け製品に使用されている。UV-328 の主な用途は、自

動車用の塗料やコーティング剤、プラスチックへの添加剤であり、ポリマー、印刷インキ、

食品包装に使用される接着剤などがある。自動車分野では、UV-328 は、塗料、コーティング

剤、シーリング剤のほか、自動車に搭載される液晶パネルやメーター、自動車の内外装部品

の樹脂などに使用されている。 
• UV-328 は世界的に大量に製造されているが（年間 1,000 トン以上）、どのような用途でどの

くらい生産されているのか、公表されたデータはない。近年、UV-328 は EU で高懸念物質

（SVHC）に指定され、ノルウェーでは優先物質の国家リストに含まれている。UV-328 はバ

ーレーン王国の法律で制限されている。 
• UV-328 は、工場での製造時、製造物の使用時及び UV-328 を含む製造物の廃棄の結果として

環境に排出される。その結果、世界各地の大気、水、土壌、堆積物、生物相、ヒトなどの様々

な環境コンパートメントで検出されている。 
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UV-328 の残留性等の概要 
 

1. エグゼクティブ・サマリー（残留性に係る部分の抜粋） 
• UV-328 は堆積物、土壌、水に残留すると考えられており、これらの媒体における UV-328 の

半減期はそれぞれ附属書 D の閾値を超えている。米国ナラガンセット湾の UV-328 製造施設

の近くで採取された堆積物コアのモニタリングデータから、UV-328 が堆積物中に残留するこ

とを確認している。当該施設が UV-328 の製造を停止した数十年後でさえ、高レベルの UV-
328 が検出された。 
 

2. 残留性に関する情報 
• UV-328 は、実験やモニタリングデータによって、土壌や堆積物中での分解性が非常に低く、

半減期が長いことが実証されている。これらの理由から、UV-328 は EU において、証拠の重

み付け手法に基づき、極めて難分解性（vPvB）と難分解性（PBT）に分類されている（Brandt 
et al., 2016; ECHA, 2014）。 

• UV-328 は、その化学構造に加水分解可能な部分を含まず、紫外線を吸収する特性を有してい

るため、加水分解、酸化、直接の光分解によって著しく劣化することはないと考えられる

（ECHA, 2014）。 

 
2.1. 室内実験データ 
• UV-328 は容易に生分解されない。OECD 301 B に準拠した生分解性試験では、活性汚泥中で

28 日後に UV-328 の 2～8％が分解された（Ciba-Geigy, 1988）。 
 

2.2. 野外実験データ 
• 汚泥で改質した農業用土壌から UV-328 が消失することを確認した研究（Lai et al., 2014a） 

 2006 年 5 月に北京の廃水処理場から脱水汚泥を回収し、その後、中国山東省にある fluvo-
aquic 試験土壌に適用し、2 種類の処理が行われた。 
 1 つ目の処理：2007 年 5 月に試験土壌に汚泥の改良剤を 1 回だけ散布 
 2 つ目の処理：2007 年から 2010 年まで毎年 10 月 5 日に汚泥を散布 

 試験土壌に散布された汚泥中の UV-328 初期濃度：108±2.6 ng/g 
 対照土壌（汚泥の改良剤が適用されていない場所）中の UV-328：未検出 
 2010 年 10 月から 2011 年 10 月まで、1 カ月ごとに土壌サンプルを採取し分析 
 2011 年 1 月と 2 月のデータは、山東省の霜が降りる時期にサンプリングが困難だったた

め分析から除外し、2011 年 3 月から 10 月までのデータに対して動態曲線適合（dynamic 
curve fitting）を実施 

 UV-328 の土壌中半減期：179～218 日と推測 
• 中国山東省で同じ種類の試験土壌を用いて、野外試験が 2006 年 10 月から 2011 年まで行わ

れた（Lai et al., 2014b）。 
 UV-328 の土壌中半減期：99～223 日 
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• これらの値は、UV-328 が土壌中で難分解性であることを示す。 
• 上記の野外試験での半減期には、揮発、土壌深層への溶出、表面流出などの分解以外の損失

プロセスが含まれるため、実際の土壌中の分解半減期はさらに長くなると予想される。 
 
2.3. 類似物質からのリードアクロスによる推定 
• 堆積物及び水中の UV-328 に関するシミュレーション試験がない

ため、構造的に類似した物質である M1（CAS No.84268-36-0）
からのリードアクロスを実施して、堆積物中の UV-328 の半減期

を推定した（ECHA, 2014）。 
 欧州化学物質庁のリードアクロス評価枠組み（the European 

Chemical Agency’s read-across assessment framework）で

は、構造的に類似した物質（共通の官能基によるものなど）を物質のカテゴリーとみな

し、物質の同じカテゴリー内の対象物質（UV-328 など）の情報を補うために、参照物質

（M1 など）についてリードアクロスを行うことができるとしているため、リードアクロ

スを行ったことの正当性は担保されている（ECHA, 2017）。 
 M1 もフェノール性のベンゾトリアゾールであり、UV-328 との違いは、M1 が n-プロピ

オン酸基と tert-ブチル基を含むのに対し、UV-328 はフェノール基の 4 位と 6 位に 2 つ

の tert-ペンチル基を含む点のみである。 
 プロピオン酸基は tert-ペンチル基よりも分解されやすいため、M1 の半減期は UV-328 よ

りも短いことが予想される（Brandt et al., 2016）。 
 M1 に関するシミュレーション試験（ECHA, 2014） 

 池の系の堆積物相（嫌気的条件）半減期：238 日 
 池の系の堆積物相（好気的条件）半減期：248 日 

 UV-328 の堆積物中の半減期は少なくとも 238 日になると考えられる。 
 

2.4. モニタリングデータ 
• モニタリングデータから、UV-328 が堆積物コアに残留することを確認している。 
• 米国ロードアイランド州ナラガンセット湾でモニタリング調査が実施された。 
• 1970～1985 年にその湾の近隣の化学製品製造施設で UV-328

が製造されていた（Cantwell et al., 2015; Hartmann et al., 
2005; Jungclaus et al., 1978; Lopez-Avila & Hites, 1980）。 
 Cantwell et al.（2015）は、堆積物コアにおける UV-328

の最高濃度が 74 µg/g dw であり、これは近隣の施設で製

造されていた 1976 年に相当する濃度であると報告した。 
 近年（製造終了後）に対応する表面付近の UV-328 の

濃度は 3～6 µg/g dw であった。 
 同様の濃度傾向が報告されている (Hartmann et al. 

2005)。 

M1 の構造式 
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• UV-328 は製造や環境への排出が終了してから数十年後でも、（嫌気的な）堆積物に残留する

ことが明らかになった。 
 

2.5. モデル推定 
• 残留性のスクリーニングツールである EPI Suite の BIOWIN 4.10 モジュールから、UV-328 は

Biowin3 において 2.054 のスコアであった。 
 Biowin3 は好気性環境（開放系）における物質の最終的な生分解を推定するためのサブモ

デルで、Scheringer et al. (2012)、Rorije et al. (2011)、Boethling et al. (1995)に記載され

ている以下の式に基づいて、UV-328 の水中での半減期が 74 日、土壌での半減期が 136
日であることを推計。 
 Log t1/2 water = - 0.80×scoreBiowin3 + 3.51 
 t1/2 soil = 1.85×t1/2 water 

 t1/2 water：水中の半減期（日）、t1/2 soil：土壌中の半減期（日） 
 1 つ目の式は、EPI Suite ユーザーガイドに記載されている半減期の値とスコアに基

づいている（Scheringer et al., 2012）。 
 2 つ目の式は、グラブサンプル研究から得られた生分解データに基づいており、淡

水と表層土壌における好気性生分解の相対的な速度に着目している（Boethling et al.、
1995）。 

 水中での推定半減期は 74 日で、附属書 D の水中残留性の閾値である 2 ヶ月を超えてい

る。 
 
2.6. 結論 
• UV-328 の分解半減期が、土壌中で 6 ヶ月、堆積物中で 6 ヶ月、水中で 2 ヶ月という附属書

D の閾値を超えているという証拠に基づき、UV-328 は残留性の基準を満たしている。 
 

3. 情報の統合（残留性に係る部分の抜粋） 
• UV-328 は容易には生分解されず、実験及びモニタリングデータにより、UV-328 が土壌や堆

積物に残留することが実証されている。 
• 野外調査では、UV-328 は土壌中に残留し、その半減期は附属書 D の閾値である 6 ヶ月より

も大きいことが示されている。 
• フェノール性のベンゾトリアゾール類の構造と類似した化合物とのリードアクロスにより、

UV-328 の堆積物中での分解半減期は附属書 D の閾値である 6 ヶ月を超えることが示された。 
• 過去に UV-328 の製造施設の近くで採取された堆積物コアのモニタリングデータによって確

認されており、施設が物質の製造を停止してから数十年経っても UV-328 は堆積物コアに残

留している。 
• モデル推定の結果、UV-328 は水中では残留性があり、半減期は附属書 D の閾値である 2 ヶ

月よりも大きいことがわかった。 
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UV-328 の生物蓄積性等の概要 
 

1. エグゼクティブ・サマリー（生物蓄積性に係る部分の抜粋） 
• UV-328 は生物蓄積性と考えられ、魚類で実験的に求められた生物濃縮係数は 5000 を超える。 
• このことは、最上位捕食者で高濃度になる野外の証拠により支持される。 
• 加えて、人における UV-328 の緩慢な反応速度と低い代謝、並びに血中タンパク質への結合

能は、本物質の人への潜在的な生物蓄積性を示す。 
 

2. 生物蓄積性に関する情報 
• UV-328 は、log KOW が 5 を超え、生物蓄積性を示す。 
• 測定された生物濃縮係数（BCF）及び算出された生物蓄積係数（BAF）は附属書 D の基準で

ある 5000 を超えており、代謝的変換速度は遅いことから、UV-328 が生物蓄積することが確

認されている。 
• 欧州の REACH 規制では、UV-328 は生物蓄積性と高生物蓄積性に分類されている(ECHA, 

2014)。 
 

• UV-328 の生物蓄積は、主に食物を経由して生物への摂取後に起こり、水界生態系においてそ

の証拠がある。 
 
2.1. 試験データ 
• 水界生態系での UV-328 の生物蓄積はコイ(Cyprinus carpio)に対する 2 つの研究（OECD TG 

305 C, 2000, 2007）で試験されている(ECHA, 2014, 2020a)。 
• OECD TG 305 C, 2007 での研究（設定濃度 0.1、0.01 μg/L（実測濃度 0.102、0.0095 μg/L）

で 60 日曝露） 
 BCF 

 0.1 μg/L（40～60 日）：820～1,000 L/kg ww（脂質含量 5%補正：980～1190 L/kg ww） 
 0.01 μg/L（40～60 日）：980～1,800 L/kg ww（魚体の平均脂質含量が 4.9%のため

5%補正しても有意に変動せず） 
 排泄半減期（0.01 μg/L、0.1 μg/L（16 日））：33 日 

 体重および成長速度の情報が未報告のため、BCF Estimation Tool (OECD, 2020)を用

いた排泄半減期から BCF の逆算は困難 
 コイ魚体全体の濃度に加え、組織別の BCF も測定 

 最大 BCF は内臓で、次いで頭部、外皮、可食部 
• OECD TG 305 C, 2000 での研究（実測濃度 0.78、0.07 μg/L で 56 日以上曝露）(ECHA, 2014) 

 UV-328 は水溶解度< 1 μg/L の高度に疎水性の物質である(ECHA, 2014, 2020a)ことに留

意すべきである。従って、高い曝露濃度 0.78 μg/L は、実際には水溶解度以上の可能性が

ある。よって、高い試験濃度での水中 UV-328 濃度の過大評価は、BCF 値の過小評価を

導く可能性がある。そのため、低い方の曝露濃度の BCF のみを報告する。 
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 0.07 μg/L での BCF 
 脂質補正なし（6～8 週）：4,400～4,800 L/kg ww 
 脂質含量 5%で補正：平均 5,500(5,200～6,600)L/kg ww（曝露終了時脂質含量不明の

ため曝露開始時脂質含量 4.2%を使用） 
 排泄半減期 

 0.78 μg/L：26 日 
 0.07 μg/L：24 日 

• 上記 2 つのコイの研究で BCF 値の違いが一桁以内であったことは、比較的高い種内差と水溶

解度の低い試験物質に関する課題を考慮することによって、部分的に説明することが可能で

ある。 
 

• 実験による BCF データの動態モデルに基づいて、UV-328 の代謝変換速度は低く、184-g の

魚で代謝速度定数 0.01/day と計算される(ECCC and Health Canada, 2016)。 
 

• BCF が水からの呼吸器経由曝露のみを考慮し、食餌摂取を考慮していないことに注意するこ

とが重要である。 
• UV-328 の水溶解度は低く、水からよりも生物の摂食を通じて摂取される可能性が高いことか

ら、本物質の生物蓄積の可能性を評価するための適切なパラメータは、代謝的変換を補正後

の BAF とみなされるだろう。 
 

2.2. モデル推定 
• AQUAWEB モデル(v1.3)によると、栄養段階中位の魚類における UV-328 の BAF は、87,000 

L/kg ww と推定され、本物質の食餌摂取を考慮した場合の水生生物での大きな経口生物濃縮

係数(BMF)を示している(Arnot & Gobas, 2004; ECCC and Health Canada, 2016)。 
• BCF 及び BAF の EPI Suite による推定でも、海洋食物網における UV-328 の生物蓄積性が予

測されている(US EPA, 2012)。 
 

2.3. 野外データ 
2.3.1. 高次捕食者 

• 1998 年から 2009 年の有明海のスナメリ(Neophocaena phocaenoides)で UV-328 のモニタリ

ングを実施(Nakata et al., 2010)。 
 脂肪組織中の平均濃度(n=5)：29 ng/g ww 
 脂肪組織中濃度と脂肪組織の重量組成（平均 29%）に基づく全身の濃度：8.4 ng/g ww 
 脂質含量 5%で補正した場合：1.9 ng/g ww 

• これにより 2004 年から 2007 年に有明海で採取された小型魚類中濃度とこのスナメリ中濃

度の比較ができるようになった(Nakata et al. 2009)。 
• 脂質補正のスナメリ中 UV-328 濃度は小型魚類の 4 倍で、脂質非補正のスナメリ中 UV-328

濃度は小型魚類の 30 倍であった(Nakata et al. 2009, 2010)。 



 

無印：リスクプロファイル案（UNEP/POPS/POPRC.17/4）に記載された情報。 
取り消し線：リスクプロファイル案に記載があるが、記載ミスと考えられる情報。 
下線：事務局による修正又は追加情報。 
破線の下線の文献：入手済み文献。無印の文献：未入手の文献 
 

資料 6-3 

 数値は表 6 に示す。 
 

表 6 有明海で採取されたスナメリ中及び小型魚類中の UV-328 濃度（ng/g ww） 
 脂肪組織 

（脂質含量 80%） 
全身 脂質補正 

（5%脂質） 
文献 

スナメリ 29 ± 19 8.4 ± 5.5 1.9 ± 1.3 Nakata et al., 2010 
小型魚類 ‐ 0.25 ± 0.03 0.5 ± 0.2 Nakata et al., 2009 

 
• スナメリの摂食行動と餌生物に基づくと、スナメリでの UV-328 の生物蓄積のもっともらし

い経路は栄養移行である：底生生物による底質からの摂取に始まり、スナメリの餌生物によ

る底生生物の摂食で摂取し、スナメリによる餌生物の摂食で摂取する(ECHA, 2014)。 
• 有明海のスナメリは、スズキ(Lateolabrax japonicus)、トラギス(Parapercis sexfasciata)など

の小型魚類、頭足類（例：イカ）、甲殻類（例：エビ）を捕食することが知られており(Shirakihara 
et al. 2008)、同海域ではこれらの生物に UV-328 が蓄積している(Nakata et al., 2009)。 

• これらの野外データに基づくと、UV-328 では最上位捕食者で高濃度になっていることが報告

されている(ECHA, 2014)。 
• スナメリ中の UV-328 モニタリングが長期間にわたって実施され、試料数が少ないこと、ス

ナメリやその餌生物が異なる時期に採取されていることに注意すべきである。 
• しかしながら、スナメリが 30 歳までは生息できており、生涯にわたって化学物質を蓄積する

ことができることにも注意すべきである。 
 

2.3.2. 魚類 
• UV-328 や他の紫外線吸収剤の生物蓄積性を評価する目的で、中国の珠江デルタで 9 種の野

生の淡水性魚類と水を採取した研究(Peng et al., 2020) 
 UV-328 の低い検出頻度により、BAF は報告できず。 
 生物相－底質蓄積係数(BSAF)（実測）：1.36 ± 1.96 
 食物連鎖増幅係数(TMF)（推定）：1.2 ± 0.1 

• BSAF と TMF が 1 を超えていることは、UV-328 が、汚染された底質への曝露によって生物

蓄積する可能性や食物連鎖によって濃縮されている可能性をそれぞれ示している。 
 

2.4. トキシコキネティクス 
• 哺乳動物での生物学的利用能に関しては、Advanced Chemistry Development Inc.（ACD 社）

のモデル Percepta1により、UV-328 が小腸でイオン化されず、経口投与後は消化管である程

度は吸収される見込みであることが予測されている(ECCC and Health Canada, 2016)。 
• UV-328 の疎水性に基づき、肝臓が主な代謝器官と予測され、代謝物はほとんど腎臓を介して

排泄される。 
• このことは、資料３－６の反復投与毒性試験での結果と後述のヒトでのトキシコキネティク

 
1 化学構造から物理化学特性、ADME 特性、毒性エンドポイントを予測するモデル。 
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スにより支持される。 
• REACH の規制文書によれば、生物による UV-328 の経皮摂取の可能性は低い(ECHA, 2020a)。 

 
• 人における UV-328 の代謝や体内動態に関する最近の研究で、3 名の成人ボランティアに 0.3 

mg/kg bw を経口投与している(Denghel et al. 2021)。 
 72 時間後、投与量の約 0.1%だけが UV-328 と代謝物として尿から回収された。 
 特定された代謝物のうち、2 物質が水酸基置換体、2 物質がオキソ基置換体で、1 物質が

水酸基とオキソ基の両方の置換体であった。 
 置換はフェノール部分の tert-ペンチル基で起こっていたが、ベンゾトリアゾール部分は

変化しないままであった。 
 この研究でみられた緩慢な代謝は、脂肪中に貯蔵されている可能性のある UV-328 の再

吸収を示しており、UV-328 やいくつかの代謝物の蓄積は、腎排泄との関連性の低さや遅

い反応速度による反復的曝露シナリオで予測される可能性がある。 
• 加えて、ヒト血漿中の最も豊富な輸送タンパク質のヒト血清アルブミンと様々なベンゾトリ

アゾール系紫外線吸収剤との構造活性相関の研究では、UV-328 がヒト血清アルブミンに結合

することができ、立体構造変化の原因となることを発見している(Zhuang et al. 2016)。 
• 低い代謝クリアランスと緩慢な尿排泄に結び付けられた、血中でのタンパク質との結合能は、

物質の生物蓄積の可能性と程度を予測する良い因子とみなされる(Tonnelier et al. 2012)。 
• そのため、Denghel et al. (2021)や Zhuang et al. (2016)による報告は、ヒトにおける UV-328

の生物蓄積性を示すものになる可能性もある。 
 

2.5. 結論 
• 結論として、コイで実験的に求められた 5000 超の BCF 値や 5000 超と推定された BAF 値

は、UV-328 が生物蓄積性の基準を満たしていることを示す。 
• このことは、スナメリやその餌生物で示された野外データによる最上位捕食者で UV-328 が

高濃度になっているという指摘に加え、実測 BSAF が 1 を超えていることや、推定 TMF が 1
を超えていることにより、指示される。 
 

3. 情報の統合（生物蓄積性に係る部分の抜粋） 
• UV-328 は、log KOWが 5 を超え、実験的に測定した BCF や推定される BAF が附属書 D の基

準である 5000 L/kg ww を超えており、生物蓄積性がある。 
• 実測 BSAF と推定 TMF が 1 を超えているとの報告もある。 
• スナメリやその餌生物での野外データによれば、UV-328 は最上位捕食者で高濃度になると報

告されている。 
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クロルピリホスの残留性、生物蓄積性等に関する情報 
 
 
 
本資料の見方 
• 条約事務局ホームページに公表された EU からの提案文書（UNEP/POPS/POPRC.17/5）に

関する文献情報をまとめ、提案文書に記載された情報は無印とした。 
• 上記提案文書に記載されておらず INF 文書（UNEP/POPS/POPRC.17/INF/4）や文献等より

補足として追加した情報は、下線を付した。 
• 同文書において元文献等で確認して間違いと推察される記載内容を修正した部分について、

取り消し線を付した。 
• 本資料の引用文献において、破線の下線のあるものは、元文献を入手し、元文献より内容を

確認済みのものである。 
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1.  残留性等に関する情報 
• クロルピリホスは土壌中で好気的および嫌気的条件で徐々に分解。水への溶解度が低く、

土壌への結合力が高い。土壌や底質中のクロルピリホスはほとんど移動しない（Spain 
2017a, 2017b、US EPA 2006） 

 
1.1  水中、土壌中及び底質中での半減期等 
1.1.1 水中での半減期等 
• 14.6 日（推定値、北緯 20 度、真夏）（Jackson 1994） 
• 80 年（推定値、北緯 60 度、真冬）（Jackson 1994） 

 北緯 60 度の冬における半減期は、季節の変化を考慮しておらず、太陽光の強さが常に

真冬の状態と変わらないことを仮定 
• スイスのアールガウ州（Gassen 2015） 

 21 日※、46 日※（池水、22℃、好気性）（OECD TG 309） 
 12℃に標準化した場合、それぞれ 56.8 日、124.4 日 

• イギリス（Swales 2003） 
 45 日※（ウェールズのケレディジョンの汽水、22℃） 
 35 日※（ウェールズのケレディジョンの沿岸水、12℃） 
 75 日※（デボン州プリマスの 8 km 以上沖合海水、8℃） 
 12℃に標準化した場合、それぞれ 59.8 日、35 日、51.3 日 

• フランス北東部オーラン県ビーダータール（Caviezel 2015） 
 2.78 日※（池水、21.5℃） 
 2.92 日※（滅菌した池水、21.5℃） 
 2.98 日※（池水、21.5℃） 
 12℃に標準化した場合、それぞれ 6.8 日、7.2 日、7.3 日 

※揮発による損失を考慮しておらず、半減期が過小評価されている可能性 
• EPI Suite の揮発性モジュールにより推定された揮発による半減期 

 10 日（河川） 
 112 日（湖沼） 

 
1.1.2 土壌中での半減期等 
• 5.96～110.3 日（20℃、FOCUS（Forum of the Coordination of Pesticide Fate Models and 

their use）分解速度法）（Abu 2015） 
 米国テキサス州、砂壌土/埴壌土（Clark 2013） 

 5.96 日 
 12.7 日（12℃に標準化） 

 英国マンスフィールドカックニー、砂質土（Clark 2013） 
 110.3 日 
 235.4 日（12℃に標準化） 
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• 11～141 日（Bidlack 1979） 
 米国ミシシッピ州コマース、ローム土 

 11 日 
 37.7 日（12℃に標準化） 

 ドイツ、砂質ローム土 
 141 日 
 483.4 日（12℃に標準化） 

• マレーシアサラワク州の粘土質赤黄色ポドゾル化土壌（Chai 2013） 
 224 日 
 297.7 日（12℃に標準化） 

• 気温が 10℃下がると半減期が 2 倍になると推測（Getzin 1981、Racke et al 1994） 
 42 日（35℃）、91 日（25℃）、175 日（15℃）（Getzin 1981） 
 350 日（北極）と予想（Getzin, 1981） 

• 土壌及び好気性/嫌気性によって半減期が異なる（Bidlack 1979） 
 粘土質：107 日（好気性）、51 日（嫌気性）、58 日（好気性/嫌気性） 
 ローム質土壌：11 日（好気性）、39 日（嫌気性）、15 日（好気性/嫌気性） 

• アルカリ土壌での加水分解、酸性土壌での加水分解及び生分解が進むと予想されるため、

土壌中の水含有率が低いもしくは温度が低いと分解が進行しない。 
 53.3～77 日（湿潤土）、49.5～120 日（乾燥土）、63～124 日（含水土）（Chai et al 2013） 

• 環境中におけるクロルピリホスの減少速度は揮発や土壌表面での光分解に影響される。 
 5～89 日（Fontaine 1987、Old 2002a, 2002b, 2002c） 

• 高濃度でクロロフィリポスが使用される際に分解速度が減少することは、残留性によるも

のではなく、微生物への毒性影響であることが推測される。 
 
1.1.3 底質中での半減期等 
• OECD 308 の適用前に使用していた BBA Part IV Section 5-1 による水-底質での分解試験

（Reeves and Mackie 1993） 
 試験系全体の半減期 

 砂質ローム系：22 日 
 粘土質ローム系：51 日 

 水層での消失はより速い 
 砂質ローム系：3 日 
 粘土質ローム系：6 日 

• シルト粘土質ローム：30.5 日（水及び底質）（Kennard 1996） 
• イギリスの湖の底質：30.7 日、58 日（水及び底質、20℃、暗室下）（Kang 2015, Abu 2015） 
• 米国カリフォルニア州南部の都市部、入り江の底質（2 地点）（Bondarenko and Gan 2004） 

 好気性：20.3 日、23.7 日 
 嫌気性 223 日、57.6 日 
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• 米国カリフォルニア州の水路及び人工湿地（Budd et al 2011） 
 好気性：58 日（水路） 
 嫌気性：144 日（水路）、44 日（人工湿地） 

• ブラジルの湿地帯での挙動を調査するための 50 日間のマイクロコズム試験（並行して室

内実験を実施）（Laabs et al 2007） 
 水系マイクロコズム：7.0 日（マイクロコズム）、1.9 日（実験室） 
 水-底質系マイクロコズム 36.9 日（マイクロコズム）、12.2 日（実験室） 
 水-底質系マイクロコズムでの水相：16 日（マイクロコズム）、3.2 日（実験室） 

• 振とうフラスコスクリーニング試験（Walker 1984） 
 18 日、25 日（滅菌前の底質） 
 17 日、39 日（滅菌後の底質） 

• 海水-底質の試験（Schimmel et al 1983） 
 半減期：24 日 
 ホルマリンで滅菌された底質ではクロルピリホスの分解が確認されず、微生物による

分解を示唆 
• 湖の底質：150～200 日（Dow Chemical Company, Racke 1993） 
• クロルピリホスは底質や懸濁物質に強く吸着（Dabrowski et al 2002; Gebremariam et al 

2012; Readman et al 1992） 
 吸着することで分解過程に大きな影響を与える可能性や、微生物における吸着物質の

利用可能性が低下 
 クロルピリホスの吸着は、土壌や底質の有機炭素含有量と強い相関関係がある。その

吸着係数は土壌中で 2 桁に及ぶ。 
 有機炭素で標準化したクロルピリホスの分配係数（KOC） 

 土壌：8,163（平均値）、7,227（中央値） 
 底質：13,439（平均値）、15,500（中央値） 

• 地表水から揮発可能なクロルピリホスの量は、堆積物の吸着により減少（ATSDR 1997） 
 クロルピリホスは土壌コロイドに強い親和性があり、有機炭素-水分配係数（Koc）は

973～31,000（Felsot and Dahm 1979; Kenaga 1980; P. J. McCall et al 1980） 
 環境の水生態系におけるクロルピリホスは浮遊物や堆積物に強く吸着し、この過程で

多量のクロルピリホスが水から粒子状物質に移行される可能性が示唆 
 地表水に含まれるクロルピリホスの濃度が非常に低いという研究報告もある。 

 
1.2  その他の残留性に関する情報 
1.2.1 生分解性 
• （事務局注：提案文書に記載なし） 
 

1.2.2 加水分解での半減期 
• 1.5～142 日（pH 5-9、水道水及び自然水中）（Racke 1993） 
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• 46 日（算術平均値）、29 日（幾何平均値）（Mackay et al. 2014） 
 16～210 日（pH<5） 
 0.1～10 日（pH>9） 
 銅イオンの存在により半減期が増加、懸濁態の存在により半減期が減少 

• 16 日（pH 9、25℃）（P.J. McCall 1986） 
• 16 日（pH 9、25℃）（guideline EPA Sub. N 161-1; source: Dow、WHO 2009） 
• 24 日（pH 9、30℃）（guideline EPA test method CS5000; source: Makhteshim、WHO 2009） 
• 23.1 日（pH 8.1、25℃）（Meikle and Youngson 1978） 
• 72 日（pH 7、25℃）（guideline EPA Sub. N 161-1; source: Dow、WHO 2009） 
• 約 72 日（pH 7 未満）（P.J. McCall 1986） 
• 35.3 日（pH 6.9、25℃）（Meikle and Youngson 1978） 
• 72 日（pH 5、25℃）（guideline EPA Sub. N 161-1; source: Dow、WHO 2009） 
• 62.7 日（pH 4.7、25℃）（Meikle and Youngson 1978） 
• 15.75 日（pH 4.7、35℃）（Meikle and Youngson 1978） 

 
1.2.3 光分解での半減期 
• 30 時間（光照射下）、28.5 時間（遮光下）（Havens et al. 1992） 
• 7.2 日（直接的な光分解）、2.9 日（間接的な光分解）（Adam 2015） 

 北緯 30～50 度の夏の自然太陽光を想定 
 水相からの揮発を完全には抑制できなかった 

• 水性緩衝液（pH5）中での人工光源による光分解（P.J. McCall 1986） 
 52 日 

• 9.4～15.6 日（実測値、加水分解補正後）、7.8-11.0 日（実測値、加水分解補正なし）（Meikle 
et al. 1983） 

• 純水及び河川水による半減期の違い（Dilling 1984） 
 純水：31～43 日（推定値、夏季）、345 日（推定値、冬季） 
 河川水：980 日（推定値、夏季、米国南東部の河川水 10 地点より算出） 

 
1.2.4 農業用途又はシロアリ防除での使用された土壌における半減期 
• 1.1～1,576 日（Giesy et al 2014） 
• 最大の半減期はシロアリ防除のために 1,000 mg/kg で使用された土壌（Racke 1993） 

 一般的な農業使用量（10 mg/kg）から都市部でのシロアリ駆除での使用量（1,000 mg/kg）
に増加するにつれ、半減期も長くなることが観測 

• クロルピリホスの分解速度は土壌中の初期濃度が高いほど遅くなり、対数関数に従う

（Murray et al 2001）。 
 10 mg/kg 使用時平均値：41 日 
 100 mg/kg 使用時平均値：155 日 
 1,000 mg/kg 使用時平均値：385 日 
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 315～462 日（初期濃度 1,000 mg/kg、遮光下、25℃、最大含水率 60%） 
 実験開始から 2 か月間で速い分解が確認され、その後分解速度が低下し、一次反応速

度に従った 
 一部のクロルピリホスの減少は、揮発によるものであると推定 

• 揮発によるクロルピリホスの半減期の影響（Baker and Bellamy 2006） 
 被覆されていない区画：3 か月未満（1 年で 75%以上消失（1,420 µg/kg→315 µg/kg）） 
 被覆された区画：約 365 日（1 年で約 49%消失（1601 µg/kg→813 µg/kg）） 

• インドの沖積土、28℃、3 区分の散布量（1 kg/ha、10 kg/ha、100 kg/ha）（Sardar and Kole 
2005） 
 20～37 日 

 
1.2.5 その他 
• 土壌浸出試験（カラム試験）（Reeves and O’Connor 1994a, 1994b; Pike and Getzin 1981, 

Racke 1993, Fenoll et al 2011; Rani et a. 2014） 
 クロルピリホスは土壌中で挙動せず、地下水に溶出する可能性は低いことを示唆 

• 地下水での検出例 
 トルコ地中海沿岸では、地下水及び地表水の大多数から検出（Tuncel et al 2008） 
 ブラジルのリオグランデ・ド・スル州では、表流水よりも飲用井戸からの検出頻度が

高い（Bortoluzzi et al 2007） 
 オーストラリアでは、多くの井戸から検出（Wightwick and Allinson 2007） 

• Gebremariam らのモデル予測から、土壌や底質が水にさらされた状態でクロルピリホスが

継続的に脱着すれば、固相のクロルピリホスは最終的に水相に分配されることを示唆。ク

ロルピリホスは吸着性が高いために溶出性は低いが、汚染された土壌や底質は長期的な二

次汚染源となる可能性あり（Gebremariam et al 2012）。 
• クロルピリホスが懸濁した底質と強く吸着することは、水環境における潜在的な移動経路

を示しており、井戸や海洋堆積物でクロルピリホスが検出された報告を裏付けている。こ

れは収着したクロルピリホスが土壌や水中よりも底質中により残留するからである

（Gebremariam et al 2012; Readman et al 1992; Tuncel et al 2008）。 
• 北極圏のモニタリングデータは、クロルピリホスが遠隔地に長距離移動することを示す。

クロルピリホスの分解は温度に依存するため、北極圏ではより長期にわたって残留すると

考えられる。（長距離移動性の資料参照） 
 北極圏、多くの媒体からクロルピリホスが頻繁に検出 
 北極や亜北極の湖の年代物の堆積物コアから検出（Landers 2008） 

 これらの堆積物中の濃度は低いが、クロルピリホスの局所的な使用に由来するも

のではなく、数十年前までさかのぼることができる。 
 これは堆積物中のクロルピリホスの残留性を示す。 

 
1.2.6 結論 
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• 水中での半減期が 2 ヶ月以上であり、残留性の基準を満たす。 
 様々な温度条件下での半減期：212.78～75 日 
 12℃で標準化（温帯地域の環境条件を反映）した場合：6.8～124 日 

• 土壌中の半減期は報告例のうち約半数において、12℃で標準化された半減期が 6 ヶ月を超

えるため、土壌中での残留性の基準を満たす。 
（事務局注：報告例は INF 文書に記載あり） 

• 使用量が多い（100-1,000 mg/kg）時、クロルピリホスの分解性が低下するのは、残留性に

よるのではなく、微生物への毒性影響があることによると推測される。 
 農業用途の使用量（100 mg/kg 以下）における半減期 

 様々な温度条件下で 6～224 日 
 12℃に標準化した場合 12.7～483 日 

• 実験室における好気性での底質分解試験で報告された半減期は、ストックホルム条約のス

クリーニング基準である 180 日（6 ヶ月）を下回った。 
• 嫌気的な条件下での半減期の値は好気性条件より長く、基準を超えた研究報告もあった。 
• クロルピリホスは底質に強く吸着し、長期間にわたって残留し、底質と一緒に流出する傾

向（Dabrowski et al 2002; Readman et al 1992）。 
 底質に強く吸着した部分は微生物に利用されない可能性があるため、井戸や海洋

堆積物からクロルピリホスが検出されることが示唆。 
 クロルピリホスが頻繁に検出されるのは、広く使用されていることもあるが、底質に

吸着している場所や温度が低い場所では残留性が高いことも起因していると推測 
• 環境中での半減期は、散布量、生態系の種類、土壌や堆積物の特性、温度などの他の環境

要因により数日から数年（Gebremariam et al 2012） 
• 北極圏でのモニタリングデータから、クロルピリホスは長距離で遠隔地に移動することが

示唆される。 
 分解は温度に依存するため、極域では長期にわたって残留することが予想 
 北極圏ではあらゆる媒体からクロルピリホスが頻繁に検出 
 北極や亜北極の湖の年代物の堆積物コアからも検出（Landers, 2008）。 

• 上記の理由からクロルピリホスは一部の環境でストックホルム条約の残留性の基準を満た

すと結論付けられた。 
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2.  生物蓄積性等に関する情報 
• 米国、カナダ、オーストラリア、欧州で行われた規制に基づく評価では、本物質の BCF は

5,000 未満で中程度の生物蓄積性であると判定されている。大多数の魚類試験で BCF が

2,000 未満であるが、これらの試験の低濃度用量で毒性影響が引き起こされている。毒性は

他の水生生物、鳥類、哺乳類、ヒトでも見られている。 
 
2.1 室内実験 
 
2.1.1 オクタノール/水分配係数（Kow） 
• log Kow：4.7～5.2 (POPRC.17/INF/4, table 1) 

 4.7（20°C、pH 中性）(EC 2005) 
 5.0（24.5°C、純度 98%）(WHO 2009) 
 4.96～5.11（20°C）(Gebremariam et al. 2012) 
 5.2～5.267（25°C）(Gebremariam et al. 2012) 
⇒水生生物での生物蓄積性の可能性を示す。 

 
2.1.2 オクタノール/大気分配係数（Koa） 
• log Koa：8.3～8.9 (POPRC.17/INF/4, table 1) 

 8.882（推定値）(US EPA 2012) 
 8.34 (Mackay et al. 2014 で引用) 
⇒空気呼吸生物での生物蓄積性の可能性を示す。 

 
2.1.3 生物濃縮係数（BCF） 
• クロルピリホスの魚類での生物蓄積性は、多くの種、成長段階、曝露シナリオで調査され

ている。その BCF の範囲は広いが、多くの調査が十分に妥当とは考えられない。 
• 提案文書におけるすべての生物濃縮試験は、POPRC.17/INF/4, table 8 に取りまとめている。 
• EU 承認のための評価報告書案で重要な BCF（Spain (2017b)で要約された報告書 No ES-

928 (J42)） 
 ニジマスに 0.3 μg/L の流水式で 30 日間曝露、定常状態に到達、浄化期間 16 日（EPA

ガイドライン No.72-6、165-4 準拠）（成長希釈補正と脂質含量の標準化は未実施） 
 BCF：1,374 ± 321 

• 魚類のエレウテロ胚 １で高い生物蓄積の報告あり 
 ゼブラフィッシュに 1、10 μg/L の半止水式で 48 時間曝露、浄化 24 時間、脂質含量の

標準化あり(El-Amrani et al. 2012) 
 動的生物濃縮係数（BCFk）２：3,548、6,918 

 
１ 孵化しているが、まだ自由に摂餌できない胚をいう。卵黄嚢仔魚、前期仔魚とほぼ同義。 
２ 通常の BCF の算出方法（定常状態での魚体中濃度(Cf)と水中濃度(Cw)を用いて Cf÷Cw で算出した BCFss）
ではなく、BCFk＝取込速度定数(k1) ÷ 排泄速度定数(k2) で求められる BCF。試験魚中の化学物質濃度が定常
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 メダカ(Alharbi et al. 2017) 
 BCFk：2,187 

 
2.1.4 生物相－底質蓄積係数（BSAF） 
• 貧毛類(Lumbriculus variegatus)に 10 日間 0.06～1.1 μmol/kg 乾重の 4 濃度で曝露（定常状

態に未達のため生物蓄積性を過少評価している可能性あり）(A. Jantunen et al. 2008) 
 フィンランド東部の湖より、特性の異なる 4 種類の底質を使用 
 4 種類の底質での生物濃縮性パラメータ 

 BAF：1.8～57 
 BAFk：3.1～49 
 生物相－底質蓄積係数（biota-sediment accumulation factor；BSAF)：6.2～99 

 この BSAF は高い生物蓄積性を示す(ECHA 2017)３ 
 
2.1.5 生物蓄積係数（BAF） 
• ミミズ(Eisenia Andrei)に OECD 317 の試験計画に従って 5 mg/kg 乾重で曝露、定常状態で

測定（ガンマ線で殺菌した土壌と通常の土壌）(Svobodová et al. 2018) 
 殺菌土壌の BAF：6.34 ± 1.30 
 通常土壌の BAF：4.51 ± 0.76 

 
2.1.6 中程度の生物蓄積性と毒性の関連性 
• ファットヘッドミノー(Jarvinen et al. 1983) 

 BCF：1,673 ± 423 
 全濃度区で毒性影響あり：2.68 μg/L で死亡、1.21 μg/L で成長低下、0.12 μg/L で繁殖

低下 
• ファットヘッドミノーに 0.12～0.83 μg/L で曝露、脂質含量の標準化あり(J. Eaton et al. 

1985) 
 BCF：1,150 

• シルバーサイド（Menidia 属魚類）の 2 種 3 種の発生初期（胚形成期から約 3 週間又は外

因性栄養摂餌期まで）に 0.48 から 1.8 µg/L、0.28 から 0.75 µg/L の範囲で曝露 (Goodman 
et al. 1985b) 
 BCF：最大 580 
 1、2 μg/L で大きな死亡率 
 有害影響のない曝露区での胚と孵化魚の合計生存率の平均：51%、69%、81% 

• グルニオン(Leuresthes tenuis)の発生初期（2.5 日齢から 9 日間）、稚魚期（孵化から 26 日

間）に曝露 (Goodman et al. 1985a) 

 
状態に達していない場合、あるいは BCFk について成長希釈補正を行った場合は、BCFss と乖離が生じる可

能性がある。 
３ ECHA の PBT/vPvB 評価ガイダンスによると、logKow=4.5 の物質の場合、脂質及び有機物含量で標準化した

BSAF が、2 以上なら BCF が 2000 以上、5 以上なら BCF が 5000 以上と推定。 



 
無印：提案文書（POPRC.17/6）からの情報。下線：追加情報、取消し線：誤りと考えられる情報、破線の下線：入手済み文献 
INF 文書：UNEP/POPS/POPRC.17/INF/4 

資料 7-10 

 BCF：最大 1,000 
 0.63 ± 0.11 μg/L から 2.8 ± 0.48 μg/L で大きな死亡率や体重減少 

• シープスヘッドミノー(Cyprinodon variegatus)の発生初期（2.5 日齢から 9 日間）、稚魚期

（孵化から 26 日間）に曝露 (Cripe et al. 1986) 
 BCF：最大 1,000 
 3.0 μg/L 以上で体重減少や死亡率上昇 

• ガルフトードフィッシュ(Opsanus beta)（ガマアンコウ科）の発生初期に 49 日間曝露 
(Hansen et al. 1986) 
 BCF：最大 5,100（曝露濃度の上昇とともに BCF も上昇） 
 183.7～150 μg/L で体重減少、150 μg/L で大きな死亡率生存率の有意な低下 

 
• 上記の試験で示されたように、1.21 μg/L という低濃度曝露区で魚類への毒性がみられる。

このことは、ニジマスに Dursban（クロルピリホスの商品名）を曝露した試験で 96 時間

LC50 が 8 μg a.s./L となった EU の更新評価報告書(Spain 2017)により支持される。 
• 加えて、クロルピリホスの SSD を用いた魚類の HC5-LC50 は 0.812 μg a.s./L と算出され

ている(Giesy et al. 2014)。 
 
• 魚に加えて、他の水生種でもクロルピリホスへの感受性が高い。 

 オオミジンコ(Daphnia magna)の EC50：0.1 µg/L（Spain 2017） 
 アフリカツメガエル(Xenopus laevis)の 96 時間 LC50：564 µg/L（Richards & Kendall 

2002） 
 
• 陸上種への毒性も示されている。 

 ミツバチへの Drusban の接触毒性(Bell 1994) 
 LD50：0.068 μg a.s./個体 

 コリンウズラ(Spain 2017) 
 LD50：39.24 mg a.s./kg bw 

 急性経口 LD50 (European Commission 2005) 
 マウス：64～71 mg a.s./kg bw 
 ラット：66～192 mg a.s./kg bw 

 
2.2 生物蓄積性に関連するモニタリングデータ 
• クロルピリホスは、極域を含む世界中の様々な生物試料から検出されている。 

 
2.2.1 地衣類、植物 
• 西部大気汚染物質評価プロジェクト(WACAP)４において、米国西部の国立公園及び準国立

公園でクロルピリホスの濃度が測定された(Landers 2008)。 

 
４ 合衆国西部国立公園における大気汚染物質の野生生物への影響を評価するプロジェクト。 
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 地衣類：1.57～19.83 ng/g lw 
 セコイア国立公園のエメラルド湖集水域のコントルタマツ(Pinus contorta)とコロラド

モミ(Abies concolor)の 1 年目と 2 年目の針葉 
 クロルピリホス濃度の時間に依存した増加を示す 
 1 年目のモミの針葉：未検出 
 古いモミの針葉：平均 19.7 ng/g lw 
 1 年目のマツの針葉：平均 11.6 ng/g lw 
 2 年目のマツの針葉：平均 20.5 ng/g lw 

 
2.2.2 動物プランクトン 
• 2003 年と 2004 年にオンタリオ州の 3 つの遠隔地にある内陸湖の動物プランクトン（250 

µm ネットで採集）からクロルピリホスが検出された(Kurt-Karakus et al. 2011)。 
 BAF（脂質）：3,300 
 各湖の BAF 中央値（脂質）：270～16,200 
 最大 BAF（脂質）：117,000 
 プランクトンに基づく生物蓄積性の不確実性は、高い表面積－容量比を根拠にしてい

る。吸着が起こっている可能性があり、それにより生物蓄積性の値が歪められている。 
 

2.2.3 水生哺乳類 
• 1997 年と 1998 年に米国のカリフォルニア州とアラスカ州で捕獲されたラッコ亜種の複数

未同定種(Enhydra lutris ssp.)（n=40）をキャピラリーガスクロマトグラフィー法で分析（回

収率>90%、検出下限値 4 ng/g lw）(Jessup et al. 2010) 
 血漿中の脂質：0.6～1% 
 アラスカ州：未検出 
 カリフォルニア州：<4～342.6 ng/g lw 
 3 箇所の捕獲場所による有意差あり 

• 2005年に米国ニュージャージー州で捕獲したカワウソ(Lontra canadensis)を質量分析法に

より分析(Stansley et al. 2010) 
 検出頻度：20 検体／32 検体 
 平均（95%信頼区間）：0.78（0.62 – 1.50）ng/g ww 
 最大：6.91 ng/g 

 
2.2.4 鳥類 
• 2011 年の冬季にアルゼンチンのパタゴニア大陸棚のマユグロアホウドリ(Thalassarche 

melanophris)（n=23）、マダラフルマカモメ(Daption capense)（n=19）の羽を GC 法で分

析（回収率>90%、検出下限値 0.08～0.33 ng/mL）(Adrogué et al. 2019) 
 クロルピリホスがすべての物質のなかで最高の濃度 
 雄アホウドリ：58.64 ± 27.31 ng/g 
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 雄カモメ：84.88 ± 50.57 ng/g 
 

2.2.5 食物連鎖 
• カナダのヌナブト準州のバサースト地域における植生－カリブー－オオカミの食物連鎖で

の報告（全濃度がブランク補正し、脂質含量等量で標準化し、幾何平均±標準偏差(ng/g lw)
で表示）(Morris et al. 2014) 

 生物相の回収率：52 ± 17% 
 最小検出下限値(MDL)：植物 0.18 ng/g lw、カリブー0.13 ng/g lw、オオカミ 0.054 

ng/g lw 
 MDL 超の検出率：地衣類や緑色植物 50%、キノコ類 80% 

 地衣類：0.25 ± 0.21 ng/g lw 
 緑色植物（柳、コケ、イネ科植物）：0.24 ± 0.088 ng/g lw 
 キノコ類：0.85 ± 0.52 ng/g lw 
 カリブー(n=5)：0.40 ± 0.16 ng/g lw（特に筋肉に検出され、肝臓では未検出） 
 オオカミ(n=1)：< MDL 

• 2007 年、2008 年、2010 年にカナダ北極圏のヌナブト準州の 3 海域（バロー海峡、レイ海

峡、カンバーランドサウンド）でホッキョクグマとワモンアザラシの食物連鎖を調査（濃

度は、ブランク補正し、脂質含量で標準化し、幾何平均（95%信頼区間）ng/g lw で表示）

(Morris et al. 2016) 
 生物相の回収率 52 ± 17%、MDL 未報告 

 全海域のプランクトンで検出 
 全海域の MDL 超の検出率：25～100% 
 バロー海峡：0.41 (0.33–0.51) ng/g lw  
 レイ海峡：0.33 (0.11–0.95) ng/g lw 
 カンバーランドサウンド：1.1 (0.010–131) ng/g lw 

 カンバーランドサウンドのホッキョクイワナ(Salvelinus alpinus)とカラフトシシャモ

(Mallotus villosus) 
 MDL 超の検出率：80%、40% 
 0.11 (0.013–0.93) ng/g lw、0.31 (0.017–5.5) ng/g lw 

 バロー海峡のワモンアザラシ(n=2)：0.022、0.038 ng/g lw 
 3 海域のホッキョクグマ 

 脂質から最も恒常的に検出され、MDL 超の検出率は> 75% 
 バロー海峡：0.022 (0.013–0.035) ng/g lw 
 レイ海峡：0.032 (0.013–0.076) ng/g lw 
 カンバーランドサウンド：0.016 (0.0078–0.033) ng/g lw 

 
2.2.6 血液 
• インドのジャウンプルのゴムティ川付近で魚類、鶏、ヤギ、ヒトの血液(n=5)を採取し、ガ
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ス液体クロマトグラフィーで分析(Singh et al. 2008) 
 回収率 93.02～95.5%、検出下限 0.1 ppb 

 魚類：150 ppb（リンデンと類似の濃度レベル） 
 鶏：80 ppb（同じ試料のアルドリン濃度と同等レベル） 
 ヤギ：70 ppb（同じ試料のアルドリン濃度と同等レベル） 
 ヒト：40 ppb（同じ試料のアルドリン濃度と同等レベル） 

 
2.2.7 母乳 
• 2002～2007 年に米国カリフォルニア州の農業地域（サリーナス 13 人）及び都市部（サン

フランシスコ 21 人）の女性の母乳を採取(Weldon et al. 2011) 
 都市部の全試料から検出 
 都市部の平均（最小～最大）濃度：40.5 (12.9～223) pg/g milk 
 農業地域の平均（最小～最大）濃度：139 (12.8～1,070) pg/g milk 

• パキスタンの女性の母乳（回収率 85～100%、検出下限値は不明）(Sheikh et al. 2014) 
 綿の摘み取り作業者(n=20)：検出率 55%、0.001～0.04 ppm 
 唐辛子栽培者(n=20)：検出率 40%、0.0002～0.15 ppm 
 オクラの摘み取り作業者(n=20)：検出率 45%、0 to 0.048 ppm 
 エジプトクローバーや小麦の収穫作業者(n=20)：検出率 30%、0.001～0.005 ppm 

• 2011 年 9 月～12 月にインドのパンジャブ州の農業地域の女性の母乳(n=53)を採取して分

析(Bedi et al. 2013) 
 検出率：5.7% 
 平均濃度：1,664.2 ng/g lw 
 同地域での最初のヒト母乳の検出であり、現在の本農薬のインドにおける大量使用へ

の転換によって説明可能である。 
 3 人の母乳で、EFSA (2014)で設定した乳幼児の ADI（0.001 mg/kg bw）を超過 

• インドのボーパールの女性の母乳(n=12)を分析（検出下限 0.01 mg/kg） (Sanghi et al. 2003) 
 全試料で検出 
 平均± SE (範囲)：0.230 ± 0.024 (0.085～0.355) mg/kg 
 1 日あたり母乳 500 mL の消費 ５で、乳幼児の ADI を 41 倍超過 

 
2.2.8 有害性 
• 妊娠時のクロルピリホスの曝露は、子どもの神経発達に対する重篤な有害影響につながる。 
• 有害性の項で議論しているように、動物試験と疫学研究によりクロルピリホスの発達神経

毒性が確認されている。 
• 従って、妊娠女性や新生児への母乳経由での曝露は、深刻な懸念を引き起こす。 

 

 
５ 日本人の食事摂取基準（2020 年版）によると、乳児の食事摂取基準で使われている哺乳量は、生後 0 日目～

5 か月で 0.78 L/日、6～8 か月で 0.60 L/日、9～11 か月で 0.45 L/日である。 
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2.3 結論 
• クロルピリホスの log Kow は、潜在的な生物蓄積性を示している。 
• log Kow > 2 と log Koa > 5 の組み合わせは、空気呼吸生物における潜在的な生物蓄積性を

示している。 
• クロルピリホスは、次世代を懸念するレベルで、遠隔地のさまざまな栄養段階の生物相、

世界中の最上位捕食者およびヒト母乳で検出されている。 
• 入手可能な現在のデータに基づくと、BCF が 5000 超であるとは結論付けられない。魚類

における非常に多くの BCF は中程度の生物濃縮性を示している。しかし、高い毒性と相ま

って、中程度の生物蓄積性でさえ、有害な影響を引き起こすような体内濃度になる可能性

があり、それは深刻な懸念である。 
• 魚類や、無脊椎動物、両生類、鳥類、哺乳類などの他の種での高い毒性に加えて、中程度

の BCF と土壌生物に対する 6 を超える BSAF に基づいて、クロルピリホスは附属書 D の

生物蓄積性の 2 番目の基準（ii）「他の生物における高い生物蓄積性や生態毒性を示す根拠」

を満たしている。 
• 上記の理由に基づき、クロルピリホスは全体としては生物蓄積性の基準を満たしていると

結論付ける。 
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（参考） 
 
POPs 条約附属書 D スクリーニング基準（抜粋） 

(b) 残留性 i) 水中における半減期＞2 カ月、又は土壌中における半減 

期＞6 カ月、又は底質中における半減期＞6 カ月、又は、 

ii) その他の科学的根拠 

(c) 生物蓄積性 i) 水生生物における BCF※又は BAF※＞5,000（BCF 又は BAF データが

ない場合、log Kow＞5） 

ii) 他の生物における高い生物蓄積性や生態毒性を示す根拠、又は 

iii) 生物蓄積性の可能性を示す、生物相におけるモニタリングデータ 
※ BCF；Bioconcentration factor 水からの取込みに関する濃縮係数 

BAF；Bioaccumulation factor 水及び餌を含む全ての経路からの取込みに関する濃縮係数 
 
 
REACH 規則における PBT 及び vPvB 基準 

基準 PBT 物質 vPvB 物質 

P：難分解性 

海水中半減期＞60 日 
淡水・河口水中半減期＞40 日 
海水底質中半減期＞180 日 
淡水・河口水底質中半減期＞120 日 
土壌中半減期＞120 日 

海水中半減期＞60 日 
淡水・河口水中半減期＞60 日 
海水底質中半減期＞180 日 
淡水・河口水底質中半減期＞180 日 
土壌中半減期＞180 日 

B：生物蓄積性 BCF＞2000 BCF＞5000 

T：毒性 

海水・淡水生物における長期 NOEC 又
は EC10＜0.01 mg/L 
 
発がん性カテゴリー1A 又は 1B 
生殖細胞変異原性カテゴリー1A 又は
1B 
生殖毒性カテゴリー1A、1B 又は 2 
 
特定標的臓器毒性(反復)カテゴリー1 又
は 2 

－ 
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ECHA における P/vP スクリーニング基準（抜粋） （ECHA, 2017） 

スクリーニング情報 結果 残留性 

Biowin 2 (non-linear model 
prediction) and Biowin 3 
(ultimate biodegradation 
time) 
 
または 
 
Biowin 6 (MITI non-linear 
model prediction) and 
Biowin 3 (ultimate 
biodegradation time) 
 
または 
 
その他のモデル* 

急速な生分解が起こらない（確率＜0.5）*かつ
最終的な生分解の達成に要すると予想される
期間が数ヶ月以上（値＜2.25（～2.75）**） 
 
または 
 
急速な生分解が起こらない（確率＜0.5）*かつ
最終的な生分解の達成に要すると予想される
期間が数ヶ月以上（値＜2.25（～2.75）**） 
 
 
または 
 
モデル固有の値 

P または vP
の可能性 

* 急速に生分解する確率は低い。その他のモデルについては ECHA（2017）に記載されている。 

** この基準を満たす物質は BIOWIN 3 で 2.25～2.75 の値を示すため、一般にさらなる分解関連情報が

必要となる。 
 
 





 

 
 
 
 

資料 8 
 
 

塩素化パラフィン（炭素数 14～17 で塩素化率 45 重量%以上の

もの）の残留性、生物蓄積性等に関する情報 
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塩素化パラフィン（炭素数 14～17 で塩素化率 45 重量%以上の

もの）の残留性、生物蓄積性等に関する情報 
 
 
 
本資料の見方 
• 条約事務局ホームページに公表された英国からの提案文書（UNEP/POPS/POPRC.17/6）に

関する文献情報をまとめ、提案文書に記載された情報は無印とした。 
• 上記提案文書に記載されておらず INF 文書（UNEP/POPS/POPRC.17/INF/5）や文献等より

補足として追加した情報は、下線を付した。 
• 同文書において元文献等で確認して間違いと推察される記載内容を修正した部分について、

取り消し線を付した。 
• 本資料の引用文献において、破線の下線のあるものは、元文献を入手し、元文献より内容を

確認済みのものである。 
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1.  残留性等に関する情報 
 
1.1  水中、土壌中及び底質中での半減期等 
1.1.1 水中での半減期等 
• （事務局注：提案文書に記載なし） 
• 光化学的な脱塩素化により C17-24、35 重量%塩素化 n-アルカンで 9.6 時間、C12-18、52

重量%塩素化 n-アルカンで 12.8 時間（Koh & Thiemann 2001） 
 
参考）SCCP の水中半減期 

12.8 時間（塩素化率 52%、純水、紫外線照射下） 

 
1.1.2 土壌中での半減期等 
• （事務局注：提案文書に記載なし） 

 
1.1.3 底質中での半減期等 
• 好気性かつ遮光 12℃条件下で C14、50 重量%塩素化 n-アルカン（OECD 308）（Unpublished 

2019c, 2019d） 
 120 日間で分解されず、12℃条件下での底質中の半減期は 120 日間以上と推定 
 120 日間での分解が確認されなかったため、以降の 120 日から 180 日の間に著しい分

解が起こる可能性は極めて低いと推測 
 
参考）SCCP の底質中半減期 

12 日（C12、塩素化率 56%、12℃、嫌気性） 
30 日（C12、塩素化率 69%、12℃、嫌気性） 
450 日（C10-13、海水底質、好気性）（OECD TG308） 
1,630 日（C10-13、淡水底質、好気性）（OECD TG308） 

 
• 8 年以上前の堆積物コアのモニタリングデータ（Iozza et al. 2008、Chen et al. 2011、Muir 

et al. 2002、Yuan et al. 2017、Zeng et al. 2017a、Zhang et al. 2019） 
 スイスのトゥーン湖の堆積物コア（1.1 m）：最大 26 µg/kg dw で検出。1965 年頃から

MCCP の濃度が上昇しつつ検出（Iozza et al. 2008） 
 中国南部の東江の堆積物コア（68 cm）：上層（0-32 cm）で 1,400-3,800 µg/kg dw で

検出し、下層（36-68 cm）で 1,100-1,400 µg/kg dw で検出。C16-17 の MCCP は上層

（0-44 cm）でより多く検出され、C14 の MCCP はより深い層で検出される傾向（Chen 
et al. 2011） 

 カナダのオンタリオ州サン・フランシス湖の堆積物コア：750-1,200 µg/kg で検出され、

この結果からカナダ環境省は堆積物中の MCCP の半減期を 1 年以上であると推定

（Muir et al. 2002） 
 スウェーデンの下水処理場の下流の堆積物コア：< 6.5-93 µg/kg dw で検出（Yuan et al. 

2017） 
 香港の沿岸の堆積物コア：最大 7.3 µg/kg dw で検出（Zeng et al. 2017a） 
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 東京湾の堆積物コア：最大 180 µg/kg dw で検出（Zeng et al. 2017a） 
 中国 9 つの湖の堆積物コア：<5.0-3,390 µg/kg dw で検出（Zhang et al. 2019） 

 8 年以上前に堆積した地層と同じコアの表層部で MCCP の濃度が同程度で検出さ

れた堆積物コアのデータにより残留性が裏付けられた 
• C15-17 の 50 重量%以上塩素化 n-アルカンについて、決定的な試験情報はないが、C14、

50 重量%塩素化 n-アルカンのように底質中の半減期が 180 日を超えて残留する可能性が

高い 
 
1.2  その他の残留性に関する情報 
1.2.1 生分解性 
• C14、55 重量%及び 60 重量%塩素化 n-アルカンについて、C14、50 重量%塩素化 n-アル

カンよりも分解性が低い（Environment Agency 2019） 
 C14、50 重量%塩素化 n-アルカンと同等またはそれ以上の塩素が結合した C15-17 の

MCCP について、堆積物に対する吸着性も同等またはそれ以上である 
 微生物での生物利用能は低い 
（事務局注：Environment Agency 2019 にこれらの記載が確認できず） 

• C14、平均 45 重量%以下の塩素化 n-アルカンは容易に生分解されるが、C14-17、平均 45.56
重量%以上の塩素化 n-アルカンは易生分解性が示されなかった。 

• これらの特定の C14 での試験結果が OECD の「易生分解性」の定義を満たすと仮定する

と、C14-17 の 45 重量%未満の塩素化 n-アルカンは本提案から除外される。 
• INF 文書及び ECHA 2021 には下記の炭素数及び塩素化率の塩素化 n-アルカンの OECD TG 

301D による分解性試験結果に関する記述が確認された（ECHA 2021）。 
 C14、平均 41.3 重量%及び平均 45.5 重量%塩素化 n-アルカンが 28 日間で速やかに生

分解（Unpublished 2010e） 
 C14、平均 45.5 重量%塩素化 n-アルカンの 28 日間での分解率：49%、73% 

 C14、平均 50 重量%塩素化 n-アルカンは 28 日間で 60%未満の分解であり、56 日間

では 60%以上分解（Unpublished 2010e） 
 C14、平均 55 重量%及び平均 60 重量%塩素化 n-アルカンが 60 日間経過後の分解率

は 60%未満（Unpublished 2010e） 
 C15、平均 51 重量%塩素化 n-アルカンは 60 日間経過後の分解率が 60%未満

（Unpublished 2014b） 
 C14-17、平均 45.545.6 重量%塩素化 n-アルカンは 28 日間で 51%しか分解されず、易

生分解性の基準を満たさず（Unpublished 2010b） 
 C14-17、平均 51.7 重量%塩素化 n-アルカンは 28 日間で 27%しか分解されず、60 日

間経過しても 57%しか分解されず（Unpublished 2010d） 
 C14-17、平均 63.2 重量%塩素化 n-アルカンは 28 日間で 105%、60 日間で 10%しか

分解されず（Unpublished 2010c） 
 



 
無印：提案文書（POPRC.17/6）からの情報。下線：追加情報、取消し線：誤りと考えられる情報、破線の下線：入手済み文献 
INF 文書：UNEP/POPS/POPRC.17/INF/5 

資料 8-4 

 
参考）SCCP（C11、塩素含有率 63.7%）の化審法における分解度試験 

被験物質名称 塩素化パラフィン C11,(塩素含有率 63.7%) 
CAS 番号 18993-26-5 
官報公示整理番号 2-68 
判定 難分解性 
分解度（BOD） 1％ 
分解度（LC-MS） 0% 
試験法/試験条件 試験法： 標準法 (OECD 301C) 

試験期間：4 週間 
試験装置：標準 
試験物質濃度：100 mg/L 
活性汚泥濃度：30 mg/L 

 
 

1.2.2 加水分解 
• （事務局注：提案文書に記載なし） 

 
1.2.3 光分解 
• （事務局注：提案文書に記載なし） 

 
1.3 結論 
• C14-17、45 重量%以上の塩素化 n-アルカンについて、底質中の半減期が 180 日を超える

と評価されていることから、残留性に関する附属書 D の基準 1b(i)を満たしている。 
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2.  生物蓄積性等に関する情報 
 
2.1 室内実験 
 
2.1.1 オクタノール/水分配係数（Kow） 
• C14～17 

 log Kow：5 超 (Unpublished 2019b、Fisk et al. 1998a、Renberg et al. 1980) 
 
参考）SCCP の log Kow 

4.8-7.6 （計算値） 
5.0-7.1（C12 塩素化率 55.9 重量%） 
5.0-7.4（C12 塩素化率 68.5 重量%） 

 
2.1.2 生物濃縮係数（BCF）、経口生物濃縮係数（BMF） 
• 2 つの信頼性のある魚類の生物蓄積性試験（OECD TG 305 準拠、GLP） 

 ニジマス(Oncorhynchus mykiss)に 0.5µg/L（溶剤：0.004 mL/L ジメチルホルムアミド）

の C14、45 重量%塩素化 n-アルカン（14C ラベル）を 35 日間曝露、排泄期間 42 日

(Unpublished 2010a) 
 BCF：5000 を大幅に超過 

 BCF：~ 10 600（脂質含量 5%で標準化、成長希釈補正） 
 BCFk：~ 14 600（脂質含量 5%で標準化、成長希釈補正） 

 追加の分析により、測定された放射能の約 79%が親物質の可能性ありと結論付け

られた(Unpublished 2010b)。 
 OECD TG 305 にある 15 のモデルの BCF 計算ツール(Environment Agency 2019) 

 すべての BCF（計算）：5000 を大幅に超過（事務局註：引用文献中に根拠デ

ータの記載なし） 
 ニジマス(Oncorhynchus mykiss)に流水下で C14、50 重量%塩素化 n-アルカンを 15 

μg/g で 14 日間経口曝露、排泄期間 56 日(Unpublished 2019e, 2019f) 
 半減期：108.9 日（成長希釈補正） 
 動的 BMF（BMFk）：0.448（脂質含量で標準化、成長希釈補正） 
 計算した BCF：5000 を大幅に超過 
 TG 305 のための OECD ガイダンス(OECD 2017b)： 

 『BCF（例：2000 又は 5000）に基づく規制値は、特に指数関数的な成長期

にある非常に小さな魚類において、経口曝露試験による BMF が 1 以上であ

ることと一致している必要はない』 
 例えば、コイ(Cyprinus carpio)の幼魚で 9 つの生物蓄積性のある物質について室

内で測定した BMF と BCF を比較した回帰分析(Inoue et al. 2012) 
 BCF 5000 が BMFk（脂質含量で標準化、成長希釈補正）の約 0.3 に相当 
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2.1.3 その他の信頼性の低い魚類への蓄積性データ 
• 支持する証拠では、炭素数 14 以上の塩素化パラフィンで、魚類への高い生物蓄積性の可能

性を示す。しかしながら、以下の試験はすべて信頼性が低いか矛盾しており、評価上での

重要性は低い。 
 C15、51 重量%塩素化 n-アルカンを水経由で曝露した試験(Thompson et al. 2000)と、

C14、16、18 で様々な塩素化率のものを摂餌曝露した一連の試験(Fisk et al. 1996, 
1998b, 2000) 
 実測、推定 BCF：約 2000 から 5000 超 

 C14, 40-55%：BCF＞5000（経口曝露試験からの推定）(Fisk et al. 1998b)※ 
 C14, 55-65%：BCF＞5000（経口曝露試験からの推定）(Fisk et al. 2000) 
 C15, 51%：BCF=2072（実測、脂質含量で未標準化）(Thompson et al. 2000) 
 C16, >65%：BCF＞5000（経口曝露試験からの推定）(Fisk et al. 1996) 
 C18, 45-50%：BCF＞5000（経口曝露試験からの推定）(Fisk et al. 2000) 

※信頼性が低い可能性あり。 
 すべての物質で排泄半減期が長い（BCF が 5 000 超であることと整合する） 

 C15, 51%：8～10 日(Thompson et al. 2000) 
 C14, 16, 18：29～91 日(Fisk et al. 1996, 1998b, 2000) 

 
参考）SCCP の BCF 

ニジマス：～7816（湿重ベースの測定値、C10-12 塩素化率 58%） 
イガイ(Mytilus edulis)：5,785-138,000（湿重ベースの測定値） 
コイ： 1,900-11,000（C11, Cl 7～10) 
コイ：1,530～2,830（C13、Cl 4～9） 

参考）SCCP の BAF（一部抜粋） 
魚類の野外の BAF：16,440～398,107 

モデルによる BAF：5,000 超 
オンタリオ湖の水/レイクトラウトの BAF： 

C10：4.0×104～1.0×107 
C11：1.3×105～3.2×106 
C12：1.0×105～2.5×105 
C13：2.5×105 

 
2.1.4 無脊椎動物のデータ 

 無脊椎動物のデータでも、C14-17 の塩素化パラフィンが他の分類学的グループでかな

り生物蓄積する可能性を示唆(Castro et al. 2019、Renberg et al. 1986、Madeley & 
Thompson 1983、Fisk et al. 1998a). 
 ミジンコ、C13-18, 45%塩素化 n-アルカン：BCF＞5000（高い不確実性あり）

(Castro et al. 2019) 
 ムラサキイガイ、C14-17, 52%塩素化 n-アルカン：BAF=2000（水溶解度を超える

設定濃度で算出しており信頼性は低い）(Renberg et al. 1986) 
 貧毛類、C16, 69%塩素化 n-アルカン：BASF=0.6 (Fisk et al. 1998a) 

 
参考）SCCP の BSAF 

オヨギミミズ(貧毛類)：有機炭素量で補正した BSAF=1.9（C12, Cl10）～6.8（C12, Cl6） 
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中国の渤海の 3 種の二枚貝：脂質補正した BSAF＝0.14～4.03、0.09～2.27、0.09～1.90 

 
2.2 野外調査 
 
2.2.1 食物連鎖増幅係数（TMF）、経口生物濃縮係数（BMF） 
• モニタリング調査は、炭素数 14～17 の塩素化パラフィンによる全ての栄養段階の野生生

物（捕食種を含む）における広範囲の汚染を示す。 
• 利用可能な（限られた）野外での生物蓄積性研究は疑わしい： 

 TMF：MCCP で 1 前後 
 BMF：ほとんど 1 以下、いくつかの特定の食性関係で 1 を超える 
 より最近の研究データは、限られるものの、食物連鎖の上流での生物蓄積の可能性を

否定していない。 
 利用可能な全ての野外での濃縮研究は、方法論的に限界があることに留意が必要。 

• 上記データは、次の文献より引用： 
Swedish Environmental Protection Agency 1998、Jansson et al. 1993、Muir et al. 2002、
Houde et al. 2008、Du et al. 2018, 2019, 2020、Liu et al. 2020、Wang et al. 2021、Zeng 
et al. 2017b、Yuan & de Wit 2018、Yuan et al. 2019、Casa et al. 2019、Bennie et al. 2000、
Reth et al. 2006、Heimstad et al. 2018、Ruus et al. 2018、Green et al. 2018 

 
参考）SCCP の TMF、BMF 

北極の生物も含めたいくつかの食物網：BMF と TMF は 1 超 
オンタリオ湖とミシガン湖の 17 種の SCCP の最大 TMF：C10Cl8、C11Cl8 で 1.5 

 
2.2.2 モニタリングデータ 
• INF 文書で説明している分析上の問題による利用可能な水中及び陸上のモニタリングデー

タにおける一般的な不確実性に反して、炭素鎖長 14~17 の塩素化パラフィンは、排出源近

傍域（即ち工業地域や都市部）で生息又は摂餌する広範な生物に検出されている。 
• データは INF 文書 Appendix 5 に取りまとめている。 
• 数は限られているものの、「MCCP」は北極圏を含む遠隔地の試料や最上位捕食者からも検

出されている(Iozza et al. 2009a, 2009b、Glüge et al. 2018、Vorkamp et al. 2019、Reth et 
al. 2006、NILU 2013)。 

• ほとんどの環境試料で検出された「MCCP」の実際の炭素鎖長分布と塩素含有量に関する

情報は限られているが、分析法の進歩によって、いくつかのより新しい調査ではこれが把

握可能になっている。 
 より詳細な情報が入手できる場合には、高い頻度で C14 が「MCCP」の主要な組成成

分となっている。 
 この C14 は、製品中の主要成分である。 

 
2.2.3 ヒト体内への残留、体内半減期 
• 「MCCP」は、ヒトの母乳や血液などの他の組織で検出され(Greenpeace 1995、Thomas & 



 
無印：提案文書（POPRC.17/6）からの情報。下線：追加情報、取消し線：誤りと考えられる情報、破線の下線：入手済み文献 
INF 文書：UNEP/POPS/POPRC.17/INF/5 

資料 8-8 

Jones 2002、Thomas et al., 2006、Hilger et al., 2011、Darnerud et al., 2012、Xia et al., 
2017a, 2017b、Zhou et al. 2020、EFSA 2020、Li et al. 2017、Wang et al. 2018)、長い体

内半減期が推定されている(Dong et al. 2020)。 
 PBPK（生理学に基づく薬理動態）モデルに基づくヒト体内半減期：1.2 年(Dong et al. 

2020) 
 母乳 

 魚食者：平均 50.4 μg/kg lw、非魚食者：平均 40.5 μg/kg lw (Greenpeace 1995) 
 英国：61 μg/kg lipid (Thomas & Jones 2002) 
 英国：中央値 21 (6.2～320) μg/kg lw (Thomas et al. 2006) 
 独ババリア州：検出頻度 58%、9.6～903 μg/kg lw (Hilger et al. 2011) 
 スウェーデン ウプサラ郡：平均 14.4 ng/g lw (Thomas et al. 2006) 
 中国（地方）：中央値 35.7 (9.05～139) μg/kg lw（2007 年）、中央値 45.4 (9.51～

146) μg/kg lw（2011）(Xia et al. 2017a) 
 中国（都市部）：中央値 60.4 (18.7～350) μg/kg lw（2007）、中央値 137 (22.3～

1,501) μg/kg lw（2011）(Xia et al. 2017b) 
 中国 揚子江デルタ：中央値 78.8 (<LOD～1,260) μg/kg lw (Zhou et al. 2020) 
 スウェーデン、ノルウェー：中央値 29.6 (<LOD～311) μg/kg lw (Zhou et al. 2020) 
 欧州の 11 か国：5.5～112 μg/kg lw (EFSA 2020) 

 血液 
 中国深圳：130～3 200 μg/kg lw (Li et al. 2017) 
 中国：80.8～954 μg/kg lw (Wang et al. 2018) 

 
2.3 結論 
• 全体として、少なくとも炭素数 14 で塩素化率 45-50%の成分では BCF が 5000 超で、附属

書 D 基準の生物蓄積性 1c(i)に合致すると判断される。 
• 信頼性の低いデータからは、C15-17 成分もクライテリアに合致する可能性が示唆されてい

る。 
• これらは、「MCCP」が広範囲で生物相に取り込まれているモニタリングデータにより支持

される。 



 
無印：提案文書（POPRC.17/6）からの情報。下線：追加情報、取消し線：誤りと考えられる情報、破線の下線：入手済み文献 
INF 文書：UNEP/POPS/POPRC.17/INF/5 

資料 8-9 

（参考） 
REACH 規則により SVHC に指定された MCCP（C14-17、Cl1-17）に対する PBT 及び/又は vPvB の判定（ECHA 2021） 

 塩素数(y) 

炭素数(x) 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 

14 － － 
vPvB vPvB 

PBT 
vPvB 
PBT 

vPvB 
PBT 

vPvB 
PBT 

vPvB vPvB vPvB vPvB 
－ － －    

15 － － 
vPvB vPvB vPvB 

PBT PBT PBT PBT 
－ － － － － － －   

16 － － 
vPvB vPvB vPvB 

PBT PBT PBT PBT 
－ － － － － － － －  

17 － － － － － 
PBT PBT PBT PBT 

－ － － － － － － － 

－：PBT 及び/又は vPvB を結論付けるための利用可能な情報が十分でない 
灰色の塗りつぶし：PBT 又は vPvB の評価において検討されていない同族体 
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（参考） 
 
POPs 条約附属書 D スクリーニング基準（抜粋） 

(b) 残留性 i) 水中における半減期＞2 カ月、又は土壌中における半減 

期＞6 カ月、又は底質中における半減期＞6 カ月、又は、 

ii) その他の科学的根拠 

(c) 生物蓄積性 i) 水生生物における BCF※又は BAF※＞5,000（BCF 又は BAF データが

ない場合、log Kow＞5） 

ii) 他の生物における高い生物蓄積性や生態毒性を示す根拠、又は 

iii) 生物蓄積性の可能性を示す、生物相におけるモニタリングデータ 
※ BCF；Bioconcentration factor 水からの取込みに関する濃縮係数 

BAF；Bioaccumulation factor 水及び餌を含む全ての経路からの取込みに関する濃縮係数 
 
 
REACH 規則における PBT 及び vPvB 基準 

基準 PBT 物質 vPvB 物質 

P：難分解性 

海水中半減期＞60 日 
淡水・河口水中半減期＞40 日 
海水底質中半減期＞180 日 
淡水・河口水底質中半減期＞120 日 
土壌中半減期＞120 日 

海水中半減期＞60 日 
淡水・河口水中半減期＞60 日 
海水底質中半減期＞180 日 
淡水・河口水底質中半減期＞180 日 
土壌中半減期＞180 日 

B：生物蓄積性 BCF＞2000 BCF＞5000 

T：毒性 

海水・淡水生物における長期 NOEC 又
は EC10＜0.01 mg/L 
 
発がん性カテゴリー1A 又は 1B 
生殖細胞変異原性カテゴリー1A 又は
1B 
生殖毒性カテゴリー1A、1B 又は 2 
 
特定標的臓器毒性(反復)カテゴリー1 又
は 2 

－ 
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ECHA における P/vP スクリーニング基準（抜粋） （ECHA, 2017） 

スクリーニング情報 結果 残留性 

Biowin 2 (non-linear model 
prediction) and Biowin 3 
(ultimate biodegradation 
time) 
 
または 
 
Biowin 6 (MITI non-linear 
model prediction) and 
Biowin 3 (ultimate 
biodegradation time) 
 
または 
 
その他のモデル* 

急速な生分解が起こらない（確率＜0.5）*かつ
最終的な生分解の達成に要すると予想される
期間が数ヶ月以上（値＜2.25（～2.75）**） 
 
または 
 
急速な生分解が起こらない（確率＜0.5）*かつ
最終的な生分解の達成に要すると予想される
期間が数ヶ月以上（値＜2.25（～2.75）**） 
 
 
または 
 
モデル固有の値 

P または vP
の可能性 

* 急速に生分解する確率は低い。その他のモデルについては ECHA（2017）に記載されている。 

** この基準を満たす物質は BIOWIN 3 で 2.25～2.75 の値を示すため、一般にさらなる分解関連情報が

必要となる。 
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長鎖ペルフルオロカルボン酸(PFCA)、その塩及び関連物質の残

留性、生物蓄積性等に関する情報 
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長鎖 PFCA、その塩及び関連物質の 

残留性、生物蓄積性等に関する情報 
 
 
 
本資料の見方 
• 条約事務局ホームページに公表されたカナダからの提案文書（UNEP/POPS/POPRC.17/7）

に関する文献情報をまとめ、提案文書に記載された情報は無印とした。 
• 上記提案文書に記載されておらず文献等より補足として追加した情報は、下線を付した。 
• 同文書において元文献等で確認して間違いと推察される記載内容を修正した部分について、

取り消し線を付した。 
• 本資料の引用文献において、破線の下線のあるものは、元文献を入手し、元文献より内容を

確認済みのものである。 
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1.  残留性等に関する情報 
 
1.1  水中、土壌中及び底質中での半減期等 
• （事務局注：提案文書中に水中、土壌中及び底質中での半減期等の記載情報なし） 
• ECHA による判定「Persistent、P」：PFNA、PFDA 
• ECHA による判定「very Persistent、vP」：PFUnDA、PFDoDA、PFTrDA、PFTDA 
• Environment Canada による判定「persistence」：C9-20、PFCA（Environment Canada 2012） 

 
参考）ECHA の SVHC となっている C9-14 長鎖 PFCA で PBT 又は vPvB と判定（下表）。 
 

表 C9-14 長鎖 PFCA に対する残留性(P 又は vP)判定の根拠等 

物質 判定 残留性に関する根拠 文献 

PFNA 
375-95-1 

PBT 水中：半減期 2,477 日（推定値） 
土壌中：半減期 4,954 日（推定値） 
生分解性：28 日で分解せず（OECD 301F） 
※PFOA のリードアクロスより生分解性が低い

と推測 

Lambert et al. 2011 
Lambert et al. 2011 
Stasinakis et al. 2008 
ECHA 2015 

PFDA 
335-76-2 

PBT 水中：半減期 4,722 日（推定値） 
土壌中：半減期 9,444 日（推定値） 
※PFOA と PFNA のリードアクロスより生分解

性が低いと推測 

Lambert et al. 2011 
Lambert et al. 2011 
ECHA 2016 

PFUnDA 
2058-94-8 

vPvB ※C8,9,12,14 の PFCA のリードアクロスより生

分解性が低いと推測 
ECHA 2012a 

PFDoDA 
307-55-1 

vPvB 生分解性：28 日で分解せず（OECD 301C） 
※PFOA のリードアクロスより生分解性が低い

と推測 

NITE 2007a 
ECHA 2012d 

PFTrDA 
72629-94-8 

vPvB ※C8,9,12,14、PFCA のリードアクロスより生分

解性が低いと推測 
ECHA 2012c 

PFTDA 
376-06-7 

vPvB 生分解性：28 日で分解せず（OECD 301C） 
※C8,12、PFCA のリードアクロスより生分解性

が低いと推測 

NITE 2007b 
ECHA 2012b 

 
 
1.2  生分解性 
• C9、PFCA は OECD 301F 法で生分解しなかった（Stasinakis et al. 2008）。 

 
参考）化審法による C9-21 長鎖 PFCA の分解度情報を下表に整理した。7 つの長鎖 PFCA で難分

解性と判定されている（J-CHECK）。 
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表 化審法による分解度の判定（J-CHECK より） 

被験物質 
略称 

CAS 番号 
(官報公示整理番号) 判定 分解度（％） 

試験法/試験条件 BOD LC-MS HPLC 
PFNA 375-95-1 

(2-2659) 
－ － － － － 

PFDA 335-76-2 
(2-2659) 

－ － － － － 

PFUnDA 2058-94-8 
(2-2659) 

難分解性 － － － － 

PFDoDA 307-55-1 
(2-2658、2-2659) 

難分解性 0% － 2% 試験法：OECD 301C 
試験温度等：25±1℃（遮光下） 
試験物質濃度：100 mg/L 
活性汚泥濃度：30 mg/L 
試験期間：28 日間 

PFTrDA 72629-94-8 
(2-2658、2-2659) 

難分解性 － － － － 

PFTDA 376-06-7 
(2-2658) 

難分解性 0% 0% － 試験法：OECD 301C 
試験温度等：25±1℃（遮光下） 
試験物質濃度：100 mg/L 
活性汚泥濃度：30 mg/L 
試験期間：28 日間 

PFPeDA 141074-63-7 
(2-2658) 

難分解性 － － － － 

PFHxDA 67905-19-5 
(2-2658) 

難分解性 － － － － 

PFHpDA 57475-95-3 － － － － － 
PFODA 16517-11-6 難分解性 － － － － 
PFNDA 133921-38-7 － － － － － 
C20 PFCA 68310-12-3 － － － － － 
C21 PFCA － － － － － － 

－：未記載又は未掲載 

 
1.3  加水分解性 
• （事務局注：提案文書に記載なし） 

 
1.4  光分解性 
• C10、PFCA（PFDA）を高地（2,500 m 及び 4,200 m）で 106 日で太陽照射した場合に 30

～35%の光分解（Taniyasu et al. 2013） 
 PFNA は上記条件下で 19～26%の光分解 

 
1.5  その他の分解性に関する情報 
• C9C7-18（C7,8,10,12,13,14,16,18）、PFCA（河川水）について、電気酸化処理により 38%

の脱フッ素化（Barisci & Suri 2020） 
• 炭素-フッ素間の共有結合は、最も強い結合の一つ（約 108-120 kcal/mole）（Dixon 2001、

Parsons et al. 2008） 
 炭素-フッ素間の結合は非常に安定しており、酸、塩基、酸化剤、還元剤、光分解プロ

セス、微生物、代謝プロセスによる分解に対して一般的に耐性がある。 
 フッ素は元素の中で最も高い電気陰性度を持つため、炭素鎖へのフッ素の結合及びフ
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ッ素原子の高い電子密度により、炭素骨格が保護され、熱と化学物質の両方に対して

不活性（Hakli et al. 2008、Colomban et al. 2014、Parsons et al. 2008） 
 炭素-フッ素間の結合は、イオン化ポテンシャルの高さ、分極性の低さ、分子間及び分

子内相互作用の低さ、そして表面張力の小ささに寄与 
 これらの理由により、長鎖 PFCA は環境中で安定していると推測 

 
1.6  結論 
• 利用可能な実験データと物理化学的特性に基づき、長鎖 PFCA は難分解性に関する附属書

D の基準を満たしていると結論づけられる。 
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2.  生物蓄積性等に関する情報 
 
2.1 生物蓄積性に関連する物理化学的特性 
• 長鎖 PFCA の独自の特性や物理化学的性質は、生物蓄積可能性に関連している。長鎖 PFCA

は、その分子の異なる部分にイオン化、疎油性、疎水性、親水性を持つ不揮発性の物質で

ある。ペルフルオロ鎖に結合したカルボン酸官能基も分子に両極性を与えている。 
• これらの特性により、長鎖 PFCA と基質との間の疎水性と親油性の相互作用は、ほとんど

の有機化合物と違い、生物蓄積性を左右する主要メカニズムにはならない(Hekster et al. 
2002)。疎油傾向が組織への分配プロセスに反するため、疎水性はその分配の主要な駆動力

にはなりえず、代わりに静電相互作用がより重要になる可能性がある(Hekster et al. 2002)。 
• 加えて、野生生物での長鎖 PFCA 関連物質の存在や代謝による変換により、野生生物にお

ける長鎖 PFCA 自体の体内負荷量を増大させることができる(Nabb et al. 2007、Letcher et 
al. 2014)。 
 

2.1 室内実験 
 
2.1.1 オクタノール/水分配係数（Kow） 
• 長鎖 PFCA については、モデル推定した log Kow は入手可能だが、実験による log Kow は

入手できない。しかしながら、長鎖 PFCA のような界面活性やイオン化している物質にお

いては、意味のある log Kow を信頼性のある測定やモデル推定することはできない。 
• C9-14 の PFCA の中性型でモデル推定(Wang et al. 2011) 

 log Kow：5.9～8.9 
 高い生物蓄積性である可能性を意味する。 
 ただし、著者らは、これらの値が、中性でアニオン型の選択された構造に大きく左右

されるモデル推定による大きく非定量的な不確実性であることを警告。 
 

• 最近の研究では、PFCA の pKa（酸解離定数）が 0～1 であることに着目し、長鎖 PFCA が

環境中の pH 下でほとんど完全にイオン化しており、中性型が環境中に存在する可能性は

ないと考えられることを示唆している(Wang et al. 2011、Ng & Hungerbuhler 2014)。 
• むしろ、長鎖 PFCA は、2 相間で分配されるより、有機相（脂質）と水相の界面に移動す

る傾向にある(Houde et al. 2006b、OECD 2002)。 
• ペルフルオロ分子の一部分がリン脂質に作用することが可能だが(Armitage et al. 2012、

Dassuncao et al. 2019、Droge et al. 2019)、ほとんどの研究において、生物中濃度レベル

で、脂質よりもむしろ高タンパク組織（すなわち卵黄、肝臓、血液）が長鎖 PFCA の主要

な蓄積するところであることを示している。 
• 細胞内でこれらの物質が輸送され、脂肪酸結合したタンパク質やリポタンパク質又はアル

ブミンに結合し、高タンパク組織に隔離される(Jones et al. 2003、Bischel et al. 2010、
Woodcroft et al. 2010、Bischel et al. 2011、Ng & Hungerbuhler 2013、Cheng & Ng 2018、
Zhong et al. 2019)。 
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• 上記に基づき、log Kow を生物蓄積性の記述子として使用したり、長鎖 PFCA の予測目的

（例えば、生物蓄積性モデルなど）に使用したりすることは不適切である(OECD 2002、
Conder et al. 2008)。その代わり、モデル推定データより、実験による生物蓄積性データの

方が適切である。 
 
2.1.2 生物濃縮係数（BCF）、生物蓄積係数（BAF） 
• 生物濃縮と生物蓄積の両方の実験によるデータは、いくつかの長鎖 PFCA で利用可能であ

る。 
• ゼブラフィッシュ(Danio rerio)、コイ(Cyprinus carpio L.)、ニジマス(Oncorhynchus mykiss)

の 3 種の淡水魚と 1 種のイガイ（ミドリイガイ(Perna viridis)）での実験による BCF と BAF
が炭素鎖 18 までの PFCA で報告されている。 
 ゼブラフィッシュ胚に受精後 144 時間 1 mg/L の C9 の PFCA を曝露(Menger et al. 

2020) 
 BCF：582～638 

 定常状態のゼブラフィッシュ成魚(Chen et al. 2016) 
 全体 BCF：1,202 (C9)～257,039 (C14) 
 肝臓 BCF：1,514 (C9)～363,078 (C14) 

 コイの全体 BCF (Inoue et al. 2012) 
 C11：2,300～3,700 
 C12：10,000～16,000 
 C13：16,000～17,000 
 C16：4,700～4,800 
 C18：320～430 

 ニジマス稚魚 12 日間曝露、排泄期間 33 日(Martin et al. 2003b) 
 定常状態の全体 BCF：450 (C10)～23,000 (C14) 
 定常状態の肝臓 BCF：1,100 (C10)～30,000 (C14) 

 ニジマス幼魚 34 日間曝露、排泄期間 41 日(Martin et al. 2003a) 
 定常状態の死亡個体 BAF：0.04～1.0 (C10-C13) 

 市販サイズのニジマス 28 日間曝露、排泄期間 28 日(Goeritz et al. 2013) 
 BAF：< 0.4 (C9) 

 ミドリイガイに 1、10 µg ̸L の C9-10 PFCA を 56 日間曝露(Liu et al. 2011a) 
 BAF (C9)：109～144 
 BAF (C10)：464～838 

• 要約すると、実験による BCF／BAF は、供試生物の種と齢に応じて変動する。 
 BCF と BAF は、ほとんどの場合、C9 (<0.4～1,514)から C14 (17,000～363,078)まで

増加し、C16 (4,700～4,800)から C18 (20～4800)にかけて減少する。 
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2.2 野外調査 
 
2.2.1 生物濃縮係数（BCF）、生物蓄積係数（BAF） 
• 淡水生物や海生生物での野外調査による BCF や BAF は、炭素数 15 までの PFCA で報告

されている。 
 カナダ五大湖のレイクトラウト(Salvelinus namaycush)（4 才魚）(Furdui et al. 2007) 

 全体 BCF（C9）：1,259～6,309 
 全体 BCF（C10）：5,011～19,952 

 フランスのオルジュ川のコイ科魚類ヨーロピアン・チャブ (Leuciscus cephalus) 
(Labadie & Chevreuil 2011) 
 肝臓 BAF：79 (C9)～501,187 (C12) 
 血漿 BAF：631 (C9)～5,011,872 (C12) 

 東京の下水処理場排出口近くの排水路のコイ(Murakami et al. 2011) 
 肝臓 BAF：69 (C9)～> 26,000 (C13) 
 腎臓 BAF：2,600 (C9)～> 40,000 (C13) 

 中国の珠江デルタのコイ、ティラピア(Tilapia aurea)、カルムチー（雷魚）(Ophicephalus 

argus)、ヒレナマズ(Clarias fuscus) (Pan et al. 2014) 
 肝臓 BAF（C9-11）：501～100,000 

 スウェーデンのハルムシェン湖のヨーロピアンパーチ(Perca fluviatilis) (Ahrens et al. 
2015) 
 全体 BCF：42～54 (C9) 
 全体 BCF：140～220 (C10) 

 中国の巣湖の最上位捕食者であるチャイニーズアイスフィッシュ（シラウオ科）の亜

種(Neosalanx tangkahkeii taihuensis) (Pan et al. 2019) 
 全体 BAF：93 (C13)～2,041 (C9) 

 中国の白洋淀のソウギョ(Ctenopharyngodon idellus)、キンギョ(Carassius auratus)、
コイ、ハクレン(Hypophthalmichthys molitrix)、カルムチー(Channa argus) (Liu et al. 
2019a) 
 全種の BAF 

 C9：3.9～922 
 C10：45～5,318 
 C11：26～18,902 
 C12：91～6,635 

 韓国の魚市場の雌のカニ類（種不明）(Choi et al. 2020) 
 胸脚 BCF：440 
 卵 BCF：660 
 筋肉 BCF：879 
 内臓 BCF：1,040 

 オランダの 21 の河川、湖沼、運河のヨーロッパウナギ(Anguilla Anguilla) (Kwadijk et 
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al. 2010) 
 BAF（C9）：105～1,380 
 BAF（C10）：331～5,623 

 中国の白洋淀の魚類、カニ類、巻貝(Zhou et al. 2012) 
 全種の BAF 

 C9：59～60 
 C10：1,230～69,183 
 C11：589～7,762 

 フランスのアキテーヌの大潮潮位差の大きい汽水域のカイアシ類、アミ類、エビ類

(Munoz et al. 2019) 
 全種の BAF（C9-11）：631～12,589 

 韓国の西岸の魚類、カニ類、腹足類、二枚貝(Naile et al. 2013) 
 全種の全体 BCF（C9-11）：7～269 

 中国の太湖のプランクトン(Fang et al. 2014) 
 BAF：462 (C10)～17,788 (C12) 

 バルト海のニシン属魚類、ニシン科スプラタス属魚類(Gebbink et al. 2016) 
 ニシン属魚類 BAF：> 224 (C15)～218,776 (C11) 
 スプラタス属魚類 BAF：> 59 (C15)～158,489 (C11) 

 中国の巣湖のエビ類、巻貝、魚類(Liu et al. 2019b) 
 BAF：118 (C9)～12,370 (C11) 

• 要約すると、野外調査による BCF や BAF は種によって 3.9(C9)から 5,011,872(C12)まで

変動する。 
• 野外調査による BCF や BAF でも、おおまかに C9 から C14 にかけて上昇し、C15(> 59～

224)まで低下する。 
 

2.2.2 鳥類や陸生／海生哺乳類の生物蓄積性の評価に適切な係数 
• 魚類や水生無脊椎動物から鳥類や陸生／海生哺乳類への BCF／BAF データの外挿では、長

鎖 PFCA の生物蓄積の可能性を過小評価することがあり得る。 
 一般的には、生物蓄積は、水呼吸生物（魚類や水生無脊椎動物など）と空気呼吸生物

（陸生／海生哺乳類、鳥類など）において非極性で非揮発性の中性の有機化学物質

（PCB など）では同じメカニズムで発生する。中性の化学物質は水中でも大気中でも

排出速度が遅いため、水呼吸生物や空気呼吸生物にとって同様の生物蓄積の可能性を

もたらす(Kelly et al. 2004、Mackay & Fraser 2000)。 
 しかしながら、イオン化し、極性を持ち、非揮発性である長鎖 PFCA は、中性の化学

物質に比べて高い水溶解度がある。水呼吸生物にとって、このことは、長鎖 PFCA の

水相へのより速い排出とそれに続く生物蓄積の可能性の低下をもたらす。長鎖 PFCA
の中程度の水溶解度は、鰓から水中への移動傾向が比較的高くなる一方で、その低い

蒸気圧と負の電荷により、肺の肺胞膜を通って大気へ移動する傾向は、比較的低くな

る。 
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 空気呼吸生物における生物蓄積性は主として極性よりも揮発性により推進される左右

されることから、非揮発性で中性の長鎖 PFCA は大気への比較的低い排出速度を助長

し、空気呼吸生物で高い生物蓄積性となる(Kelly et al. 2004)。 
 つまりは、魚類の鰓は、陸生／海生哺乳類が有していない長鎖 PFCA の追加的な排出

機構となる(Martin et al. 2003a)。 
 加えて、魚類から鳥類や陸生／海生哺乳類への BCF／BAF データの外挿は、栄養段階

での生物学的差異（例えば、摂餌速度、同化効率、排泄速度など）により行うべきでは

ない(Martin et al. 2003a)。 
• 従って、長鎖 PFCA の全体としての生物蓄積の可能性を決定するには、野外での生物増幅

係数（BMF）や食物連鎖増幅係数（TMF）がより適切である。 
 
2.2.3 生物増幅係数（BMF）、食物連鎖増幅係数（TMF） 
• 複数の魚種及び／又は最上位捕食種（鳥類、陸生／海生哺乳類）における長鎖 PFCA（C16

まで）の野外での BMF 及び TMF は、高い生物増幅の可能性を示している。1 を超える BMF
と TMF が生物蓄積性とみなされる。 
 中国の遼東湾の海洋食物網での最上位捕食種であるウミネコ(Larus crassirostris) 

(Zhang et al. 2015) 
 TMF（C9-14）：1.78～4.88 

 中国の太湖の富栄養な淡水食物網での最上位捕食種であるシラサギと肉食性魚類(Xu 
et al. 2014) 
 TMF（C9-12）：2.1～3.7 

 フランスのオルジュ川の食物網での様々な摂食行動（例えば、底生性、底生―遊泳性、

雑食性、肉食性など）をもつ最上位捕食種の 8 種の淡水魚(Simmonet-Laprade et al. 
2019a) 
 BMF：0.3～25.2 
 TMF：1.5～3.0 

 フランスの 5 つの河川食物網での最上位捕食種であるチャブ（ウグイ亜科）(Squalius 

cephalus)とバーベル（コイ亜科）(Barbus barbus) (Simmonet-Laprade et al. 2019b) 
 TMF（C9-14）：0.9～14.9 

 カナダ北極圏西部の海洋食物網での最上位捕食種であるワモンアザラシ(Phoca 

hispida)とシロイルカ(Delphinapterus leucas) (Tomy et al. 2009b) 
 TMF（C9-11）：3.8～19.8 

 他の食物網（カナダのオンタリオ湖、中国の太湖、カナダのハドソン湾（カナダ北極

圏）、香港の米埔湿地自然保護区）(Martin et al. 2004、Kelly et al. 2009、Loi et al. 2011、
Fang et al. 2014) 
 TMF（C9-13）：1.00～8.29 

 グリーンランド東部でのワモンアザラシ(Pusa hispida)を捕食するホッキョクグマ

(Ursus maritimus) (Boisvert et al. 2019) 
 平均 BMF（C9-16）：1～10（ワモンアザラシ脂肪／ホッキョクグマ肝臓） 
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 平均 BMF（C9-13）：100～10,000（ワモンアザラシ肝臓／ホッキョクグマ肝臓） 
 カナダ北極圏でのワモンアザラシ肝臓とホッキョクグマ肝臓(Butt et al. 2008) 

 幾何平均 BMF（C9-15）：2.2 (C13)～56(C9) 
 カナダ北極圏西部の食物網での最上位捕食種であるアザラシ(Powley et al. 2008) 

 BMF（C10-12）：0.8～3.1 
 カナダのユーコン、ノースウェスト、ヌナブトでのバロングラウンドカリブー(Rangifer 

tarandus groenlandicus)（トナカイの亜種）と最上位捕食種であるタイリクオオカミ

(Canis lupus) (Müller et al. 2011) 
 全体 BMF（C9-13）：0.8～5.4（カリブー／オオカミ） 
 TMF：1.9～2.9 

 米国サウスカロライナ州チャールストンとフロリダ州のサラソータ湾のハンドウイル

カ(Tursiops truncatus)の食物網(Houde et al. 2006a) 
 チャールストンでの BMF と TMF（C9-11）：0.1～8.8 
 サラソータ湾での BMF（C12）：0.1～2.0 

 スバールバル諸島バレンツ海の氷縁の食物網での捕食者（ハジロウミバト(Cepphus 

grylle)、シロカモメ(Larus hyperboreus)など）(Haukås et al. 2007) 
 BMF（C9）：8.76～11.6 

 カナダのオンタリオ湖での最上位捕食種であるレイクトラウト (Salvelinus 

namaycush) (Martin et al. 2004b) 
 全体 BMF（C9-14）：1.6～3.4（3 種の餌となる魚のそれぞれの豊富さで重み付け

した値） 
 フランスのジロンド川河口の温帯の大潮潮位差の大きい汽水域の食物網での最上位捕

食種であるスズキ科魚類（例：ヨーロピアンシーバス(Dicentrarchus labrax)、ユーラシ

アタイリクスズキ(Dicentrarchus punctatus)）やコルビナ(Argyrosomus regius) (Munoz 
et al. 2017b) 
 TMF（C9-14）：0.88～1.3 

• 要約すると、最上位捕食種（例：ハジロウミバト、シラサギ、肉食性魚種、ワモンアザラ

シ、シロイルカ、ホッキョクグマ、タイリクオオカミなど）の TMF は 0.3～19.8、BMF は

0.1～25.2 の範囲にあり、確実に 1 を超える。 
 
2.2.4 C17 以上の PFCA の生物蓄積性 
• C16 超の長鎖 PFCA の生物増幅又は食物連鎖増幅のデータがない。しかしながら、C17-21

の PFCA でも鳥類や陸生／海生哺乳類において生物増幅が可能である。 
• C17-21のPFCA は雪や土壌で測定されており(Plassman & Berger 2013)、C15–18のPFCA

はカナダの五大湖のハヤブサ(Falco peregrinus)やセグロカモメ(Larus argentatus) (Sun et 
al. 2020)並びにグリーンランド東部のホッキョクグマ(Greaves et al. 2013、Boisvert et al. 
2019)などの最上位捕食種で測定されている。 

• C-C 立体配座は炭素鎖の増加とともに変化し、鎖が長くなるほどねじれていき、断面直径

の小さい分子ほど生物への蓄積能が大きくなることを示している(Wang & Ober 1999)。 
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• 直鎖ペルフルオロアルキル鎖(C8-18 で Deff = 0.61 – 0.96 nm)の長鎖 PFCA の堅固な分子構

造は、生物学的な膜をより容易に通過することができ(Anliker et al. 1988)、それによってよ

り大きな生物蓄積性をもたらす(Dimitrov et al. 2003)。 
• これらの物理化学的特性により、分子量に基づく分子サイズ（例：Dmax１など）の立体的な

バルクの影響が過小評価され、分子量が比較的大きい場合であっても長鎖 PFCA の生物蓄

積の可能性が過小評価されることになる(Inoue et al. 2012)。 
 
2.3 生体内の動態 
 
2.3.1 ヒト体内への残留 
• ヒトでは、長鎖 PFCA について次の証拠がある。 

i) 多くの組織（例：脳、肝臓、腎臓）及び分泌液に分配される。 
ii) 胎盤を通過して胎児に入る。 
iii) 母乳を介して移行する。 
 長鎖 PFCA（C9-14）は、グリーンランドやカナダ北部のような遠隔地の試料も含めて、

世界的にヒトの血液、尿、臍帯、母乳、毛髪、爪から検出される(例：Guruge et al. 2005、
Tao et al. 2008、Olsen et al. 2011、Fujii et al. 2012、Motas Guzman et al. 2016、Wu 
et al. 2017、Cao et al. 2018、Lee et al. 2018、ECHA 2018a、Wang et al. 2018、Caron-
Beaudoin et al. 2020、Li et al. 2020b、Li et al. 2020a、Liu et al. 2020)。 

 カナダ健康測定調査(CHMS)のサイクル 2（2009–2011 年）とサイクル 5（2016–2017
年）(Health Canada 2019) 
 血漿中幾何平均濃度の範囲(C9-11)：0.12～0.82 µg/L 
 注目すべきは、イヌイット妊娠女性（C9-11）と北米先住民族の若者（C9）の血清

中の長鎖 PFCA は、CHMS よりも高濃度であることである(Caron-Beaudoin et al. 
2019、Caron-Beaudoin et al. 2020)。 

 2013-2014 年のアメリカ国民健康栄養調査(NHANES)での 12 歳以上の血清(Graber et 
al. 2019) 
 幾何平均（C9）：0.91 µg/L 

 欧州での 29 の生体モニタリング調査の結果(ECHA 2018a) 
 殆どの血清中濃度（C9-14）の範囲：高い pg/ml～低い ng/ml 

 
2.3.2 代謝 
• PFCA は代謝的に不活性であると考えられている(Kudo 2015)。 
• 雌雄のラットに 5 mg/kg の C10 を単回腹腔内投与(Vanden Heuvel et al. 1991) 

 28 日後、C10 の脱フッ素化又は抱合で難分解性のハイブリッド構造の脂質を形成する

という根拠はなく、C10 のイオン化した代謝物が雌雄のラットの尿や胆汁から検出さ

れることもなかった。 

 
１ 分子を球に入れた時の球の直系。 
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2.3.3 半減期、排泄速度 
• 長鎖 PFCA は、その強いタンパク質結合親和性により、ヒト体内から非常にゆっくりと排

泄される。 
 ヒト体内半減期の推定(Zhang et al. 2013) 

 C9：2.5～4.3 年 
 C10-11：4.5～12 年 

 炭素鎖長が長い PFCA ほどタンパク質へ強く結合する(Chen et al. 2020) 
• いくつかの動物での研究では、炭素鎖長が長い PFASPFCA ほどゆっくりと排泄されて、よ

り生物蓄積性が高くなることが示されている(Ohmori et al. 2003、Kudo et al. 2006、Yeung 
et al. 2009)。 

• 上記より、C12 超の炭素鎖長をもつ PFCA においても、C9-11 より長い半減期になると予

想することは合理的である。 
 
2.4 各国における生物蓄積性の評価 
• 長鎖 PFCA は、いくつかの法的権限区域における生物蓄積性の規制基準を満たしている。 

 欧州での REACH 規則で定められた基準に則った評価（C9–14）(ECHA 2012a,b,c,d, 
2015, 2016) 
 生物蓄積性あり：C9-10 
 非常に高い生物蓄積性あり：C11-14 

 カナダでの長鎖 PFCA、その塩及びその前駆体の生態リスク評価における BMF/TMF
データに基づく証拠の重み付けアプローチによる結論(Environment Canada 2012) 
 長鎖 PFCA とその塩は：鳥類及び陸生／海生哺乳類において生物蓄積及び生物増

幅する 
 カナダの「難分解性及び生物蓄積性規則」(Canada 2000)は、淡水性生物種（魚類）の

生物蓄積性データ（BCF 又は BAF、log Kow）に基づいており、脂質に選択的に分配

される物質の対応には最適である。しかしながら、長鎖 PFCA は、鳥類や陸生／海生

哺乳類の肝臓、血液、腎臓においてタンパク質に分配されることから、同規則は長鎖

PFCA の生物蓄積の可能性を完全には反映していない。 
 
2.3 結論 
• C9-14 の長鎖 PFCA について、淡水及び海水性の水生生物で 5000 超の BCF と BAF が報

告されている。 
• C9-16 の PFCA では、鳥類や陸生／海生の哺乳類で BMF 又は TMF が 1 超となる食物連鎖

による生物濃縮が報告されている。 
• さらには、C18 の PFCA が環境中並びに、ホッキョクグマ、セグロカモメ、ハヤブサとい

った数種の最上位捕食種で測定されている。 
• ヒトでは、C9-14 の PFCA が様々な組織や分泌液から検出されている。 
• C9-11 の PFCA の排泄は非常に緩やかであることから、長い半減期が推定される。 
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• 生物蓄積性データと環境モニタリングデータに基づき、長鎖 PFCA は附属書 D の生物蓄積

性のクライテリアに合致する。 
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（参考）条約及び海外規制における基準 
 
POPs 条約附属書 D スクリーニング基準（抜粋） 

(b) 残留性 i) 水中における半減期＞2 カ月、又は土壌中における半減期＞6 カ月、又

は底質中における半減期＞6 カ月、又は、 

ii) その他の科学的根拠 

(c) 生物蓄積性 i) 水生生物における BCF※又は BAF※＞5,000（BCF 又は BAF データが

ない場合、log Kow＞5） 

ii) 他の生物における高い生物蓄積性や生態毒性を示す根拠、又は 

iii) 生物蓄積性の可能性を示す、生物相におけるモニタリングデータ 
※ BCF；Bioconcentration factor 水からの取込みに関する濃縮係数 

BAF；Bioaccumulation factor 水及び餌を含む全ての経路からの取込みに関する濃縮係数 
 
 
REACH 規則における PBT 及び vPvB 基準 

基準 PBT 物質 vPvB 物質 

P：難分解性 

海水中半減期＞60 日 
淡水・河口水中半減期＞40 日 
海水底質中半減期＞180 日 
淡水・河口水底質中半減期＞120 日 
土壌中半減期＞120 日 

海水中半減期＞60 日 
淡水・河口水中半減期＞60 日 
海水底質中半減期＞180 日 
淡水・河口水底質中半減期＞180 日 
土壌中半減期＞180 日 

B：生物蓄積性 BCF＞2000 BCF＞5000 

T：毒性 

海水・淡水生物における長期 NOEC 又
は EC10＜0.01 mg/L 
 
発がん性カテゴリー1A 又は 1B 
生殖細胞変異原性カテゴリー1A 又は
1B 
生殖毒性カテゴリー1A、1B 又は 2 
 
特定標的臓器毒性(反復)カテゴリー1 又
は 2 

－ 
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ECHA における P/vP スクリーニング基準（抜粋） （ECHA, 2017） 

スクリーニング情報 結果 残留性 

Biowin 2 (non-linear model 
prediction) and Biowin 3 
(ultimate biodegradation 
time) 
 
または 
 
Biowin 6 (MITI non-linear 
model prediction) and 
Biowin 3 (ultimate 
biodegradation time) 
 
または 
 
その他のモデル* 

急速な生分解が起こらない（確率＜0.5）*かつ最
終的な生分解の達成に要すると予想される期
間が数ヶ月以上（値＜2.25（～2.75）**） 
 
 
または 
 
急速な生分解が起こらない（確率＜0.5）*かつ最
終的な生分解の達成に要すると予想される期
間が数ヶ月以上（値＜2.25（～2.75）**） 
 
 
または 
 
モデル固有の値 

P または vP の
可能性 

* 急速に生分解する確率は低い。その他のモデルについては ECHA（2017）に記載されている。 

** この基準を満たす物質は BIOWIN 3 で 2.25～2.75 の値を示すため、一般にさらなる分解関連情報が

必要となる。 
 
 


	1 業務の目的
	2 調査内容及び実施方法
	2.1 POPs条約及びPIC条約の規制対象物質及び規制候補物質に関する国際的な動向調査
	2.1.1 POPs候補物質に関する調査
	(1) POPs条約の規制候補物質に関する調査
	1) ペルフルオロヘキサンスルホン酸（PFHxS）とその塩及び関連物質
	2) デクロランプラス（DP）
	3) メトキシクロル
	4) UV-328
	5) 新規提案物質


	2.1.2 今後提案される可能性のある化学物質に関する調査

	2.2 POPs条約及びPIC条約の関連会議における対応
	2.2.1 第10回POPs条約締約国会議（COP10）
	2.2.2 第17回残留性有機汚染物質検討委員会（POPRC17）
	2.2.3 第17回化学物質検討委員会（CRC17）
	2.2.4 国内検討会議の開催

	2.3 OECDにおける化学物質規制動向
	2.3.1 OECD/the Chemicals and Biotechnology Committee(OECD化学バイオ委員会）の公式・非公式会合
	2.3.1 OECD/the Chemicals and Biotechnology Committee(OECD化学バイオ委員会）の公式・非公式会合


	3 業務の結果
	3.1 POPs条約及びPIC条約の規制対象物質及び規制候補物質に関する国際的な動向調査
	3.1.1 POPs候補物質に関する調査
	(1) POPs条約の規制候補物質に関する調査
	1) ペルフルオロヘキサンスルホン酸（PFHxS）とその塩及び関連物質
	2) デクロランプラス
	3) メトキシクロル
	4) UV-328
	5) 新規提案物質


	3.1.2 今後提案される可能性のある化学物質に関する調査

	3.2 POPs条約及びPIC条約の関連会議における対応
	3.2.1 第10回POPs条約締約国会議（COP10）
	3.2.2 第17回残留性有機汚染物質検討委員会（POPRC17）
	(1) 議事次第
	(2) 主な議題の検討結果の概要
	1) 議題4(a) メトキシクロルのリスク管理評価書案の検討
	2) 議題4(b)(i) デクロランプラス
	3) 議題4(b)(ii) UV-328
	4) 議題4(c)(i) クロルピリホス
	5) 議題4(c)(ii) 塩素化パラフィン（炭素数14～17で塩素化率45重量%以上のもの）
	6) 議題4(c)(iii) 長鎖ペルフルオロカルボン酸(PFCA)、その塩及び関連物質
	7) 議題4(f) ペルフルオロオクタン酸（PFOA）とその塩及びPFOA関連物質に該当する物質の例示リスト
	8) 議題4(g) 長距離移動性


	3.2.3 第17回化学物質検討委員会（CRC17）
	(1) 議事次第
	(2) 主な議題の検討結果の概要
	1) 議題4(b)(iii) イプロジオン
	2) 議題4(b)(iv) メチダチオン
	3) 議題4(b)(vi) テルブホス
	4) 議題4(b)(vii) チオジカルブ


	3.2.4 国内検討会議の開催
	(1) 第1回検討会議
	(2) 第2回検討会議


	3.3 OECDにおける化学物質規制動向
	3.3.1 OECD/the Chemicals and Biotechnology Committee(OECD化学バイオ委員会）の公式・非公式会合
	3.3.1 OECD/the Chemicals and Biotechnology Committee(OECD化学バイオ委員会）の公式・非公式会合


	空白ページ
	空白ページ
	資料
	1. エグゼクティブ・サマリー（発生源に係る部分の抜粋）
	2. 発生源に関する情報
	2.1. 製造、流通
	2.2. 用途
	2.3. 環境への排出

	3. 情報の統合（発生源に係る部分の抜粋）
	4. 引用文献

	空白ページ
	資料
	1. エグゼクティブ・サマリー（残留性に係る部分の抜粋）
	2. 残留性に関する情報
	2.1. 室内実験データ
	2.2. 野外実験データ
	2.3. 類似物質からのリードアクロスによる推定
	2.4. モニタリングデータ
	2.5. モデル推定
	2.6. 結論

	3. 情報の統合（残留性に係る部分の抜粋）
	4. 引用文献

	資料
	1. エグゼクティブ・サマリー（生物蓄積性に係る部分の抜粋）
	2. 生物蓄積性に関する情報
	2.1. 試験データ
	2.2. モデル推定
	2.3. 野外データ
	2.3.1. 高次捕食者
	2.3.2. 魚類

	2.4. トキシコキネティクス
	2.5. 結論

	3. 情報の統合（生物蓄積性に係る部分の抜粋）
	4. 引用文献

	空白ページ
	空白ページ



